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1．はじめに 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構(以下「原子力機構」という。)高速増

殖原型炉もんじゅ(以下「もんじゅ」という。)は、平成 26 年 9 月に実施された平成

26 年度第 2 回保安検査において、運転管理の実施状況に関する抜き打ち検査とし

てナトリウム漏えい監視用 ITV 設備(以下「ITV 設備」という。)の運転管理及び保

守管理状況の確認を受けた。 
ITV 設備は、平成 7 年 12 月に発生した 2 次主冷却系ナトリウム漏えい事故の再

発防止対策の一環として、平成 19 年 3 月から運用を開始した設備であり、ナトリ

ウム漏えい発生時に中央制御室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムに把

握し、運転員の入室是非の判断等を遠隔から速やかに行えるようナトリウム機器・

配管が設置されている空気雰囲気のエリアに設置しているものである。 
運転管理及び保守管理状況の確認の結果、当該保安検査の時点で監視対象 72 エ

リアに設置している合計 180 台のうち 54 台の ITV 設備が故障したままの状態で不

適合管理も行わず放置されており、ナトリウム漏えい監視に係る重要な機器に対す

る保守管理がなされておらず、事故時対応として定めた異常時運転手順の検証も行

われず、運転管理に影響を及ぼしていること、また、「もんじゅ」が行っている保

全計画改善作業において、当該設備の保全の有効性評価の妥当性確認を行っている

が、ITV 設備の故障が頻発している事実を認知していながら有効性評価は妥当と評

価し、不適合処置等の必要な対応が行われていないこと、から保安規定違反(監視)
と判断された。 
このため「もんじゅ」は、本件に関係する電気保修課、発電課、技術総括課、品

質保証室、保全管理課の 5 課室が合計 7 件の不適合報告書をとりまとめ、平成 27
年 2 月 4 日にもんじゅ所長は、安全・核セキュリティ統括部長に報告した。 
これを踏まえ、安全・核セキュリティ統括部長は、平成 27 年 2 月 10 日に「もん

じゅ」において継続して行っている根本原因分析チーム（リーダー：原子炉廃止措

置研究開発センター 技術開発部長、平成 27 年 4 月 1 日から原子炉廃止措置研究開

発センター 副所長）の下に「ナトリウム漏えい監視用 ITV 設備の保守管理の不備

等に係る分析チーム」（以下「分析チーム」という。）を設置した。 
本報告書は、上記分析チームにおいて実施した根本原因分析の結果及びその結果

に基づく必要な対策の提言について取りまとめたものである。 

 
2．事象の概要 

平成 26 年度第 2 回保安検査において抜き打ち検査として ITV 設備に関する運転

管理及び保守管理状況の確認を受けた。確認の結果、平成 7 年に発生した 2 次主冷

却系ナトリウム漏えい事故対策の一環として設置し、ナトリウム漏えいが発生した

場合に中央制御室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムに把握し、運転員の

入室是非の判断等を速やかに行う機能を担う ITV 設備を、不適合処理も行わず長期
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にわたり故障したまま放置し、さらに全台数の 3 割の ITV 設備が故障しているにも

かかわらず、ITV 設備が故障した状態で、万が一のナトリウム漏えいが発生した場

合の事故時対応として定めた異常時運転手順の検証も行っておらず、点検において

ITV 設備が故障し、生産中止等で補修も困難であることを承知していながら、補修

計画も立てず、また点検計画の変更も行われていなかったことは保安規定違反(監
視)と判断された。 

 
本件に係る不適合報告書の内容は以下のとおり。 

（1）管理番号 14-55R2、発生(認知)日：平成 26 年 9 月 15 日 不適合区分 B-⑥ 
件名：漏えい監視用 ITV 設備の保守管理に係る不適合（電気保修課） 
【不適合の内容】 
・保全重要度 B（TBM）として点検計画を立てていたが、カメラ本体の点検計

画は外観点検と機能性能試験（動作試験）であり、予防保全としては点検内容

が不十分で、機能回復を伴う項目（カメラ本体の定期交換）が含まれていなか

った。 
・平成 24 年 2 月に設備点検報告書で N 型カメラの生産終了を知ってから、早

期に適切な対応（後継機種の検討、改造計画等）を行わず不適合管理もしなか

った。また、補修、取替え及び改造に係る計画の策定、変更の計画を行わなか

った。 
・平成 24 年 3 月に保全計画 rev.3 において、保全の有効性評価を行わず、点検

周期サイクルを 1 サイクルから 2 サイクルにする改定を行った。 
・平成 25 年 2 月の点検において 14 台の動作不良、平成 25 年 7 月に 10 台、平

成 26 年 7 月の 14 台及び同年 9 月の 16 台と不適合が頻発し修理対応がなされ

ないまま、合計 54 台（本不適合報告書では合計 45 台と記載しているが、54
台の誤記である。また、平成 27 年 9 月 25 日に 1 台及び 9 月 26 日に 1 台発見

されたカメラの不具合は、この 54 台の中には含まれていない。）の ITV 設備

が監視不能又は動作不良の状況で放置、早期に対応することができず、不適合

状態を放置した。 
・平成 24 年 12 月の有効性評価において、保修票情報（故障までの期間）を使

用し、点検頻度を 16M から 28M に変更するだけで、故障の前兆と捉えた評価

を行わなかった（不適切な有効性評価を実施した）。このため、有効性評価を

無効としたとき点検超過となる機器が発生した。 
・監視対象エリアごとに最低 1 台あればナトリウム漏えい時の白煙が確認でき

ると判断していた。 

 
（2）管理番号 14-145R1、発生(認知)日：平成 26 年 12 月 15 日 不適合区分 B-② 

件名：保全計画改善タスクフォースにおける ITV に関する保全の有効性評価に
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係る不適合（保全管理課） 
【不適合の内容】 
・タスクフォース（以下「TF」という。）は、点検実績の確認を行うことなく、

過去の点検頻度を延長した保全の有効性評価は妥当であると判断した。 

 
（3）管理番号 14-149、発生（認知）日：平成 26 年 12 月 11 日 不適合区分 B-② 

件名：漏えい監視用 ITV 設備に係る品質保証活動の不備（その 1）（品質保証室） 
【不適合の内容】 
・月間不適合管理委員会（事務局：品質保証室）は、保修票の処置状況確認に

おいて不適合のデータ分析に必要となる類似性がある事象や頻発傾向を示し

ている事象に対して、当該 ITV 設備の故障状況の確認が不足し、不適合の指

摘ができなかった。 

 
（4）管理番号 14-150、発生(認知)日：平成 26 年 12 月 11 日 不適合区分 B-② 

件名：漏えい監視用 ITV 設備に係る品質保証活動の不備（その 2）（品質保証室） 
【不適合の内容】 
・不適合管理委員会（事務局：品質保証室）は、当該不適合がナトリウム漏え

い事故時対応に影響を及ぼしていることへの認識が不足しており、適切な不適

合の処置方法を指示できなかった。 

 
（5）管理番号 14-65R1、発生(認知)日：平成 26 年 9 月 24 日 不適合区分 B-② 

件名：漏えい監視用 ITV 故障発生時の運転管理上の不備（発電課） 
【不適合の内容】 
・平成 25 年 2 月以降、ITV 設備の故障が相次ぎ保修ができなかった際に、適

切な時期に一時的な運転管理及び運転手順に関する発電課長指示を発行して

運転管理上の対応を明確にしなかったこと。また、組織として発電課長指示を

発行していない状況を修正できなかったこと。 
・現在使用している運転手順書に対して、漏えい監視用 ITV 設備の故障が発生

した場合の手順の記載内容の妥当性確認を実施していない。 

 
（6）管理番号 14-159、発生(認知)日：平成 26 年 12 月 8 日 不適合区分 B-② 

件名：漏えい監視用 ITV 故障発生時の運転管理上の不備（その 2）（発電課） 
【不適合の内容】 
・ITV 設備はナトリウム漏えい事故の教訓から、ナトリウム漏えい警報が発報

した時に運転員が当該室に入域しなくても当該室の状況把握（白煙の発生把握）

及び運転員の入域是非の判断を中央制御室（遠隔）から速やかに行えるように

ナトリウムを内包する機器・配管が設置されているエリアを監視することを目
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的に運転員の安全も考慮して設置したものであるにもかかわらず、その位置付

けや異常時の重要性を認識していなかった。 
・ITV 設備に要求される機能（動作可能、映像良好）が維持されていることを

定期的に確認しておく必要があったが、実施せずに ITV 設備が多数故障した

状態で長期間放置した。 
・ITV 設備が故障した場合の運転側への影響評価（異常時運転手順書の妥当性

評価）について、十分な検討を行った実施計画書を用いて評価すべきであった

が、実施しなかった。 
・ナトリウム漏えい警報が発報した際の現場入室に関し、運転員の安全を考慮

した防護服等の必要装備着用に関する事項について検討されておらず、手順書

にも記載がなかった。 

 
（7）管理番号 14-160、発生(認知)日：平成 26 年 10 月 29 日 不適合区分 B-② 

件名：漏えい監視用 ITV 設備の重要性に対する認識不足（技術総括課） 
【不適合の内容】 
・ITV 設備は平成 7 年の 2 次主冷却系ナトリウム漏えい事故の対策のひとつと

して設置したにもかかわらず、重要性に対する認識が不足しており、適切な考

え方を所内に示すことができなかった。 

 
3．根本原因分析の実施体制 
3．1 分析対象事象の抽出及び分析チームの設置 

安全・核セキュリティ統括部長は、もんじゅ所長からの不適合報告を踏まえ ITV
設備の保守管理不備について、「QS-A05 不適合等の根本原因分析に係る手順」（安

全統括部（現安全・核セキュリティ統括部）平成 19 年 12 月制定 平成 25 年 6 月改

訂）（以下「原子力機構の分析手順」という。）に従って、本件を「頻発傾向にある

事象」のうち、放置できない組織上の重大な問題が内在する事象として、平成 27
年 2 月 10 日に ITV 設備に係る保守管理不備に関する根本原因分析を行うこととし

た。安全・核セキュリティ統括部長は、ITV 設備に係る保守管理不備に関する根本

原因分析を実施するにあたり、分析チームの要員が処遇上の不利益を被らないよう

所属長に要請するとともに、既に「もんじゅ」関連で根本原因分析を実施している

状況から安全・核セキュリティ統括部長の下に設置している根本原因分析チームの

下に分析チームを設置し活動を行うこととした。 
なお、分析対象の「もんじゅ」には、本調査の重要性を認識し、調査に協力する

ことを要請した。 
この他、当該事象に関する情報収集を行うため、中立的な立場で活動が行える範

囲で「もんじゅ」に調査チームを設置した。 
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3．2 分析チーム体制 
安全・核セキュリティ統括部長は、原子力機構の分析手順に従い、根本原因分析

の中立性を確保するため、次の事項に留意し分析チームのメンバーを人選した。分

析チームの組織上の位置付けを図-1 に、分析チーム等の体制を図-2 に、分析チー

ム等の構成及び取組みの経緯等を別添-1 に示す。 

 
（1）分析の主体となるメンバーは、分析対象事象に直接関与しない「もんじゅ」

以外の部署から人選した。これら分析の主体となる者は、過去において当該事

象への関わりはない。 
（2）メンバーを取りまとめる者は、原子力施設における長年にわたる保安活動の

実務経験を有し、原子力機構内での根本原因分析の事例を理解している。また、

過去に根本原因分析を経験しており、既に根本原因分析に関する教育を受けて

いる。 
（3）その他のメンバーは、原子力施設における保安活動の実務経験を有し、機構

内での根本原因分析の事例を理解している。また、過去に根本原因分析を経験

しており、既に根本原因分析に関する教育を受けている。 
（4）分析チームは、分析対象に関する必要な文書類へのアクセス及び「もんじゅ」

幹部を含む関係者への聴取等による調査を実施することができる。 

 
4．分析の進め方 
4．1 分析・調査の方針 
（1）調査の方針・課題 

本件の発生に組織としての問題が潜在していないかどうかを調査・分析する。

調査では、関連する文書、記録等から客観的な事実を収集するとともに、必要に

応じて関係者からの聞き取り調査を実施する。 
また、分析結果から組織としての問題が認められた場合、それに対する是正事

項又は検討事項について提言する。 
（2）調査すべき事実関係 

・ITV 設備の保守管理上、運転管理上の不備に関する事項 
・ITV 設備の TF における有効性評価に係る不適合、品質保証活動の不備、ITV
設備の重要性に対する認識不足に関する事項 
・その他分析チームが必要とした事項 

 
4．2 採用した分析手法 

分析チームは、根本原因分析に当たり原子力安全・保安院の「事業者の根本原因

分析実施内容を規制当局が評価するガイドライン」（以下「国のガイドライン」と

いう。）のベースとなった「根本原因分析に対する国の要求事項」に示される「根
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本原因分析の実施に当たっては、分析主体の中立性、分析結果の客観性及び分析方

法の論理性が確保されることを確実にすること」等を基本として、また、民間規格

の「原子力発電所における安全のための品質保証規程（JEAC4111-2009）の適用

指針-原子力発電所の運転段階-」（JEAG4121-2009）附属書-2「根本原因分析に関

する要求事項」の適用指針に適合するよう努めた。 
また、事象に対する時系列の分析を行い、見出された問題点に関して背後要因を

SAFER（Systematic Approach For Error Reduction）の方法を用いて分析した。

この過程で、関連する文書類の確認、事実関係の調査を実施した。 
SAFER の方法による分析では、頂上事象を起点として、今まで調査した事実に

基づき、何故その事象が発生したのかを辿っていき、背後要因の連鎖構造を明確に

するが、その中に時系列の分析で見出された問題点が全て入っていること、また、

それらの背後要因が含まれていることが必要である。単に問題点から出発するので

はなく、頂上事象から出発して漏れなく事象の背後要因全体を明確にすることが

SAFER の方法である。 
さらに、抽出された背後要因の中で、マネジメントの観点から何が大きな要因な

のかを究明し、最終的に直接要因の背後にある組織要因を取り除くために有効な対

策について検討する。 

 
5．事実の把握 
5．1 文書類の調査及び聞き取り調査（データ収集・調査） 

本事象に関して、不適合となった ITV 設備の保守管理上、運転管理上の不備等を

対象に、保修票の発行と処理プロセス、点検の実施状況、点検成績書の作成・承認

プロセス、運転管理のプロセス、不適合管理委員会及び月間不適合管理委員会の審

議状況、保全計画改善状況、教育・訓練状況等について調査した。また、点検計画

に記載された点検内容等が点検要領書に反映されていることから、保全プログラム

導入時の点検計画の策定経緯とその後の改訂状況についても調査した。 
文書類の調査については、保修票、点検（検査）要領書、点検報告書（検査成績

書）、点検計画、品質保証に関する文書及び記録等について調査した。また、関係

者に対して聞き取り調査を行った（計 33 名に聞き取り調査を実施）。 
なお、本報告書には、関係者の個人名は伏せ、組織要因を明らかにするために組

織名及び役職名を示した。 

 
5．2 時系列の整理 

5.1 項による文書類の調査及び関係者への聞き取り調査を基に、平成 7 年 12 月の

2 次主冷却系ナトリウム漏えい事故、平成 19 年 3 月の ITV 設備の設置から、点検

計画に従い ITV 設備の点検や保修票の発行と修理等の保守管理の状況、ITV 設備の

故障頻発による運転管理の状況等、その後、平成 26 年度第 2 回保安検査で指摘さ
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れるまでを以下のように整理した。その結果を添付資料-1「ナトリウム漏えい監視

用 ITV 設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列」に示す。 
この時系列は、各時期に行われた業務の流れに沿って、業務に携わった当時の関

係者（組織、担当課長、チームリーダー（TL）、担当者等）が、各業務にどのよう

に関わったか、また当時どう考えたかの事実関係を整理した。また、この時系列の

中で今回の事象に関連すると考えられる問題点を抽出し、この問題点を 5.4 項の分

析対象とする問題事象として選定するとともに、6.1 項の要因分析に反映した。 

 
5．3 時系列 
○平成 7 年 12 月 8 日 

「もんじゅ」で 2 次主冷却系ナトリウム漏えい事故が発生した。 
○平成 8 年 11 月 

2 次系ナトリウム漏えい対策作業（その 1）設計検討報告書により ITV 設備の

設置目的、機能等を明らかにした。 
・ITV システムは、ナトリウム漏えい警報又は徴候が検知され、原子炉の手動ト

リップの判断が必要になった場合に、現場の漏えい確認を遠隔に安全かつ速やか

に行うことを目的として設置する。 
・ITV システムの監視目的は、ナトリウム漏えい発生後の現場確認を安全かつ速

やかに行うこと、及びナトリウム漏えい発生後の現場状況の変化（白煙の増加・

減少、漏えいの終息）の監視を可能な範囲で行うこと。 
・ITV システムの監視可能範囲は、現場状況を十分把握できるように、ナトリウ

ム配管・機器に対してできるだけ死角のないようにすること、及び漏えい部分は

直接視野に入らなくとも、流れ出たもの（床）あるいは立ち上がる煙等が視野に

入るようにする。 
・故障時に交換する運用とし、交換の容易な設置とする。 
・ナトリウム漏えい時、機能維持期間は設定しない。 
・安全設計上の要求は特になく、多重化は不要とする。 

○平成 15 年 9 月 
県民意見を踏まえた「もんじゅ」の安全性について福井県の【もんじゅ安全性

調査検討専門委員会提出資料】 
以下、提出資料より抜粋 
・1.1.3 事故時に運転員の判断を支援し早期対応を可能とする対策 

(1)監視カメラ 
運転員が現場の状況を迅速に把握できるよう、ナトリウム機器・配管が設

置されている空気雰囲気の部屋に監視カメラを設置する。 
○平成 16 年 7 月 3 日 

さいくるミーティング資料【「もんじゅ」の現状と安全活動について】 
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以下、説明資料より抜粋 
・ナトリウム漏えいに対する改善工事として「テレビカメラ等の設置」、「既に

設置されている煙感知器、ナトリウム漏えい検出器に加え、監視用のテレビカ

メラや熱感知器を新たに設置します。」、「また、様々な情報を運転員がはなれ

た場所から確認できるように総合漏えい監視盤を中央制御室に設置します。」

と記載。 
○平成 17 年 10 月から平成 19 年 2 月 

ITV 設備設置工事。 
以下、系統設計仕様書より抜粋 
・ナトリウムを内包する機器・配管が設置されているエリアの漏えい監視がで

きること（2 次系配管、機器室を中央制御室から遠隔監視できること、ナトリ

ウム漏えい発生時の状況把握が速やかにできること、運転員の入室是非の判断

が速やかにできること） 
・耐震クラス：C 
・耐久性について、通常時の耐久性は一般汎用品並みとし、異常時（ナトリウ

ム漏えい時）の耐久性は考慮しない。 
・品質管理上の重要度分類：Z* 
（*Z：一般産業用設備と同等の安全性を保持すればよいもの） 

○平成 19 年 2 月 5 日から 2 月 9 日 
ITV 設備の組み合わせ作動試験実施。 
ITV 映像の事故時自動切替機能、通常時の表示機能が正常であることを確認し

た。 
○平成 19 年 3 月 

ITV 設備運用開始。 
当時のプラント 2 課 TL 及び担当者は、ITV カメラ運用開始時点(平成 19 年 3

月）に ITV カメラの生産中止を把握していたが、台数が多く、また漏えい初期の

確認を行うもので耐久性も要求されていなかったので、こういうもの（壊れたら

交換するもの）だろうと思い、特に対応はしなかった。 
また、平成 26 年度第 2 回保安検査で指摘を受ける以前の ITV 設備の位置付け

と重要性に関するもんじゅ幹部の認識は、以下のとおり。 
・ITV 設備は、保安規定に定めるナトリウム漏えい検出設備ではないが、異常

時運転手順で白煙の確認に用いることができることになっている。 
・安全上はそれほど重要なものではなく、運転員の支援装置との認識。 
・ナトリウム漏えい時にプラントの安全上重要なことは、保温材の外へ漏えい

が長時間継続するのを防止すること。 
・大洗の実験では溶融塩型腐食によりライナに穴があいたが、Na-コンクリー

ト反応による水素の発生・燃焼で、漏えいループ以外に被害が波及することを
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防止する必要がある。それについてはセルモニタによる検知及び緊急ドレン等

の対策が取られている。 
・ITV 設備は、運転する上であった方が良いが、なくても安全上の問題はない

と考えていた。 
○平成 19 年 11 月 19 日～12 月 7 日 

平成 19 年度第 3 回保安検査において安全性総点検の一環で漏えい監視設備と

ITV 設備の組み合わせ機能確認を実施した。 
○平成 20 年 2 月 

機構報告書「高速増殖原型炉もんじゅ安全性総点検に係る対処及び報告につい

て（第 4 回報告）」に対する原子力安全・保安院の評価書。 
以下、評価書より抜粋。 
3．設備改善等に対する確認及び評価 
3．1 設備改善 
（1）ナトリウム漏えい対策設備の設備改善 
②保安検査等による確認 
ナトリウム漏えい対策の設備改善については、「設計及び工事の方法の変

更に係る認可申請」が行われ、使用前検査において、当該設備が使用前検

査基準を満足していることを確認した。 
これらに加え、当院は、平成 19 年度第 3 回保安検査において、使用前検

査の対象となっていない設備改善項目について、施設現場に立ち入り、当

該設備の状態を確認した。また、改善後の設備が、ナトリウム漏えい関連

情報の集約表示という要求機能上問題のないものであることを確認するた

め、ナトリウム漏えい検出器の追設に係るセルモニタの応答時間測定試験、

総合漏えい監視システムに係る警報インタロック試験、監視カメラとの組

合せ作動試験等の機能確認試験等の工事確認試験が行われていることを確

認した。 
○平成 20 年 4 月 14 日 

当時のプラント 2 課担当 TL は、ITV 設備全 180 台（N 型カメラ 132 台、M 型

カメラ 48 台）のうち N 型カメラは平成 19 年に納入終了後に生産中止、生産元カ

メラ事業撤退のため特注での生産も対応不可であることをメーカー報告資料で知

った。メーカーに N 型カメラ 4 台の在庫があったため別途予備品として 4 台とも

入手したが、ITV 設備の重要度は低く、また設置したばかりなので交換はまだ先

と考え代替品の検討に着手しなかった。 
○平成 21 年 1 月 1 日 
・保全計画 Rev.0 施行。ITV 設備については、保全方式：TBM（時間基準保全）、

点検間隔：1 年、点検項目：外観検査、機能性能検査として運用を開始した。ま

た、年 2 回の巡視点検（映像状態、動作状態）を開始した。 
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・電気保修課は、ITV 設備について予防保全として点検計画を立てていたが、ITV
カメラ本体の点検項目は外観点検及び機能試験のみであり、機能回復を伴う点検

項目（ITV カメラの定期交換）が含まれていなかった（問題事象 A3） 
○平成 21 年 5 月 18 日 

ITV 設備に関して最初の保修票発行(カメラ 1 台について映像は監視可能だが

移動させると不規則な動作)、6 月 16 日に電源切及び再投入にて正常復帰したた

め経過観察を開始し、異常がなかったので 9 月 15 日に保修票完了報告を発行し

た。 
○平成 21 年 7 月 17 日 
・新任の電気保修課 TL へ業務引き継ぎ。この際、電気保修課 TL は後任者に ITV
カメラの生産中止情報を的確に引き継ぎ、後継機選定作業等を早期に実施させる

べきであったが、汎用品であることや耐久性を要求されていないことなどから

ITV 設備の重要度は低いものと考えていたので引き継ぎ項目に含めなかった。 
・ITV 設備の平成 21 年度 1 回目の巡視点検によりカメラの画像乱れを確認した

ので電気保修課担当者が予備のカメラとの交換作業を実施した。 
○平成 21 年 11 月 
・電気保修課は平成 21 年度の点検計画に基づく ITV 設備点検を実施し、合わせ

て ITV カメラ 11 台を購入した。（M 型カメラの後継機 M2 型） 
・平成 21 年 12 月 16 日から平成 22 年 1 月 20 日に実施した ITV 設備点検中に M
型カメラ 2 台に画像の異常を発見し、購入した予備品と交換した。 

○平成 22 年 8 月 
新任の電気保修課担当者へ業務引き継ぎ。新任の電気保修課担当者は、ITV カ

メラの状況（生産中止、ITV カメラの予備を用意しておくこと等）について平成

22 年 8 月に前任者から引き継いだので、予備の ITV カメラの購入手続きを早期

に実施すべきであったが、自ら担当していた非常用 DG や機器冷却系等と比較す

れば直接プラント運転に影響を与えるわけではないので ITV 設備の優先度は低

いと考えていたので少数の ITV カメラのストックを使用することとし、追加分の

予備の ITV カメラ購入を行わなかった。 
○平成 22 年 12 月から平成 23 年 2 月 
・平成 22 年度の点検計画に基づく ITV 設備点検。 
・この時点で M2 型予備 9 台保有。 
・N 型カメラ 6 台を M2 型カメラに交換し、映像不良の 1 台は廃棄、残り 5 台の

N 型を予備品にした。 
・ITV 設備について伝送レベルが全体的に低下するなど経年劣化が見られた。こ

の結果、点検業者からは次年度以降適正範囲から外れた場合は調整を実施するが、

調整できない場合は交換が推奨された。 
○平成 23 年 7 月 5 日 
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ITV 設備に関する保修票発行(ITV カメラ 3 台に故障表示が表示され、映像は監

視可能だが上下左右、ズーム、フォーカス操作しても駆動しない)、発電課はこの

保修票の処置希望を至急とした。その後の巡視点検で発見した故障も含め、双方

向増幅器（ブースター）等を交換し 9 月 30 日に保修票完了報告を発行した。 
○平成 23 年 7 月 6 日 

不適合管理委員会において上記保修票について審議されたが、特にコメント等

はなかった。この後、ITV 設備の保修票が発行されるたびに不適合管理委員会に

て審議されているが、例えば「カメラ不良による死角はないこと」(平成 25 年 7
月23日の不適合管理委員会における審議)といった記述を追加するだけで平成26
年 9 月に不適合報告を発行すると決定するまでの間、不適合管理委員会として具

体的なアクションを取ることはなかった。 
○平成 23 年 9 月 30 日 

7 月 5 日の保修票の完了報告書発行。ITV カメラ 3 台以外にもその後の点検に

おいて発見した 5 台の ITV カメラ（合計 8 台）に異常が認められブースター等の

交換を行った。 
○平成 23 年 11 月 26 日 

ITV設備に関する保修票発行(ITVカメラ1台について映像は監視可能だが上下

左右、ズーム、フォーカス操作しても駆動しない)、発電課はこの保修票の処置希

望について保安規定や異常時運転手順にも関わる重要な設備だと認識していたが、

発電課当直長は、完全に見えない状態になれば「至急」で発行するが、その時は、

別の ITV カメラで角度を変えれば見えるとか、制御はできないが映像が見える状

態だったので保修票の処置希望を「通常」とした。その後の巡視点検で発見した

故障も含め、ブースター等を交換し、平成 24 年 2 月 15 日に保修票完了報告を発

行した。この保修に関する契約にて予備のブースターを購入している。 
○平成 24 年 1 月 19 日 

ITV設備に関する保修票発行(ITVカメラ1台について映像が出ず制御できない

状態)、応急処置として ITV カメラ交換を実施し映像は出る状態とした。同室の

ITV カメラは他に 2 台あり監視可能であった。電気保修課担当 TL は、平成 24
年 1 月に担当から ITV カメラの生産中止との情報を受けた際、予備品がないこと

から速やかに確保すべきであったが、担当者に対して交換計画検討の指示を出し

たものの、その後のフォローを行わなかった。 
○平成 24 年 1 月 

平成 23 年度の点検計画に基づく ITV 設備点検を実施した。 
○平成 24 年 2 月 24 日～4 月 9 日 
・平成 23 年度 ITV 設備点検保守点検報告書を確認した。この中で、点検中に発

見したカメラの故障は、メーカーの更新目安が 7 年程度であることから経年劣

化と考えられること、N 型カメラが「生産、修理対応終了、後継機種なし」で
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あることから、N 型から M2 型へ計画的に交換し、N 型カメラの予備品確保が

必要と考えること、M2 型は筐体が大きく設置場所が制限されることから、しば

らくは N 型カメラを継続させる必要があることなどの報告があった。 
・この報告書を踏まえ、平成 24 年 3 月 13 日に平成 23 年度 ITV 設備点検に関す

る「点検・補修等の結果の確認・評価シート」（様式-3：もんじゅ QMS 文書で

ある「点検・補修等の結果の確認・評価要領」に定められた予め計画された保全

完了時の確認・評価記録）を作成した。この中の、「提案・推奨・改善内容」に

おいて、予備機として保管している N 型カメラは現在 3 台で同カメラが生産終

了、修理対応終了、後継機種なしであることから予備機確保の必要性から既設 N
型カメラを新型の M2 型に計画的に交換し、交換した N 型カメラを予備機とす

ることが必要である旨評価した。平成 24 年 4 月 5 日に電気保修課長は、この様

式‐3 を確認した。 
・一方、点検結果を受けて保守担当課の対応方針としては、M2 型は筐体が大き

く設置場所が制限されることから N 型しか交換できない場所があるため、N 型

から M2 型へ交換可能な箇所は計画的に交換を実施し、N 型の予備機を確保す

ることとした。 
・平成 24 年 2 月に、同型式の ITV カメラが生産中止となっており交換部品の手

配及び補修ができず、点検計画どおりの点検による機能回復及び機能維持の困難

が判明した以降、同等代替品の選定及びそれに伴う制御プログラムの変更により

「補修、取替及び改造計画」の策定、変更の検討を行うべきであったが、実施し

なかった。（問題事象 A2） 
・電気保修課は、ITV カメラの生産中止により交換部品の手配及び補修が困難で

あるにも関わらず、点検計画どおりの機能確認ができなくなった際に、不適合を

適切に処理（管理）しなかった。（問題事象 A5） 
○平成 24 年 3 月 2 日 

保全計画 Rev.5 施行。電気保修課は、保全計画 Rev.5 において、点検周期を 1
サイクルから 2 サイクルに延長する際、必要な手続きをしなかった。（問題事象

B1） 
○平成 24 年 7 月 23 日 

ITV 設備に関する保修票発行(ITV カメラ 1 台映像映らず、ただし当該監視エリ

アにはカメラが 3 台あり、他の 2 台で室内の監視可能)、予備の N 型カメラと交

換し 8 月 31 日に保修票完了報告を発行した。原因は ITV カメラの経年劣化と推

定された。 
○平成 24 年 12 月 28 日 

電気保修課は、不適合報告書「電気・計測制御設備の保守管理不備について」

の対応による有効性評価実施時、トラブルなどの運転経験から得られた知見につ

いて反映すべきであったが、点検・補修等の結果の確認・評価シート（様式-3：
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生産中止等の情報）を確認せず、また発行されていた保修票を故障の前兆ととら

えず、「設置以来 5 年間（59 ヶ月）異常の兆候が見られない」ことを根拠に点検

間隔・頻度を 16M から 28M に変更した。（問題事象 B2） 
○平成 25 年 2 月 12 日～3 月 12 日 

電気保修課は、平成 24 年度 ITV 設備点検を開始した。本設備点検を開始する

前の 1 月 31 日に ITV 設備の保修票(カメラ 1 台映像映らず、ただし当該監視エリ

アについては他の 1 台で室内の監視可能)が発行されていた。 
○平成 25 年 2 月 27 日～28 日 
・ITV 設備点検期間中の平成 25 年 2 月 27 日に 14 台、28 日に 20 台の ITV カメ

ラが故障していることを確認し、電気保修課がそれぞれ保修票を発行した。電気

保修課担当者は不適合管理の考えはなく、その時は保修票対応で ITV カメラ交

換が必要と考えていた。この時は、保守管理不備の対応の最中で、ITV カメラ

故障が発生し、何とか健全性が維持できていることを説明するため、当時の電気

保修課長からの助言があって他の健全なカメラにて監視可能な状態である旨記

載した。 
・180 台設置されている ITV カメラのうち、54 台が故障したままの状態で放置

した。（問題事象 A1） 
・平成 24 年 2 月に、同型式の ITV カメラが生産中止となっており交換部品の手

配及び補修ができず、点検計画どおりの点検による機能回復及び機能維持の困難

が判明した以降、同等代替品の選定及びそれに伴う制御プログラムの変更により

「補修、取替及び改造計画」の策定、変更の検討を行うべきであったが、実施し

なかった。（問題事象 A2） 
・電気保修課は、ITV 設備について予防保全として点検計画を立てていたが、ITV
カメラ本体の点検項目は外観点検及び機能試験のみであり、機能回復を伴う点検

項目（ITV カメラの定期交換）が含まれていなかった（問題事象 A3） 
・電気保修課 TL は、平成 26 年 7 月の TF への説明時、ITV カメラ交換を追加す

るため保全の有効性評価を実施する旨を説明しており、速やかに点検計画を改定

すべきであったが、保安検査で指摘を受けるまで点検計画の改定を行わなかった。

（問題事象 A4） 
・電気保修課は、ITV カメラの生産中止により交換部品の手配及び補修が困難で

あるにも関わらず、点検計画どおりの機能確認ができなくなった際に、不適合を

適切に処理（管理）しなかった。（問題事象 A5） 
・平成 25 年 2 月 27 日に電気保修課から報告を受けた当直長は、当直長間引き継

ぎをするとともにプラント状況報告により発電課内に周知した。 
・平成 25 年 2 月 28 日に開催した不適合管理委員会では、ITV 設備の故障に関す

る保修票についても審議されたが運転管理について議論はなかった。 
・もんじゅ職員は、ITV 設備について平成 7 年の 2 次主冷却系ナトリウム漏えい
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事故対策のひとつとして設置したにもかかわらず、重要な設備とは考えていなか

った。（問題事象 A7） 
・発電課管理職は、ITV 設備の位置付けや異常時の重要性を認識すべきであった

が、ITV 設備を重要と捉えていなかった。（問題事象 C1） 
・発電課管理職は、ITV 設備に要求される機能が維持されていることを定期的に

確認しておく必要があったが、規制庁に指摘されるまで実施せずに ITV 設備が

多数故障した状態で長期間放置した。（問題事象 C2） 
・発電課管理職は、ITV 設備が故障した場合の運転への影響評価について、評価

の視点を明らかにした実施計画書を用いて評価すべきであったが、実施しなかっ

た。（問題事象 C3） 
○平成 25 年 3 月 12 日 
・品質保証室長は不適合処置(保修票を含む)、是正処置及び予防処置の処理状況

を月 1 回、月間不適合管理委員会に報告することになっているが、委員会の席

上 ITV 設備の故障が頻発しているとの議論はなかった。 
・電気保修課は、ITV カメラの生産中止により交換部品の手配及び補修が困難で

あるにも関わらず、点検計画どおりの機能確認ができなくなった際に、不適合を

適切に処理（管理）しなかった。（問題事象 A5） 
○平成 25 年 4 月 11 日 
・月間不適合管理委員会の席上、ITV 設備の故障が頻発しているとの議論はなか

った。 
・電気保修課は、ITV カメラの生産中止により交換部品の手配及び補修が困難で

あるにも関わらず、点検計画どおりの機能確認ができなくなった際に、不適合を

適切に処理（管理）しなかった。（問題事象 A5） 
・以後、平成 26 年 6 月の月間不適合管理委員会に至るまで未完了の保修票をフ

ォローすることはなかった。 
○平成 25 年 4 月 
・電気保修課 TL 交替。平成 25 年 4 月まで担当した電気保修課 TL は、平成 25
年 4 月の所属変更時、後任に ITV 設備の生産中止情報を引き継ぐべきであった

が、保守管理不備対応による業務多忙であったことから、ITV カメラ生産終了

に関する具体的な引き継ぎを実施しなかった。 
○平成 25 年 7 月 22 日 
・ITV 設備の平成 25 年度第 1 回目の巡視点検にて、ITV カメラ 8 台本体不良、2
台映像不良のため保修票を発行した。 
・180 台設置されている ITV カメラのうち、54 台が故障したままの状態で放置

した。（問題事象 A1） 
○平成 25 年 7 月 

多数の ITV カメラ故障を受けて M2 型を購入しようとしたが、高価なため購入
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台数を減らし別機種の選定を開始した。 
○平成 25 年 8 月 12 日 
・8 月 12 日の月間不適合管理委員会では、7 月 22 日の保修票(ITV カメラ 10 台)
について審議され、「予防保全として計画的に取替えることとなっているのか」

との品質保証室長からの質問に対して、電気保修課長から「1 台あたりの金額が

高価なため、汎用品が使用できないか検討中である」との回答があった。 
○平成 25 年 10 月～11 月 

ITV カメラの代替機種を選定した。その後、平成 26 年度予算措置を経て平成

26 年度電気設備（ITV 設備点検含む）にて代替機 30 台購入を含む一括契約を起

案することになった。 
○平成 26 年 2 月 24 日 

ITV設備の平成25年度第2回目の巡視点検にて、ITVカメラ18台が動作不良、

映像不良のため保修票を発行した。 
○平成 26 年 5 月 22 日～7 月 14 日 
・電気保修課による ITV 設備に関する保全の有効性評価、不適合報告書の特別採

用に係る技術的妥当性の再確認作業開始。その結果、電気保修課は点検は行って

いるが、点検実績エビデンスが不十分であること、映像不良等の保修票が多く、

評価対象期間が周期を延長した 28M より短い期間で故障が発生した機器がある

ことから平成 24 年 12 月に実施した有効性評価は、技術的な根拠に乏しく妥当

ではないと判断した。 
○平成 26 年 6 月 4 日 

平成 26 年度電気設備（ITV 設備点検含む）にて代替機 30 台購入を含む一括契

約起案、8 月 29 日に契約締結。 
○平成 26 年 7 月 22 日 
・電気保修課 TL は、平成 26 年 7 月の TF への説明時、ITV カメラ交換を追加す

るため保全の有効性評価を実施する旨を説明しており、速やかに点検計画を改定

すべきであったが、保安検査で指摘を受けるまで点検計画の改定を行わなかった。

（問題事象 A4） 
・TF メンバー（炉主任、所長代理、プラント保全部長他出席）は、ITV 設備の

故障が頻発していることやカメラが生産終了し、修理対応終了、後継機種なしで

ある状況を踏まえて有効性評価の再評価を指示するべきであったが、担当課であ

る電気保修課が否と判断した平成 24 年 12 月に実施した ITV 設備に係る保全の

有効性評価に対し、TF として点検間隔/頻度の延長を妥当とし、保全の有効性評

価の再評価を指示しなかった（問題事象 B3） 
○平成 26 年 7 月 25 日 

電気保修課の ITV 設備点検（これまでの 2 回/年の頻度で実施していた巡視点

検作業）にて ITV カメラ 14 台の故障を確認し保修票を発行した。7 月 28 日の不
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適合管理委員会において「本件は、保安規定第 34 条（ナトリウムの漏えい監視）

に規定する運転上の制限に該当しないことを確認した。また、当該カメラ以外の

制御可能なカメラで、監視可能な状態であることを確認した」との審議結果とな

った。→【平成 27 年 1 月 29 日保修票完了報告発行】 
○平成 26 年 7 月 28 日 
・保安検査官への定例報告において、14 台の ITV カメラが故障していたことに

対し、半年に 1 回の点検では故障認知が遅れ、漏えい監視機能に影響が出る可

能性があり、月 1 回程度の動作チェックが必要ではないかとの指摘を受けた。 
・発電課管理職は、ITV 設備に要求される機能が維持されていることを定期的に

確認しておく必要があったが、規制庁に指摘されるまで実施せずに ITV 設備が

多数故障した状態で長期間放置した。（問題事象 C2） 
○平成 26 年 7 月 30 日 

保安検査官からの指摘を受けて、発電課長は ITV 設備に対して月 1 回の動作チ

ェックを行うことを保安検査官へ回答した。 
○平成 26 年 8 月 26 日 

発電課長指示文書「ナトリウム漏えい監視用 ITV 設備点検開始に伴う運用につ

いて」により、9 月から発電課による定期的（1 回/月）に ITV 設備の動作を含む

点検を実施することとし、ITV 設備点検開始に伴う具体的な運用方法を定めた。 
○平成 26 年 9 月 8 日～19 日 

平成 26 年度第 2 回保安検査 
○平成 26 年 9 月 8 日～24 日 
・上記発電課長指示文書に基づく発電課による定期的（1 回/月）な ITV 設備の点

検を実施。 
・この点検の中で 9 月 12 日に 6 台、9 月 14 日に 5 台、9 月 15 日に 1 台、9 月

16 日に 2 台、9 月 24 日 2 台の合計 16 台の ITV カメラ不具合を確認し、9 月 24
日にまとめて保修票を発行した。 

○平成 26 年 9 月 16 日 
・不適合管理委員会は、ITV 設備の保修票の扱いについて、故障の対処方法及び

ITV 設備復旧までの間、監視対象エリアに対する監視方法についての評価を行

って特別採用することを検討すべきであったが、ナトリウム漏えい事故時の対応

に影響を及ぼしていることを不適合として認識せず、保修票における処置の方法

（処置希望を通常とするか至急とするか）を不適合とした。 
・不適合管理委員会は、ITV 設備に係る不適合(14-55)の最初の審議(H26.9.16)に
おいて、不適合の除去方法及び ITV 設備復旧までの間の特別採用の方法を検討

しなかった。（問題事象 A6） 
また、以下の審議結果となった。 

・健全なカメラが 1 台の部屋については監視強化として発電課が毎日確認するこ
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と。 
・不具合多発については是正措置として全数交換等の処置を考えていること。 

○平成 26 年 9 月 17 日 
保安検査において、多数の ITV 設備が欠測している現状でプラント管理上、問

題ないことを説明すること（保安規定別表 34-3-2 の*10、異常時運転手順書、警

報処置手順書が要求している設備である観点から）などの要求があった。 
○平成 26 年 9 月 18 日、19 日 
・多数の ITV 設備が欠測した状態でのプラントの管理について、警報処置手順書、

異常時運転手順書において、ITV 設備の機能として白煙確認の機能を期待して

おり、各部屋の白煙確認は、ITV カメラが最低 1 台あれば可能であること、ま

た ITV 設備で確認不可能な場合は現場確認を行うことより、原子炉の安全性に

影響がないことを説明した。これに対し検査官側から、当該設備はナトリウム漏

えい対策として設置された総合漏えい監視システムの一部で、対外的にも事故の

教訓として設置したことを説明しており、多数の故障が許容されるものではない

との強い指摘を受けた。このため、平成 26 年 9 月 19 日に文書により、ITV 設

備の故障が運転操作や情報発信に支障をきたす可能性があり、故障の早期復旧に

取り組む旨を説明した。 
・もんじゅ職員は、ITV 設備について平成 7 年の 2 次主冷却系ナトリウム漏えい

事故対策のひとつとして設置したにもかかわらず、重要な設備とは考えていなか

った。（問題事象 A7） 
○平成 26 年 9 月 19 日 

発電課長指示文書「707 系漏えい監視用 ITV の監視強化について」により、9
月 19 日から部屋の監視可能な ITV カメラが 1 台しかない部屋の ITV カメラの健

全性を 1 回/日の頻度で動作確認を行うことで監視を強化することとし、具体的な

運用方法を定め、9 月 19 日から発電課によって運用を開始した。 
○平成 26 年 9 月 25 日 

発電課で実施している部屋の監視可能な ITVカメラが 1台しかない部屋の ITV
カメラの動作確認（1 回/日）において ITV カメラ 1 台の不具合を確認した。 

○平成 26 年 9 月 26 日 
電気保修課が実施した ITV カメラ不具合調査において ITV カメラ 1 台の不具

合を確認した。 
○平成 26 年 11 月 4 日～平成 27 年 1 月 29 日 
・707 系漏えい監視用 ITV カメラ交換工事を実施。 
・対象の ITV カメラ 180 台全数を新品に交換した。 
・交換後、総合漏えい監視盤において映像が正常に映ること及び首振り等の動作

が正常に行えること確認した。 
・保守完了報告書による作業着手日は平成 26 年 11 月 4 日、完了日は平成 27 年
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1 月 29 日である。 

 
5．4 分析対象とする頂上事象の選定 

5．2 項及び 5．3 項の結果を基に、分析対象として以下を頂上事象とした。 

 
＜頂上事象 A＞ 

ITV 設備について、故障が頻発しているにもかかわらず、機能回復及び機能維持

に向けた保守を行っていなかった 

 
＜頂上事象 B＞ 

ITV 設備について、保全の有効性評価に対する手続き及び内容の不備があった

（点検期限を超過した） 

 
＜頂上事象 C＞ 
発電課では、ITV 設備に対する故障に対し、運転管理の仕組みが構築されていな

い 

 
5．5 組織の要因の視点 

組織要因の分析を進める過程で、組織要因が重要な因子と考えられる事項を抽出

することとした。また、前述の SAFER の方法では、分析を進める際の視点が示さ

れていないため、組織要因の分析の視点については、「国のガイドライン」に参考

として示されている「根本原因分析における組織要因の視点」及びその具体的な内

容が示された JNES の組織要因表（JOFL：JNES Organizational Factors List）
を参照することとした。 

 
6．分析の実施 
6．1 要因の分析 

5．4 項で選定した＜頂上事象 A＞から＜頂上事象 C＞に対し、要因を掘り下げる

分析を実施した。 
これらの頂上事象に対して、以下の問題事象が挙げられ、これらの問題事象につ

いて組織の要素を含む背後要因（以下「背後要因」とする。）を抽出した。 
要因分析を行った結果を以下に示す。その結果を添付資料-2「要因分析図」に示

す。 
ここで、直接要因の背後要因に記載している番号（例：「1-㉔に準ずる」あるい

は「2-④」）とは、【「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 36
条(現第 43 条の 3 の 23)第 1 項の規定に基づく保安のために必要な措置命令につい

て(平成 25 年 5 月 29 日原管 P 発第 1305293 号)」に対する対応結果について(平成
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26 年 12 月 22 日 26 原機（運）012)】及び【平成 27 年 2 月 2 日補正】別添 2「高

速増殖原型炉もんじゅにおける点検間隔等の変更に係る保守管理上の不備に関す

る根本原因分析結果の報告書（以下「RCA 報告書」という。）」の添付資料‐7「組

織要因の評価」の表中の組織の要因を含む背後要因の番号である。本報告書におけ

る要因分析の結果、内容は同一であるものの、主語が異なっていたりしているもの

については準ずると記載している。 

 
＜頂上事象 A＞ 

ITV 設備について、故障が頻発しているにもかかわらず、機能回復及び機能維持

に向けた保守を行っていなかった 
（要因 55-1） 
 

＜問題事象 A1＞ 
180 台設置されている ITV カメラのうち、54 台が故障したままの状態で放置し

た 
（要因 55-2） 

 

＜直接要因 A1＞ 
電気保修課は、ITV カメラの予備品を計画的に確保しておくべきであったが、交

換に必要な台数を確保していなかった 
(要因 55-3） 

直接要因 A1 の背後要因 
○もんじゅの職員は、ITV 設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転員

が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行えることを

目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した ITV カメ

ラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定める漏えい監

視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安全上の問題はな

いと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が十分でなく、適切な

点検計画とする段取りが不足していた 
（要因 55‐7）A1-1（1-㉗に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-9-3 工程・計画 

○プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知見や

保守経験を蓄積し、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、

そのような改善につなげる仕組みが機能していなかった 
（要因 55‐12）A1-5（1-㉘に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-3-2 技術伝承 

○電気保修課ライン職は、課員が抱える業務上の課題を共有し課題解決に向けた指

導や支援を行う必要があったが、保守管理不備の対応で忙しく、ITV 設備の点検

管理に係る状況や過去の保修票発行実績について保守担当と共有しておらず、
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ITV 設備の代替品手配などの機能回復に向けた取組みが十分でなかった 
(要因 55‐14）A1-2（1-㉔に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-5-1 部署レベルの

コミュニケーション 
○プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知見や

様式‐3 に記載されている「提案・推奨・改善内容」などの保守経験に基づき、

保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そのような改善につ

なげる仕組みが機能していなかった 
（要因 55-19）A1-3（1-㉘に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-3-2 技術伝承 

○電気保修課長及び保修計画課長は、保守管理業務の内容を自ら確認して業務を確

実にすべきであったが、自ら行うべき役割、職務と責任の自覚が不足しており、

担当者に業務を任せっきりにして、その計画や実施結果を自ら確認しておらず、

ラインとしてのフォローやチェックができていなかった 
（要因 55‐21）A1-4（1-⑱に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-7-1 役割・責任 

 
＜問題事象 A2＞ 

平成 24 年 2 月に、同形式の ITV カメラが生産中止となっており交換部品の手配

及び補修ができず、点検計画どおりの機能回復及び機能維持の困難が判明した以降、

同等代替品の選定及びそれに伴う制御プログラムの変更により「保修、取替及び改

造計画」の策定、変更の検討を行うべきであったが、実施しなかった 
（要因 55-22） 
 

＜直接要因 A2＞ 
平成 25 年 4 月から担当した電気保修課 TL は、平成 25 年 7 月に生産中止

情報を受け、同年 11 月に後継機種の選定を行った際、補修、取替及び改造計

画の策定、変更の検討を行うべきであったが、同等代替品の交換であると考

え、設計計画書の作成を行わなかった 
(要因 55‐23） 

直接要因 A2 の背後要因 
○電気保修課長は、所掌する設備の点検項目と点検内容を課員に周知・理解させて

おく必要があったが、課内マニュアルの教育が概要を紹介する程度であり、設備

点検の実施項目と実施内容についての教育が十分でなく、課員の一部では保全に

係る基礎的な知識が不足していた 
（要因 55-25）A2-1（2-④）、JOFL 4.中間管理要因 4-7-4 教育訓練 
 

＜問題事象 A3＞ 
電気保修課は、ITV 設備について予防保全として点検計画を立てていたが、ITV

カメラ本体の点検項目は外観点検及び機能試験のみであり、機能回復を伴う点検項
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目（ITV カメラの定期交換）が含まれていなかった 
（要因 55-26） 

 

＜直接要因 A3＞ 
電気保修課では、ITV 設備について、保守管理の実施にあたり機器ごとに

点検すべき内容を検討して設備機器の健全性維持に見合った保全計画（点検

計画）を整備していなかった 
（要因 55-27） 

 

直接要因 A3 の背後要因 
○再掲（要因 55-19）A3-2（A1-3（1-㉘に準ずる）） 
○再掲（要因 55-14）A3-1（A1-2（1-㉔に準じる）） 

 
＜問題事象 A4＞ 

電気保修課 TL は、平成 26 年 7 月の TF への説明時、ITV カメラ交換を追加する

ため保全の有効性評価を実施する旨を説明しており、速やかに点検計画を改定すべ

きであったが、保安検査で指摘を受けるまで点検計画の改定を行わなかった 
（要因 145-1） 

 

＜直接要因 A4＞ 
TF メンバーは、故障が頻発し、ITV カメラが生産中止となっている現状を

踏まえて計画的な ITV カメラの交換を含めた保全の有効性評価の実施を指示

するべきであったが、平成 24 年 12 月に実施した保全の有効性評価を確認す

る際に、ITV カメラが生産終了し、修理対応も終了、後継機種なしとなって

いることを認識できていなかった（要因 145-3） 

直接要因 A4 の背後要因 
○再掲（要因 55-7）A4-2（A1-1（1-㉗に準ずる）） 
○再掲（要因 55-19）A4-1（A1-3（1-㉘に準ずる）） 

 
＜問題事象 A5＞ 

電気保修課は、ITV カメラの生産中止により交換部品の手配及び補修が困難であ

るにも関わらず、点検計画どおりの機能確認ができなくなった際に、不適合を適切

に処理（管理）しなかった 
（要因 55-30） 
 

＜直接要因 A5-1＞ 
電気保修課は、平成 24 年 2 月以降に ITV 設備が点検計画に設定された予防
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保全の実施が不可能になったことを不適合管理すべきであったが、補修が困

難であることや実際に機能回復が図れず、点検計画どおりの点検ができない

状況を不適合と認識しなかった 
（要因 55‐31） 

直接要因 A5-1 の背後要因 
○電気保修課では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放置され

ることを防ぐために不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して適切な処置

を行うべきであったが、不適合管理が正しく理解されておらず、QMS の教育が

十分でなかった 
（要因 55-32）A5-1-1（1-㉙に準ずる）、JOFL 4．中間管理要因 4-7-4 教育・訓練 
○電気保修課のライン職及び不適合管理委員会のメンバーは、不適合については、

発生の都度原因を究明し、その再発防止に努める必要があるが、補修が困難であ

ることや実際に機能回復が図れない状況を是正が必要と認識しておらず、適切な

保安活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適用し、不適合の改善を図

ることが理解されていない 
（要因 55-33）A5-1-2（3-①に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-2-2 ルールの遵

守 

 

＜直接要因 A5-2＞ 
電気保修課は、平成 25 年 2 月以降に ITV 設備の故障が多数発生した際、早

急に対応できないことから不適合報告書を発行し、是正処置（C 区分以上）を

図るべきであったが、保修票（D 区分）を発行したのみで、多数故障及び対

応困難な状況を是正処置が必要と認識しなかった 
（要因 55‐34） 

直接要因 A5-2 の背後要因 
○再掲（要因 55-7）A5-2-1（A1-1(1-㉗に準ずる）） 
○再掲（要因 55-32）A5-2-2（A5-1-1(1-㉙に準ずる）） 
○再掲（要因 55-33）A5-2-3（A5-1-2（3-①に準ずる）） 

 

＜直接要因 A5-3＞ 
品質保証室長は、月間不適合管理委員会において、保修完了までに長期間を

要しているものがないか、頻発しているものがないかなどの確認を行うよう不

適合管理要領で明確にすべきであったが、確認・審議ポイントを明確にしなか

った 
（要因 149‐2） 

直接要因 A5-3 の背後要因 
○月間不適合管理委員会の委員であるもんじゅ幹部は、未処理の保修票の存在が、
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もんじゅの課題として認識した上でその措置について適切に保守担当課へ指示

する必要があったが、会議体の責任と権限が明確でなく、実施義務を認識してお

らず現場との連携が不足し保守管理のガバナンスが機能していない 
（要因 149‐4）A5-3-1（1-⑨に準ずる）、JOFL 3.経営管理要因 3-2-2 組織構造 

 

 

＜直接要因 A5-4＞ 
保修計画課は、月間不適合管理委員会において、未完了の保修票全ての処置

状況のフォローを確実に行うべきであったが、「至急」等の特化された区分の

保修票について説明を行い、ITV 設備は当該月発行の保修票のリストの中で提

示したのみで、刈取りを実施していなかった 
（要因 149‐6） 

直接要因 A5-4 の背後要因 
○もんじゅは、発行された保修票の処置状況等について管理し、確実に処置を行っ

て設備の安全を確保すべきであったが、保修票について保修方針、進捗、機器毎

の故障履歴の蓄積と故障傾向等を管理する仕組みがなかった 
（要因 149‐7）A5-4-1（1-㉘に準ずる）、JOFL 5.集団要因 5-2 集団の知識・学

習 
○再掲（要因 149-4）A5-4-2（A5-3-1（1-⑨に準ずる）） 

 

＜直接要因 A5-5＞ 
月間不適合管理委員会に向けて保修票の処置状況を取りまとめる保修計画

課は、故障が頻発傾向にある保修票を把握して説明を行うべきであったが、故

障が頻発傾向にある保修票の有無についてインプットを行っていなかった 
（要因 149‐8） 

直接要因 A5-5 の背後要因 
○再掲（要因 55-21）A5-5-2（A1-4（1-⑱に準ずる）） 
○再掲（要因 149-4）A5-5-1（A5-3-1（1-⑨に準ずる）） 

 
＜問題事象 A6＞ 

不適合管理委員会は、ITV 設備に係る不適合(14-55)の最初の審議(H26.9.16)にお

いて、不適合の除去方法及び ITV 設備復旧までの間の特別採用の方法を検討しなか

った 
（要因 150‐1） 

 

＜直接要因 A6-1＞ 
不適合管理委員会は、ITV 設備の故障がナトリウム漏えい事故時対応に影響
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を及ぼしていることを不適合として認識すべきであったが、ナトリウム漏えい

事故時対応に影響を及ぼしていることに考えが及ばなかった 
（要因 150‐3） 

直接要因 A6-1 の背後要因 
○再掲（要因 55-7）A6-1-1（A1-1(1-㉗に準ずる）） 

 

＜直接要因 A6-2＞ 
電気保修課は、ITV 設備の故障がナトリウム漏えい事故時対応に影響を及ぼ

すことを認識して機能回復までの間の特別採用をすべきであったが、保修票に

おける処置希望を「通常」から保修作業の優先度が比較的高い「至急」にしな

かったことのみが是正処置の対象と判断して不適合報告書を作成した 
（要因 150‐4） 

直接要因 A6-2 の背後要因 
○再掲（要因 55-32）A6-2-1（A5-1-1（1-㉙に準ずる）） 
○再掲（要因 55-33）A6-2-2（A5-1-2（3-①に準ずる）） 

 
 
＜問題事象 A7＞ 

もんじゅ職員は、ITV 設備について平成 7 年の 2 次主冷却系ナトリウム漏えい事

故対策のひとつとして設置したにもかかわらず、重要な設備とは考えていなかった 
（要因 55-6 再掲） 
 

＜直接要因 A7-1＞ 
もんじゅ職員には、ITV 設備は監視対象エリアに 1 台あれば監視可能であ

るとの認識が浸透していた 
（要因 160‐4） 

直接要因 A7-1 の背後要因 
○発電課管理職は、ITV 設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、中央制御

室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の判断等を

速やかに行うことを目的とする重要な役割を持った設備であることを認識し、

ITV 設備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるなどの運転管理を行うべき

であったが、保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から

運転する上ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はないと考え、設備機

器の機能と整合した運転管理の手法を行うための検討が十分でなく段取りが不

足していた 
（要因 159‐6）A7-1-1(1-㉗に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-9-3 工程・計画 

○再掲（要因 55-7）A7-1-2（A1-1(1-㉗に準ずる）） 
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○再掲（要因 55-32）A7-1-3（A5-1-1(1-㉙に準ずる）） 
○再掲（要因 55-33）A7-1-4（A5-1-2（3-①に準ずる）） 

 

＜直接要因 A7-2＞ 
もんじゅは、ITV 設備がナトリウム漏えい監視用の設備の一環であることに

ついて「もんじゅ安全性調査検討専門委員会（平成 15 年 9 月）」、「さいくるミ

ーティング資料（平成 16 年 7 月）」などで当時の地元自治体等へ自ら約束事項

としていることを認識する必要があったが、「ナトリウム漏えい」に関連する

約束事項への認識が不足していた 
（要因 160‐5） 

直接要因 A7-2 の背後要因 
○再掲（要因 55-7）A7-2-1（A1-1(1-㉗に準ずる）） 

 
 
＜頂上事象 B＞ 

ITV 設備について、保全の有効性評価に対する手続き及び内容の不備があった

（点検期限を超過した） 
（要因 55-58） 

 

＜問題事象 B1＞ 
電気保修課は、平成 24 年 3 月に保全計画 Rev.5 において、点検周期を 1 サイク

ルから 2 サイクルに延長する際、必要な手続きをしなかった 
（要因 55-38） 

 

＜直接要因 B1-1＞ 
※RCA 報告書（直接要因 1-（18）、要因 T1-221 再掲） 
電気保修課では、点検時期が延期される設備機器が発生した際には、有効性

評価を行い点検間隔又は頻度を変える必要があるが、有効性評価ができなかっ

た 

直接要因 B1-1 の背後要因 
○※RCA 報告書（要因 T1-212 再掲） 
電気保修課長は、設備の維持管理に必要な能力と責任感を課員に与えて業務の改

善に取り組むように動機付けすべきであったが、点検データ等を用いて劣化特性を

評価する等の保守員としての技能が十分でないことを把握しておらず、常に問いか

けるなどして課員の経験・知見を伸ばして業務改善に活かすような取組みが十分で

なかった 
B1-1-1（1-⑭）、JOFL 6.個人要因 6-2 リーダーシップ 
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○※RCA 報告書（要因 T1-124 再掲） 
保修計画課長は、原子炉施設の保修の計画及び管理に関する業務の履行を確実に

すべきであったが、島根発電所の保守管理の不備等で得られた教訓から、保全プロ

グラムの定着化を図るためには、保全計画（点検計画）の管理を各保守担当課で行

うべきであると誤認し、保全関係各課との調整や総合的な工程管理が不足していた 
B1-1-2（1-⑫）、JOFL 4.中間管理要因 4-4-1 セクショナリズム 

 

＜問題事象 B2＞ 
平成 24 年 12 月に、電気保修課は、不適合報告書「電気・計測制御設備の保守管

理不備について」の対応による有効性評価実施時、トラブルなどの運転経験から得

られた知見について反映すべきであったが、点検・補修等の結果の確認・評価シー

ト（様式-3：生産中止等の情報）を確認せず、また発行されていた保修票を故障の

前兆ととらえず、「設置以来 5 年間（59 ヶ月）異常の兆候が見られない」ことを根

拠に点検間隔・頻度を 16M から 28M に変更した 
（要因 55-39） 

 

＜直接要因 B2-1＞ 
電気保修課 TL は、平成 24 年 12 月に実施した有効性評価について、トラブ

ルなどの運転経験から得られた知見について評価を実施すべきであったが、生

産中止情報は ITV 設備の外観点検、機能性能試験に影響がないため、点検報

告書の点検実績により評価を行えばよいと考え、点検・補修等の結果の確認・

評価シート（様式-3）についての情報を評価する必要はないと判断した 
（要因 55-40） 

直接要因 B2-1 の背後要因 
○電気保修課長は、QMS のルールに則って保守管理の不備に係る不適合管理を適

切に行い、未点検状態を解消することを議論し、適切な情報を提示すべきであっ

たが、適切な判断に必要な情報の伝達や検討結果の妥当性の確認が十分に行われ

ていなかった 
（要因 55-42）B2-1-1（1-㉚に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-1-4 発電所の意

思決定 

 
○電気保修課長は、「保全の有効性評価」や「表現の適正化」にて未点検の解消が

できない場合には、不適合報告書を発行した上で、解消できない状況であること

を表明すべきであったが、もんじゅでは未点検機器を出さないことに傾注してい

たことが電気保修課の判断に影響し、未点検機器の調査に係る意思決定が適切に

行われていなかった 
（要因 55-43）B2-1-2（2-⑦に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-5 コミュニケー
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ション 
 

＜直接要因 B2-2＞ 
電気保修課 TL は、予防保全機器である当該設備に対し、故障を寿命の前兆

ととらえるべきであったが、散発していた保修票を一過性のものととらえ、機

能維持に影響がないとして評価を行った 
（要因 55-44） 

直接要因 B2-2 の背後要因 
○再掲（要因 55-42）B2-2-1（B2-1-1（1-㉚に準ずる）） 
○再掲（要因 55-43）B2-2-2（B2-1-2（2-⑦に準ずる）） 

 

＜直接要因 B2-3＞ 
電気保修課長は、平成 24 年 12 月に実施された有効性評価について、評価

作成者が正しいと判断して実施しているものであり、有効性評価内容のチェ

ック（評価）を行っていなかった 
（要因 55-45） 

直接要因 B2-3 の背後要因 
○再掲（要因 55-21）B2-3-1（A1-4（1-⑱に準ずる）） 

 
＜問題事象 B3＞ 

TF メンバーは、ITV 設備の故障が頻発していることや ITV カメラが生産終了し、

修理対応終了、後継機種なしである状況を踏まえて有効性評価の再評価を指示する

べきであったが、担当課である電気保修課が否と判断した平成 24 年 12 月に実施し

た ITV 設備に係る保全の有効性評価に対し、TF として点検間隔/頻度の延長を妥当

とし、保全の有効性評価の再評価を指示しなかった 
（要因 145-5） 

 

＜直接要因 B3＞ 
TF メンバーは、平成 25 年 2 月以降に故障が頻発している状況を踏まえて、

平成 24 年 12 月に実施された有効性評価の妥当性を確認すべきだったが、平

成 25 年 2 月以降の故障を考慮せず、また、有効性評価を行った平成 24 年 12
月までの故障については、点検間隔/頻度の延長には影響しないものとした 
（要因 145-6） 

直接要因 B3 の背後要因 
○TF メンバーは、ITV 設備の故障が頻発している状況を踏まえて有効性評価の再

評価を指示するべきであったが、当初の有効性評価の妥当性を確認することに固

執するという集団的視野狭窄に陥り、チェック及びレビュー機能等が十分に機能
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しておらず、故障の頻発という現状を考慮した確認ができていなかった 
（要因 145-9）B3-1（1-㉚に準ずる）、JOFL 5.集団要因 5-3 集団浅慮 

○再掲（要因 55-7）B3-2（A1-1（1-㉗に準ずる）） 
○再掲（要因 55-19）B3-3（A1-3（1-㉘に準ずる）） 

 
＜頂上事象 C＞ 

発電課では、ITV 設備に対する故障に対し、運転管理の仕組みが構築されていな

い 
（要因 159‐1） 

 
＜問題事象 C1＞ 

発電課管理職は、ITV 設備の位置付けや異常時の重要性を認識すべきであったが、

ITV 設備を重要と捉えていなかった 
（要因 159‐2） 

 

＜直接要因 C1＞ 
発電課管理職は漏えい対応について、ITV 設備の役割を十分に理解すべきで

あったが、保安規定で定めるナトリウムの漏えい監視装置（ガスサンプリング

型漏えい検出器、CLD、セルモニタ、火災感知器）でナトリウム漏えい検出は

可能であり、ITV 設備は 1 部屋に 1 台あれば漏えい対応に支障はないと認識し

ていた 
（要因 159‐3） 

直接要因 C1 の背後要因 
○再掲（要因 159‐6）C1-1（A7-1-1（1-㉗に準ずる）） 

 
＜問題事象 C2＞ 

発電課管理職は、ITV 設備に要求される機能が維持されていることを定期的に確

認しておく必要があったが、規制庁に指摘されるまで実施せずに ITV 設備が多数故

障した状態で長期間放置した 
（要因 159‐7） 

 

＜直接要因 C2-1＞ 
発電課管理職では、保安規定で要求される設備以外においても、運転管理

上重要な設備については、定例試験計画に基づき、定期的に健全性確認を実

施していたが、ITV 設備については、定期的に健全性確認をするルールにな

っていなかった 
（要因 159‐8） 
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直接要因 C2-1 の背後要因 
○再掲（要因 159-6）C2-1（C1-1（A7-1-1(1-㉗に準ずる））） 

 

＜直接要因 C2-2＞ 
発電課長は、ITV 設備の保守対応について適宜フォローすべきであったが、

対応を保守担当部署に任せっきりであった 
（要因 159‐10） 

直接要因 C2-2 の背後要因 
○再掲（要因 159-6）C2-2（C1-1（A7-1-1(1-㉗に準ずる））） 

 

＜問題事象 C3＞ 
発電課管理職は、ITV 設備が故障した場合の運転への影響評価について、評価の

視点を明らかにした実施計画書を用いて評価すべきであったが、実施しなかった 
（要因 159-11） 

 

直接要因 C3 
発電課管理職は、ITV 設備が故障した場合、一時的な運転管理の方法を検

討し、運転員に周知すべきであったが、ITV 設備故障時対応に係るルールが

明確化されていなかった 
（要因 159‐12） 

直接要因 C3 の背後要因 
○発電課長は、設備の故障が起点となって一時的な運転管理及び運転手順の妥当性

を確認し、措置が必要な場合は運転員に周知する仕組みを作るべきだったが、ナ

トリウム漏えい事故時に運転員の判断を支援し早期対応を可能とする対策の設

備のような、必ずしも重要度が高くない設備に係る故障時対応等の運転管理のル

ールが明確になっておらず、QMS の維持管理に関する対応が不足していた 
（要因 159‐13）C3-2（3-⑨に準ずる）、JOFL 4.中間管理要因 4-2-3 ルールの維

持管理 
○再掲（要因 55-7）C3-3（A1-1（1-㉗に準じる）） 
○再掲（要因 159-6）C3-1（A7-1-1(1-㉗に準ずる）） 

 
6．2 組織要因の検討 

「6．1 要因の分析」において、頂上事象に続く問題事象を切り口として分析を行

い、問題発生の直接の要因を「直接要因」として抽出した。抽出した直接要因の背

後にある組織要因を導き出すために「組織の要素を含む背後要因」について、同類

の要素を含むものを取りまとめて「組織要因の候補」とした。 
「組織要因の候補」について、同様な組織の要因を取りまとめて「組織要因」を
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整理した。その結果を添付資料-3「組織要因の評価」に示す。 

 
 
6．3 対策の提言 

「6．2 組織要因の検討」で整理した「組織要因」に対し、必要な対策を講じる必

要がある。効果的な対策とするために、「組織要因」を構成する「組織要因の候補」

まで戻った対策方針を検討し、できるだけ具体的な対策を打てるよう以下のように

提言する。その結果を添付資料-4「対策の提言」に示す。 
ここで、背後要因の対策提言に記載している番号（例：【(1)③ⅲと同様】）とある

のは、「RCA 報告書 9.2 対策提言」の当該番号を示す。 
 

＜組織の要素を含む背後要因 A1-1、A4-2、A5-2-1、A6-1-1、A7-1-2、A7-2-1、
B3-2、C3-3＞ 
もんじゅの職員は、ITV 設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転員

が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行えることを目

的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した ITV カメラの

交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定める漏えい監視装置

ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安全上の問題はないと考え、

設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が十分でなく、適切な点検計画とす

る段取りが不足していた(1-㉗に準ずる） 

 

対策提言 A1-1、A4-2、A5-2-1、A6-1-1、A7-1-2、A7-2-1、B3-2、C3-3 
・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明らかにし、そ

の業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、並びにこれらの合

否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程に縛られることなく、また

必要な資源が確保されることを確実にすること【(1)③ⅲと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A1-2、A3-1＞ 
電気保修課ライン職は、課員が抱える業務上の課題を共有し課題解決に向けた指

導や支援を行う必要があったが、保守管理不備の対応で忙しく、ITV 設備の点検管

理に係る状況や過去の保修票発行実績について保守担当と共有しておらず、ITV 設

備の代替品手配などの機能回復に向けた取組みが十分でなかった(1-㉔に準ずる） 

対策提言 A1-2、A3-1 
・管理職とチームリーダー、チームリーダーと担当者間の報告・連絡・相談の徹底

によって、各課室の年間業務計画に基づく業務進捗や課題を把握・管理し、フェ

イストゥフェイスでの指導・支援を強化すること【（1）⑥ⅰと同様】 
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＜組織の要素を含む背後要因 A1-3、A3-2、A4-1、B3-3＞ 
プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知見や

様式‐3 に記載されている「提案・推奨・改善内容」などの保守経験に基づき、保

全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そのような改善につなげ

る仕組みが機能していなかった（1-㉘に準ずる） 

対策提言 A1-3、A3-2、A4-1、B3-3 
・点検頻度や点検項目等の見直しなど現行の保全計画（点検計画）の問題点を解消

するとともに、技術根拠に基づくプラント状態に見合った保全計画への改善見直

しを継続的・計画的に実施していくこと【（3）①ⅲと同様】 
・技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に問いか

ける姿勢」を醸成するため、ライン職による直営の点検や点検の発注管理を中心

とした OJT プログラムを策定し実施していくこと【(3)①ⅴと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A1-4、A5-5-2、B2-3-1＞ 
電気保修課長及び保修計画課長は、保守管理業務の内容を自ら確認して業務を確

実にすべきであったが、自ら行うべき役割、職務と責任の自覚が不足しており、担

当者に業務を任せっきりにして、その計画や実施結果を自ら確認しておらず、ライ

ン職としてのフォローやチェックができていなかった（1-⑱に準ずる） 

対策提言 A1-4、A5-5-2、B2-3-1 
・業務を行う場合、業務担当職位に応じた責任範囲と業務分担を「業務の計画」で

明確にし、「報連相」の励行によって個々の業務を管理職層が確実にマネジメント

できるようにすること。また、管理職層に対して、自らの役割と責任を認識させ

るために、マネジメント研修を実施すること【(1)②ⅰと同様】 
・業務を指示した上位職者は、管理者がプレーヤーに留まることなく管理者として、

業務が職務ラインでマネジメントされていることやその実施結果を確認すること

【(1)②ⅲと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A1-5＞ 
プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知見や

保守経験を蓄積し、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そ

のような改善につなげる仕組みが機能していなかった（1-㉘に準ずる） 

対策提言 A1-5（対策提言 A1-3 と同じ） 
・点検頻度や点検項目等の見直しなど現行の保全計画（点検計画）の問題点を解消

するとともに、技術根拠に基づくプラント状態に見合った保全計画への改善見直

しを継続的・計画的に実施していくこと【（3）①ⅲと同様】 
・技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に問いか

ける姿勢」を醸成するため、ライン職による直営の点検や点検の発注管理を中心
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とした OJT プログラムを策定し実施していくこと【(3)①ⅴと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A2-1＞ 
電気保修課長は、所掌する設備の点検項目と点検内容を課員に周知・理解させて

おく必要があったが、課内マニュアルの教育が概要を紹介する程度であり、設備点

検の実施項目と実施内容についての教育が十分でなく、課員の一部では保全に係る

基礎的な知識が不足していた（2-④） 

対策提言 A2-1 
・保守管理に必要な設備機器に係る基礎的知識や保守管理技術習得のための教育プ

ログラムを研修部門と連携して策定し、教育を実施していくこと【(3)③ⅲと同様】 
・管理者により保守員の力量に応じた育成計画を策定し、OJT 等を通して年度単位

で実行管理し評価を行うこと。また、保守管理の意味や重要性が理解できるよう、

動機付けを図ること【(3)③ⅳと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A5-1-1、A5-2-2、A6-2-1、A7-1-3＞ 
電気保修課では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放置され

ることを防ぐために不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して適切な処置を

行うべきであったが、不適合管理が正しく理解されておらず、QMS の教育が十分で

なかった（1-㉙に準ずる） 

対策提言 A5-1-1、A5-2-2、A6-2-1、A7-1-3 
・各課室に品質保証室を兼務する品質保証担当者（JEAC4111 又は ISO9000 の内

部監査員研修を終了し、合格した者相当）を配置し、作業単位毎に承認レベルで

のチェック機能を確実にする。また担当者を輪番制として、「常に問いかける姿勢」

を定着させることや QMS に係る意識の底上げを図ること【(3)②ⅰと同様】 
・管理職に QMS の維持管理を着実にするための教育を行うこと。また、もんじゅ

所員に対して保守管理に係る他プラントの不適合事象からの水平展開の具体策及

び今般の保守管理の不備に関する事例（点検期限超過、調査の不備、誤ったルー

ルの適用、多数故障、点検計画不履行、故障の放置等）教育の追加等により不適

合管理を的確に適用するための教育を徹底すること【(3)②ⅱと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A5-1-2、A5-2-3、A6-2-2、A7-1-4＞ 
電気保修課のライン職及び不適合管理委員会のメンバーは、不適合については、

発生の都度原因を究明し、その再発防止に努める必要があるが、補修が困難である

ことや実際に機能回復が図れない状況を是正が必要と認識しておらず、適切な保安

活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適用し、不適合の改善を図ること

が理解されていない(3-①に準ずる) 

対策提言 A5-1-2、A5-2-3、A6-2-2、A7-1-4 
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・ルールに準拠した不適合管理を徹底するために、是正処置プログラム（CAP：
Corrective Action Program)を導入すること【（2）①ⅱと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A5-3-1、A5-4-2、A5-5-1＞ 
月間不適合管理委員会の委員であるもんじゅ幹部は、未処理の保修票の存在が、

もんじゅの課題として認識した上でその措置について適切に保守担当課へ指示する

必要があったが、会議体の責任と権限が明確でなく、実施義務を認識しておらず現

場との連携が不足し保守管理のガバナンスが機能していない（1-⑨に準ずる） 

対策提言 A5-3-1、A5-4-2、A5-5-1 
・会議体は、責任の所在が曖昧となるような合議制的なものはなくし、施設の保安

管理に必要なもののみとするようルール化（チェックや改善の確認も行うことを

含む。）すること。また、プラント工程等のもんじゅ運営業務は責任と権限を明確

にしたライン組織で決定がなされることを原則とした体制とすること【(4)①ⅱと

同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A5-4-1＞ 
もんじゅは、発行された保修票の処置状況等について管理し、確実に処置を行っ

て設備の安全を確保すべきであったが、保修票について保修方針、進捗、機器毎の

故障履歴の蓄積と故障傾向等を管理する仕組みがなかった（1-㉘に準ずる） 

対策提言 A5-4-1 
・誤作業や見落とし等を防止し保全技術を継承していけるよう、点検要領書の標準

化・整備を計画的に進めること【(3)①ⅳと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 A7-1-1、C1-1、C2-1、C2-2、C3-1＞ 
発電課管理職は、ITV 設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、中央制御

室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の判断等を速

やかに行うことを目的とする重要な役割を持った設備であることを認識し、ITV 設

備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるなどの運転管理を行うべきであった

が、保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から運転する上

ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整

合した運転管理の手法を行うための検討が十分でなく段取りが不足していた(1-㉗
に準ずる） 

対策提言 A7-1-1、C1-1、C2-1、C2-2、C3-1 
・運転管理を確実に実施するため、運転管理に要求される事項を明らかにし、その

業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、並びにこれらの合否

判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程に縛られることなく、また必

要な資源が確保されることを確実にすること【(1)③ⅲと同様】 
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＜組織の要素を含む背後要因 B1-1-1＞ 
※RCA 報告書（要因 T1-212） 
電気保修課長は、設備の維持管理に必要な能力と責任感を課員に与えて業務の改

善に取り組むように動機付けすべきであったが、点検データ等を用いて劣化特性を

評価する等の保守員としての技能が十分でないことを把握しておらず、常に問いか

けるなどして課員の経験・知見を伸ばして業務改善に活かすような取組みが十分で

なかった（1-⑭） 

対策提言 B1-1-1 
・管理職とチームリーダー、チームリーダーと担当者間の報告・連絡・相談の徹底

によって、各課室の年間業務計画に基づく業務進捗や課題を把握・管理し、フェ

イストゥフェイスでの指導・支援を強化すること【(1)⑥ⅰと同様】 
・管理職は、担当者へ業務を指示する際に業務の必要性、重要性を理解させ、業務

への取組み意欲を持たせることの徹底化を図ること【(1)⑥ⅱと同様】 
・保守のチーム毎等に「業務報告会」等を義務付け、チーム員に発表の場を与える

ことによって自らの業務を振り返り、また意見交換によって改善につなげるよう

なモチベーションを向上させる取り組みを行うこと【(1)⑥ⅲと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 B1-1-2＞ 
※RCA 報告書（要因 T1-124） 
保修計画課長は、原子炉施設の保修の計画及び管理に関する業務の履行を確実に

すべきであったが、島根発電所の保守管理の不備等で得られた教訓から、保全プロ

グラムの定着化を図るためには、保全計画（点検計画）の管理を各保守担当課で行

うべきであると誤認し、保全関係各課との調整や総合的な工程管理が不足していた

（1-⑫） 

対策提言 B1-1-2 
・プラント保全部では、保全計画の改善等に向けた計画管理、保守担当課間におけ

る点検工程の横通し調整や保全計画（点検計画）の確実な履行のための技術支援、

教育等のサポートを行えるように、保修計画課へ経験者を優先配置して管理調整

の機能を強化すること【(2)②ⅱと同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 B2-1-1、B2-2-1＞ 
電気保修課長は、QMS のルールに則って保守管理の不備に係る不適合管理を適切

に行い、未点検状態を解消することを議論し、適切な情報を提示すべきであったが、

適切な判断に必要な情報の伝達や検討結果の妥当性の確認が十分に行われていなか

った（1-㉚に準ずる） 

対策提言 B2-1-1、B2-2-1 
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・もんじゅの幹部は、不適合につながる情報等について是正処置プログラム（CAP：
Corrective Action Program）に係る会合を活用して必要な情報の共有化を図り、

不適合の処理など検討結果の妥当性を確認し、適切に対処すること【（1）⑤ⅰと

同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 B2-1-2、B2-2-2＞ 
電気保修課長は、「保全の有効性評価」や「表現の適正化」にて未点検の解消がで

きない場合には、不適合報告書を発行した上で、解消できない状況であることを表

明すべきであったが、もんじゅでは未点検機器を出さないことに傾注していたこと

が電気保修課の判断に影響し、未点検機器の調査に係る意思決定が適切に行われて

いなかった（2-⑦に準ずる） 

対策提言 B2-1-2、B2-2-2 
・もんじゅの幹部からの業務の課題の有無について問いかけを習慣化し、不利益と

なる情報ほど速やかに共有化できるように風土の改善を図ること【（4）⑤ⅰと同

様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 B3-1＞ 
TF メンバーは、ITV 設備の故障が頻発している状況を踏まえて有効性評価の再評

価を指示するべきであったが、当初の有効性評価の妥当性を確認することに固執す

るという集団的視野狭窄に陥り、チェック及びレビュー機能等が十分に機能してお

らず、故障の頻発という現状を考慮した確認ができていなかった（1-㉚に準ずる） 

対策提言 B3-1(対策提言 B2-1-1 と同じ) 
・もんじゅの幹部は、不適合につながる情報等について是正処置プログラム（CAP：

Corrective Action Program）に係る会合を活用して必要な情報の共有化を図り、

不適合の処理など検討結果の妥当性を確認し、適切に対処すること【（1）⑤ⅰと

同様】 

 

＜組織の要素を含む背後要因 C3-2＞ 
発電課長は、設備の故障が起点となって一時的な運転管理及び運転手順の妥当性

を確認し、措置が必要な場合は運転員に周知する仕組みを作るべきだったが、ナト

リウム漏えい事故時に運転員の判断を支援し早期対応を可能とする対策の設備のよ

うな、必ずしも重要度が高くない設備に係る故障時対応等の運転管理のルールが明

確になっておらず、QMS の維持管理に関する対応が不足していた(3-⑨に準ずる） 

対策提言 C3-2 
・文書レビューのやり方、視点を教育する。また、教育には具体的に何を確認した

のかを確認者に問いかける等、チェックの仕方を含めること【（1）④ⅰと同様】 
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6．4 直接要因に対する対策の提言 
「2．事象の概要」に示すように本件に係る不適合報告書は、関係する電気保修

課、発電課、技術総括課、品質保証室及び保全管理課の 5 課室が合計 7 件の不適合

報告書をとりまとめており、既にこれら不適合報告書に対応した是正措置計画書が

発行され、この中では直接要因の分析と特定を行って、直接要因に対する再発防止

対策を挙げている。 
一方、分析チームは、「6．2 組織要因の検討」で整理した「組織要因」に対し、

必要な対策を提言することが任務であり、その際に、効果的な対策とするために、

「組織要因」を構成する「組織要因の候補」まで遡って対策を検討し、できるだけ

具体的な対策を打てるよう対策提言したが、対策提言までに至る時系列の整理や分

析作業の過程で「組織要因」に対する対策提言というよりも、直接要因の再発防止

対策として有効であると考えられる具体的な対策がいくつか浮かび上がってきた。

このため、先に述べた「もんじゅ」当該各課室が計画し実施している直接要因に対

する再発防止対策に加えて、分析チームからも直接要因に対する対策を以下のとお

り提言する。 
「もんじゅ」においては、「組織要因」に対する対策提言のみならず分析チーム

からの直接要因に対する対策提言についても取り組むよう求めるものである。 

 
(1)直接要因 A1 に関して 

電気保修課は、ITV カメラの予備品を計画的に確保しておくべきであったが、

交換に必要な台数を確保していなかった(要因 55-3） 

 
＜直接要因の再発防止として有効な対策（その 1）＞ 

もんじゅは、事故時に運転員の判断を支援し早期対応を可能とする設備のうち、

ITV 設備のように必ずしも重要度の高くない設備についても、点検計画を策定す

る際において設備機器に要求される機能が抜けなく点検計画に反映される仕組み

を構築すること(保全計画検討要領への反映、反映状況の確認） 

 
＜直接要因の再発防止として有効な対策（その 2）＞ 

プラント保全部では、様式‐3 に記載されている「提案・推奨・改善内容」につ

いて予備品手配、点検要領の見直し、点検計画への反映等検討を行い、日常の保

守活動に反映する仕組みを構築すること 

 
(2)直接要因 A5-4 に関して 

保修計画課は、月間不適合管理委員会において、未完了の保修票全ての処置状

況のフォローを確実に行うべきであったが、「至急」等の特化された区分の保修票

について説明を行い、ITV 設備は当該月発行の保修票のリストの中で提示したの



37 
 
 

みで、刈取りを実施していなかった（要因 149‐6） 

 
＜直接要因の再発防止として有効な対策＞ 

・もんじゅは、発行された保修票の処置状況等について管理し、確実に処置を

行って設備の健全性を確保する仕組みを作ること 
・もんじゅは、将来的に保修票について機器毎の故障履歴の蓄積と故障傾向等

を管理することで保守管理につなげる仕組みを作ること 

 
以 上 
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図-1 分析チームの組織上の位置付け 

 

 

 
図-2 分析チーム等の体制 

 
  

理事長 安全・核セキュリティ統括部長 

もんじゅ点検間隔等の変更に係る保守管理上の不

備に関する根本原因分析チーム 

高速増殖原型炉もんじゅ 

ナトリウム漏えい監視用ＩＴＶ設備の保守管理

の不備等に係る分析チーム 

（分析チーム） 

ナトリウム漏えい監視用ＩＴＶ設備の保守管理の不備等 
に係る分析チーム 

リーダー（総括） 
原子炉廃止措置研究開発センター 技術開発部長 

ナトリウム漏えい監視用ＩＴＶ設備の保守管理の不備等 

に係る分析チームメンバー（調査・分析） 

 

安全・核セキュリティ統括部     計 3 名 

調査チームリーダー 
もんじゅ運営計画・研究開発センター

グループリーダー 

調査チームメンバー 

もんじゅプラント管理部、 

プラント保全部   計 4 名 

（調査チーム＊） 

事象の把握と問題点の整理

（直接要因の検討）に対する情

（＊：もんじゅに設置し、事実関係の整理及び直接原因を調査するチーム）

：分析の主体
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別添-1 分析チーム、調査チームの構成及び取組みの経緯等 

 
1．分析チームの構成 
   リーダー   廃止措置研究開発センター 技術開発部長＊1 
   リーダー代理 安全・核セキュリティ統括部 技術主席＊2 
   主体メンバー 安全・核セキュリティ統括部 特命嘱託＊3 

安全・核セキュリティ統括部 嘱託 

 
 
2．調査チームの構成 
   リーダー もんじゅ運営計画・研究開発センター プラント技術支援部 

保全技術開発グループ グループリーダー＊4  
   メンバー もんじゅプラント管理部、プラント保全部 4 名  

(平成 27 年 2 月 10 日時点) 

 
     ＊1 平成 27 年 4 月 1 日より廃止措置研究開発センター 副所長 
     ＊2 平成 27 年 4 月 1 日より安全・核セキュリティ統括部 特命嘱託 
     ＊3 平成 27 年 4 月 1 日より安全・核セキュリティ統括部 非常勤嘱託 
     ＊4 平成 27 年 3 月 16 日まで 

 
3．取組みの経緯等 
（1）会合 
・平成 27 年 2 月 10 日から RCA チームは、もんじゅにて ITV 設備保守管理不備

等に係る調査活動を開始（調査チームでは平成 24 年 11 月 11 日より直接原因分

析への対応として調査を開始） 
・もんじゅ調査チームとともにエビデンスの調査、時系列の作成・確認、聞き取

り調査及び分析チームによる要因分析を実施 
・平成 27 年 4 月 20 日にもんじゅに対して、ITV 設備の保守管理不備等に係る根

本原因分析結果の説明会を開催 

 
（2）聞き取り調査 

平成 26 年 11 月 12 日～平成 27 年 3 月 31 日まで、もんじゅにて実施（調査

チームによる聞き取り調査期間含む） 
 





添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(1/26)

平成7年12月8日

平成8年11月

平成15年9月

平成16年7月

平成17年10月

～平成19年2月

平成19年2月5日

～2月9日

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

漏えい監視用ITV設備

の設置工事

補足（系統設計仕様書 抜粋）

２．１．１監視機能に対する条件

ナトリウムを内包する機器・配管が設置されているエリアの漏えい監視ができること

（１） ２次系配管、機器室を中央制御室から遠隔監視できること

（２） ナトリウム漏えい発生時の状況把握が速やかにできること

（３） 運転員の入室是非の判断が速やかにできること

２．１．２ システムに対する要求

（６） 総合漏えい監視システムから発信される「ITV映像自動表示要求信号」をトリガーにすることにより、あらかじめ定めた総合漏えい監視盤の各端末（中央制御室、燃料取扱設備操作室）のITV用CRT1画面を、当該室のカメラに自動切り替えできるものとする。

（８） ナトリウム漏えい時に発生する白煙のモニタでの確認作業において、わずかな白煙の有無でも機械的な判定が可能な自動認識システムを設置する。

２．２．２ 安全設計条件

常用設備とする

２．２．３

監視カメラは、その機能が設置される部屋の使用時の雰囲気条件（温度等）を考慮して設計すること。なお、監視カメラについては、最低限50℃で故障のないことが確認されているものとする

２．４ 耐震条件

耐震クラス：Ｃクラス

２．５ 耐久性

カメラ耐久性は下記とする

（１） 通常時

通常の一般汎用品並みとし、寿命が極端に短い特殊なカメラは採用しない

（２） 異常時の耐久性は規定しない

２．８ 品質管理上の重要度分類

重要度分類：Ｚ

ナトリウム

漏えい事故

漏えい監視用ＩＴＶ設

備の設計

補足 「２次系ナトリウム漏えい対策作業（その１） 設計検討報告書 （１３）遠隔監視用ＩＴＶシステムの設計検討」 より抜粋

５．１ 設置目的

（１）ＩＴＶシステムは、ナトリウム漏えいの警報または徴候が検知され、原子炉の手動トリップの判断が必要になった場合に、現場の漏えい確認を遠隔に安全かつ

速やかに行うことを目的として設置する。

（２）従って、ＩＴＶシステムの監視目的は下記とする。

ａ．ナトリウム漏えい発生後の現場確認を安全かつ速やかに行うこと。

ｂ．また、ナトリウム漏えい発生後の現場状況の変化（白煙の増加・減少、漏えいの終息）の監視を可能な範囲で行うこと。

５．２ 監視可能範囲

（１）ＩＴＶシステムの監視可能範囲は、現場状況を十分把握できるように、ナトリウム配管・機器に対してできるだけ死角のないようにする。

（２）漏えい部分は直接視野に入らなくとも、流れ出たもの（床）あるいは立ち上がる煙等が視野に入るようにする。

５．５ その他の設計条件

（３）耐震クラス

ＩＴＶ盤（中央制御室設置）：Ｃ（Ｓ２）クラス

上記以外 Ｃクラス 但し、設置場所については、機器・配管に影響を与えないようにする。

（４）機能性能維持

通常運転時 故障時に交換する運用とし、交換の容易な設置とする。

ナトリウム漏えい時 出来るだけ長時間維持することが望ましいが、機能維持期間は設定しない。

（５）安全設計上の要求 特になし（従って、多重化は不要とする。）

県民意見を踏まえた

「もんじゅ」の

安全性について

補足 機構から福井県もんじゅ安全性調査検討専門委員会への提出資料をまとめたもの。

ナトリウム漏えい対策設備として、ITV設備を設置することを説明した。

以下、提出資料より抜粋

1.1.3 事故時に運転員の判断を支援し早期対応を可能とする対策

(1)監視カメラ

運転員が現場の状況を迅速に把握できるよう、ナトリウム機器・配管が設置されている空気

雰囲気の部屋に監視カメラを設置する。

ITVとの組み合わせ

作動試験実施

補足 工事確認試験報告書（Q73‐988J‐00067‐01 ） 8/28 作成

「総合漏えい監視システム確認試験 警報インタロック試験 ITVとの組み合わせ試験」 より抜粋

試験結果・評価

ITVとの組合わせ作動試験

ITV映像の事故時自動切替機能、通常時の表示機能が正常であることを確認した。

総合評価結果

合格

Ｐ２課 ＴＬ Ａ氏インタビュー

工事終了時期にメンテナンスついて検討を始めたが、定期交換の認識はなかった。C/V内の耐放射

線カメラについて保守担当をしたことがあり、それらは特殊品であり、しっかりとしたメンテナンスがなさ

れていたが、漏えい監視用ITVは汎用品であったため驚いた。しかし、台数が多く、また漏えい初期の

確認を行うもので耐久性も要求されていなかったので、こういうもの（壊れたら交換するもの）だろうと

思った。

【要因55‐4】

電気保修課TL及び担当者はITVカメラ運用開始時点(平成19年3月）にITVカメラの生

産中止を把握していた、また平成20年4月にメーカ報告資料にてカメラの生産中止

とその対策を把握していた、さらに平成24年2月メーカ点検報告書でカメラ生産中

止と更新目安が7年程度であることが報告されるなど、代替品の選定あるいは予備

品の購入を行なって故障に備える期間が十分にあったのにもかかわらず平成21年

までに、少数(11台＋4台）の予備品を入手しただけでそれ以上の対応は行なわな

かった 【Ｄ‐1】

さいくるミーティング

資料

「もんじゅ」の現状と安

全活動について

補足 理解促進活動として機構から福井県内35市町村地元や企業団体等に対する説明会用資料

以下、説明資料より抜粋(ITV設備に関する記述 16頁、17頁）

ナトリウム漏えいに対する改善工事

対策その②それでも漏れてしまったら・・・最小限にくい止める（１）早く見つけるために・・・

・テレビカメラ等の設置、既に設置されている煙感知器、ナトリウム漏えい検出器に加え、監視用のテレ

ビカメラや熱感知器を新たに設置します。

・また、様々な情報を運転員がはなれた場所から確認できるように総合漏えい監視盤を中央制御室に設

置します。



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(2/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成19年3月

平成19年10月12日

平成19年11月19日

～12月7日

平成20年2月

漏えい監視用ITV設備

の運用開始

平成１９年度

第３回保安検査

高速増殖原型炉もん

じゅ安全性確認報告

高速増殖原型炉もん

じゅ安全性総点検に係

わる対処及び報告につ

いて（第４回報告）

高速増殖原型炉

もんじゅ安全性総

点検

に係る対処及び報

告について

（第４回報告）

（12/3～12/7）

補足( JENS質問、コメントより抜粋）

・監視カメラはナトリウム燃焼時、どれくらい観察が可能と考えているか。また、煙が視界を防ため何らかの工夫はされているか（ガスの噴きつけなど）

→ 監視カメラは、ナトリウム漏えいの警報が発報した場合に、漏えいに伴う白煙の有無等を中央制御室にて、把握できるように設置しているものです。

ナトリウム燃焼時、監視カメラの視界を塞ぐほどの白煙にならずとも、白煙や漏えいそのものが認められた時点で、漏えいによるものであること確認され、目的を達成します。

・改造前の漏えい検知器はどんな種類が何個だったか。一般的に全く同じ漏えい事故が起きた場合、改造前と後とでどのような対応の違いが生じると考えているか。

それは、平成7年12月の漏えい事故を例に取るとどうなるか。

→ 【改造前の対応】

・平成7年12月8日

00分(19時47分)：火災報知器作動(A‐446(1)、A‐446(2)）
01分：C2次主冷却系Na漏えい警報(HD‐3、HD‐11)
13分：プラント通常停止操作開始

（中略）

4時間15分：2次系Cループドレン終了

【改造後の対応】

00分：火災報知器作動、C2次系セルモニタ作動（SG換気系自動停止等)
01分：C2次主冷却系Na漏えい警報(HD‐3、HD‐11)
10分：総合漏えい監視盤により、火災警報作動状況、2次系セルモニタ作動状況、RIDの指示値状況、ITVによる現場状況確認

11分：原子炉トリップ操作（2次冷却材漏えい異常時運転手順書により2つ以上の検出器動作と現場ITV確認により漏えいと判断）

15分：2次系C緊急ドレンスイッチ操作(2次系C－PM自動停止、C‐ACS自動停止、ドレン弁自動開等）

40分：2次系Cループ緊急ドレン終了

高速増殖原型炉もん

じゅ安全性確認報告

高速増殖原型炉もん

じゅ安全性総点検

に係る対処及び報告に

ついて（第４回報告）

に対する評価について

補足 機構から原子力安全・保安院への報告。２次系ナトリウム漏えい事故の原因究明、安全性総点検結果での指摘等を踏まえた「設備改善」、「運転手順書、運転管理体制等の改善」

及び「安全性研究等の反映」についてまとめたもの。以下、報告書より抜粋。

・高速増殖炉もんじゅ安全性総点検に係わる対処及び報告について（第４回報告） 別紙‐1
２．改善結果

（１）ナトリウム漏えいの早期検知

③確認試験結果

２）総合漏えい監視システムの設置

総合漏えい監視システムについては、火災情報、漏えい検出情報、プロセス情報、視覚情報等について、総合漏えい監視システム側に正しく情報が受信され、CRT表示・印字

が正常に行われることを確認した。また監視カメラ映像の事故時切り替え機能、通常時の表示機能、漏えい監視盤からの監視カメラ操作が正常に機能することを確認すると

共に、漏えい検出器から模擬信号を入力し、総合漏えい監視設備に必要な情報が表示されることを確認した。

・高速増殖炉もんじゅ安全性総点検に係わる対処及び報告について（第４回報告） 表1‐1  ナトリウム漏えいの早期検出に係わる確認試験結果

工事確認試験項目 総合漏えい監視システム警報インタロック試験

試験目的 ナトリウム漏えい検出器、セルモニタ、火災報知器の情報により、総合漏えい監視盤にて現場ITV（監視カメラ）制御盤により映像が表示されること及び自動的に

切り替わることを確認する。

試験方法 中央計算機によりナトリウム漏えい検出器、セルモニタ、火災報知器の情報を模擬入力し、総合漏えい監視盤にて現場監視カメラの映像表示確認及び自動で

切り替わることを確認する。確認は中央計算機の模擬データ設定時の検出器種別と総合漏えい監視盤での受信データ表示、監視カメラ表示の映像表示確認

及び監視カメラ表示が自動的に当該区画の映像に切り替わることを目視及び受送信データの突合せを行い確認する。

工事確認試験結果 結果：良「中央計算機の模擬データ設定時の検出器種別と総合漏えい監視盤での受信データ表示、監視カメラ表示の映像表示確認及び監視カメラ表示が

自動的に当該区画の映像に切り替わることを目視及び受送信データの突合せにより確認し、カメラ選択割付に係わるソフトウェアの調整等を実施し良好で

あることを確認した。」

補足 機構報告書「高速増殖原型炉もんじゅ・・・（第４回報告）」に対する原子力安全保安院の評価書。以下、評価書より抜粋。

３．設備改善等に対する確認及び評価

３．１ 設備改善

（１）ナトリウム漏えい対策設備の設備改善

② 保安検査等による確認

ナトリウム漏えい対策の設備改善については、「設計及び工事の方法の変更に係る認可申請」が行われ、使用前検査において、当該設備が使用前検査基準を満足して

いることを確認した。

これらに加え、当院は、平成１９年度第３回保安検査において、使用前検査の対象となっていない設備改善項目について、施設現場に立ち入り、当該設備の状態を確認

した。また、改善後の設備が、ナトリウム漏えい関連情報の集約表示という要求機能上問題のないものであることを確認するため、ナトリウム漏えい検出器の追設に係る

セルモニタの応答時間測定試験、総合漏えい監視システムに係る警報インタロック試験、監視カメラとの組合せ作動試験等の機能確認試験等の工事確認試験が行われ

ていることを確認した。

補足（所長代理Dインタビュー（当時のもんじゅ幹部の認識））

【保安検査で指摘を受ける以前のITV設備の位置付け、重要性についての認識】

ITVは、保安規定に定めるNa漏えい検出設備ではないが、異常時運転手順で白煙の確認に用いること

ができることになっている。安全上はそれほど重要なものではなく、運転員の支援装置との認識。Na漏え

い時にプラントの安全上重要なことは、保温材の外へ漏えいが長時間継続するのを防止すること。大洗

の実験では溶融塩型腐食によりライナに穴があいたが、Na-コンクリート反応による水素の発生・燃焼で、

漏えいループ以外に被害が波及することを防止する必要がある。それについてはセルモニタによる検知

及び緊急ドレン等の対策が取られている。ITVは、運転する上であった方が良いが、なくても安全上の問

題はないと考えていた。

品質保証室長 S氏インタビュー（当時、発電課長）

【保安検査で指摘を受ける以前のITV設備の位置付け、重要性についての認識】

実際に保温材外漏えいがあれば、セルモニタで検出できるだろうと思っていた。漏えい監視用ITV設備

は、漏えい検出器ではなく運転支援のための設備で、１８０台すべてが完璧にないと運転できないかとい

われれば、そうではないと思っている。ただ、今回のように、全数の３分の1が壊れていて良いとはもちろ

ん思っていない。この認識は当初から同じ。

【要因159‐5】

発電課管理職は、ＩTV設備の運用開始にあ

たり、ITV設備がNa漏えい事故対策の一環と

して、中央制御室の運転員が漏えい事故の

状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の

判断等を速やかに行えるよう漏えいの早期

発見・影響の抑制を目的とする重要な役割を

持った設備であることを課内（もしくは所大）

で統一された見解として示すべきであったが、

ＩＴＶ設備の重要性について示さなかった 【Ｆ

‐1】

【要因159‐6】

発電課管理職は、ITV設備がNa漏えい事故対策の一環と

して、中央制御室の運転員が漏えい事故の状況をリアル

タイムで把握し、運転員入室の判断等を速やかに行うこ

とを目的とする重要な役割を持った設備であること認識し、

ITV設備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるなど

運転管理を行うべきであったが、保安規定に定める漏え

い監視装置ではないことから、設置当初から運転する上

ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はないと

考え、設備機器の機能と整合した運転管理の手法を行う

ための検討が十分でなく段取りが不足していた 【Ｇ‐1】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(3/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成20年4月14日

平成20年5月

平成21年1月1日

平成21年2月～3月

平成21年5月

保全計画

（第1サイクルRev.0)
施行

保修票発行：漏え

い監視用ITVシステ

ム点検依頼

（H‐OS‐09‐0033）

補足

保修票内容：表記、漏えい監視用ITVシステムにおいて、カメラNo.27‐①
（Bループ A‐235）にシステム状態が「カメラ故障」及び画面上

にエラーメッセージが表示され消灯しないため点検調査願い

ます。（現場確認を 実施したが外観（ケーブル接続状態等）

に異常は認められない）

尚、現状カメラ映像は確認可能であるがカメラ位置を移動

（上下左右）した場合、遅れて動作するとともに、 不規則な

動作が見られる

運転上の措置：無

処置希望：通常

【当直長Ｎ】

確認

【課代Ｙ】

確認

代理確認

【部長Ｎ】

確認

【部長Ｋ】

確認

【室長Ｓ】

確認

【所長Ｍ】

確認

【炉主任】

確認

Ｍ型カメラ

販売終了

【室長Ｔ】

確認

【Ｈ】

確認

【TL Ａ】

確認

【課代Ｉ】

確認

【課長Ｍ】

確認

補足

保修票H‐OS‐09‐0033について審議。コメントなし。

補足

H21.1.1より保全プログラムを導入。以下、点検計画より抜粋。

・系統名称/機器名：漏えい監視用ITV/カメラ本体（雲台付）

・機器個数：180
・保全方式：TBM
・点検時期/頻度：毎定検

・点検項目/管理基準

・外観点検/有害な傷、腐食、発錆、結露、変色がないこと。端子部に異物がないこと。

・性能機能確認（映像状況）/映像レベル、バックフォーカス、カラーバランスオートホワイト等

が最良に調整されていること。

・機能性能試験（動作状況）/支障なく動作し、異音の発生がないこと。

備考：年2回の動作確認（映像状態、動作状態）を自主的に開始。

Ｐ２課 選抜チーム員 Ｋ氏インタビュー（計装チーム員）

・点検内容については、「外観検査」「特性検査」「機能・性能検査」「取替」などに項

目分けして対象計装品ごとに点検内容を記載し、それ以外にも点検項目がある物

については、別途点検項目を設定したが、ITVについては、「機能回復」の項目まで

気が付かなかった。

・ITVカメラの交換頻度について、メーカー推奨等があれば設定できたと思うが、保

全計画策定当時は各担当のレビューでコメント等無い場合は、修正しなかった。

当時は、ナトリウム漏えい検出器など注目されていた項目については、念入りに設

定していましたが、それ以外の対象については、期限が限られた中で行っていた。

保修票

H‐OS‐09‐0033
発行

（5/18）

不適合管理

委員会

（5/18）

【室長※T】
出席 ※当時は安全品質管理室

【炉主任】

出席
【課代Ｙ】

出席

【課長Ｉ】

出席
【課代Ｉ】

出席

【室代Ｙ】

出席

ナトリウム漏えい

対策設備監視カメラ

N型カメラに関して

補足（メーカー報告資料より抜粋）

１．現在のITVシステムに新しいカメラを組み込んだ場合、2つの機種での操作は可能ですか。（140台のうち10台

が壊れて、新しいカメラにした場合、現在のシステムでは、新しいものの操作ができないとのことなので、新しいシ

ステムを組み込むと新しいカメラと古いカメラの両方が使用可能なようになっているのか。）なっていない場合、

140台がたった1台の故障のために無駄になるのでは、ないかとのコメント）

現在のカメラ機種は、M型・N型の2機種にて構成されています。新しい機種のカメラを導入する際は、制御ソ

フトのバージョンアップが必要になります。ソフトのバージョンアップの際は、新機種を追加する形式とするため、

新旧のカメラ制御は双方使用できます。

全180台（N型カメラ132台、M型カメラ48台）

N型カメラ：小型標準視野タイプ

M型カメラ：赤外線照明付広視野タイプ

※N型カメラは納入終了後に生産中止。生産元カメラ事業撤退のため特注での生産も対応不可。４台予備あり。

計装担当者 Ｈ氏インタビュー

・カメラが生産中止であることをメーカー報告資料で知った。設置メーカーに後継機種の選定をさせ

たところ、新機種カメラ及び新旧カメラを動作させる新たなプログラム変更となりコストがかかる。こ

の件について、TL及び課長に報告したが、特に指示が無いまま具体化しなかった。別途予備品とし

て４台手配した。漏えい監視用ＩＴＶは、設計から竣工までに数年かかったため、その間にカメラが製

造中止になってしまった。

H22年度

点検実施予算配分

Ｐ２課 ＴＬ Ａ氏インタビュー

・工事実施時、現場で故障しかけたカメラがあり、その際に生産中止を知らされた。当時の上司、担当とともにメーカー聴取を行った記憶がある

が、内容は覚えていない。設置してすぐに交換することはできなかったが、中長期的に交換を行っていこうという話はしたかもしれない。

・引き継ぎ資料を確認したが、ITVのカメラ製造中止についての記載はなかった。担当者も自身も含め、引き継いでいなかったかもしれない。TL
の引き継ぎは当時のもんじゅでの重い懸案事項を中心に行っていたため、ITVのような重要度の低い機器の優先順位は低かったと思われる。現

場担当者は基本的には作業票や保修票といった現場作業の引き継ぎがメインであり、このような先々の交換計画は引き継がなかったのかもしれ

ない。

・品質管理上の重要度はＺであり、一般汎用品を許容しており重要度は低かった。多重性もなく、Na漏えい用に使用する機器としては重要度が

低いと感じたが、総合漏えい監視盤が漏えい対策のメインであり、カメラは初期漏えいのみ検知し、画像を映せばよく、漏えい後の耐久性も要求

されていなかったため、そういうものだと思った。

補足 プラント保全部 引き継ぎ書作成・管理マニュアル（制定日：平成21年12月8日）抜粋

4.(1)②作成の際の留意点

(e) 手続き書類の引き継ぎを確実に実施する。

(f) 業務に関連する不適合については、不適合管理状況を記載する。

(g) 課題及びその対応案、今後の点検、検査等の予定を記載する。

(2) 上覧

保全部職員等は、最終出勤日の1～2週間前を目途に業務引継書を上位者に提出し、

上位者の確認を得た後、所属課長の承認を得る。

もんじゅ組織体制を

大幅見直し、強化を

実施

（H21.2.27）

【直接要因Ａ3】（要因55‐27）

電気保修課では、ＩＴＶ設備について、

保守管理の実施にあたり機器ごとに

点検すべき内容を検討して設備機器

の健全性維持に見合った保全計画

（点検計画）を整備していなかった 【Ｃ

‐10】

【問題事象Ａ3】（要因55‐26）

電気保修課は、ＩＴＶ設備について予防保全

として点検計画を立てていたが、ITVカメラ

本体の点検項目は外観点検及び機能試験

のみであり、機能回復を伴う点検項目（ITV
カメラの定期交換）が含まれていなかった

【Ｂ‐10】

【要因55‐28】

電気保修課は、予防保全が可能に

なるよう点検計画に当該機器の定

期交換を盛り込むべきであったが、

何度も点検計画を改定しているに

もかかわらず、追加しなかった（点

検計画）

【D‐10】

【要因55‐29】

平成25年4月から担当した電気保修課ＴＬ

は、点検計画にカメラ交換を盛り込むべき

であったが、当時（Rev.14,15制定時、平成

24年4月～10月）、保守管理不備対応に追

われて、点検計画の見直しまでに考えが至

らなかった 【Ｅ‐10】

後ほど掲載

【問題事象Ａ7：要因55‐6再掲】

もんじゅ職員は、ＩＴＶ設備について平成7年のナトリウム漏

えい事故対策のひとつとして設置したにもかかわらず、重

【問題事象Ａ7】（要因55‐6）後述

もんじゅ職員は、ＩＴＶ設備について平成7年のナトリウム漏え

い事故対策のひとつとして設置したにもかかわらず、重要な設

備とは考えていなかった 【Ｂ‐22】

【要因55‐14】

電気保修課ライン職は、課員が抱える業務上の課

題を共有し課題解決に向けた指導や支援を行う必

要があったが、保守管理不備の対応で忙しく、ＩＴＶ

設備の点検管理に係る状況や過去の保修票発行

実績について保守担当と共有しておらず、ＩＴＶ設備

の代替品手配などの機能回復に向けた取組みが

十分でなかった

【F‐4】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(4/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成21年6月16日

平成21年7月17日

平成21年9月15日

平成21年11月

平成22年1月22日

平成22年1月22日

平成22年3月

平成22年7月28日

平成22年8月

電気保修課TL引継

A → Ｉ

ITV設備

巡視点検実施

（Q42‐*Y‐09026‐01）

（H21年度 1回目）

「も」漏えい監視用

ITV設備点検実施

（R32‐707Y‐09178 ）
（12/16～1/20）

ITV設備

巡視点検実施

（Q42‐*Y‐09026‐01）

（H21年度 2回目）

【Ｈ】

「も」漏えい監視用

ITV設備点検

報告書確認

（R34‐707Y‐09178 ）

【TL_ Ｉ】
確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｍ】

承認

補足

作業結果

・67‐①,87‐①以外は異常なし。

・67‐①,87‐①のカメラについて、映像不良（白黒映像）が認められたため、新M型（M2型）への取り替え工事を行った

特記事項

・既設設備の新M型（M2型）への変更が可能かどうかを確認した。

・漏えい監視用カメラサーバーが1台であるため、予備機の設置を提案する。

【Ｈ】

「も」漏えい監視用

ITV設備点検

要領書確認

（決定図書 11/13）

（R32‐707Y‐09178 ）

【TL Ｉ】
確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｍ】

承認

【Ｈ】

ITV設備巡視点検

報告書確認

（完成図書 3/31）

（Q44‐＊Y‐09026‐01 ）

【TL_Ｉ】
確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｍ】

承認

補足

作業結果

74‐③は8/10、予備品と交換。正常な画像に戻っており現状問題なし。

特記事項

特になし。

【Ｈ】

暫定措置

報告書発行

（H‐OS‐09‐0033）

補足

電源切及び電源再投入にて正常復帰。経過観察開始。【TL Ａ】

確認

【室長Ｓ】

確認

【課代Ｉ】

確認

【課長Ｍ】

確認

【部長Ｋ】

確認

【部長Ｎ】

確認

【炉主任】

確認

【所長Ｍ】

確認

【室長Ｔ】

確認

【Ｈ】

保修票完了

報告書発行

（9/15）

（H‐OS‐09‐0033）

【TL  Ｉ】
確認

【課代Ｉ】

確認

【課長Ｍ】

確認

【室長Ｓ】

確認

【部長Ｋ】

確認

【部長Ｎ】

確認

【炉主任】

確認

【所長Ｍ】

確認

【室長Ｔ】

確認

【Ｈ】

処置実施

補足

作業範囲及び内容は以下のとおり

（１） 漏えい監視用ITV設備の単体機能試験

（２） 漏えい監視盤とのインターフェイス確認試験

（３） カメラの納入

漏えい監視用ITVカメラ１１台の購入 （M型カメラの後継機 M2型）

（４）カメラの交換

カメラの交換（１１台）に伴い、ソフトウェアの更新。交換対象は別途検討。

補足

作業内容：①動作（旋回）、②ズーム、③フォーカス、④絞り、⑤ワイパー、⑥ライトの確認

（以後、同様）

作業結果：

74‐③N型はカメラの受像部に多重の映像が映りこむことによる画像の乱れを確認。

8/10にJAEA担当者が予備品と交換(保修票は発行しなかった）。

※巡視点検：点検計画に基づく点検とは別に、年２回の動作確認（映像状態、動作状態）を

自主的に実施するもの。

補足

M型カメラ64‐①、87‐①に異常有。1/18に本点検契約で納入されたM2型に交換。

補足 保守点検報告書より抜粋

作業結果：良好（74‐③N型は正常な画像に戻っており問題ない）

ITV設備

巡視点検実施

（Q42‐*Y‐10017‐01）

（H22年度 1回目）

補足

作業結果：良好

点検計画に基づく

漏えい監視ITV点検

（21年度）

補足

電源切及び電源再投入にて正常復帰。経過観察開始。

計装担当者 Ｈ氏インタビュー

・ITVの年次点検をするために、限られた予算の分配をしていました。

・基本的には、メーカーの要求額を基に積算し、予算要求を行っていまし

たが、実際に使える金額がその要求額より低くなった。詳細な金額は覚

えていません。可能であれば予備カメラを購入したかったが、予算が限ら

れていることから、11台以上のカメラの購入はできなかった。

予算担当者インタビュー

・ITVについては特に覚えてい

ない。

電気保修課担当引

継

Ｈ → Ｉ

計装担当者 Ｉ氏インタビュー

・Ｎ型は製造中止であると同時に後継のＭ型は寸法上の問題から簡単に交換できない箇所

があり、その対応として交換可能なところから随時交換してＮ型の予備を確保しておく必要が

あることを引き継いだ。Ｎ型は後継機がないことについても引継を受けた。

・カメラが高価だったこともあり、全数交換や定期交換の話はしていない

・カメラの寿命や推奨交換周期の情報は知らなかった

・Ｎ型の製造中止は上司も把握しているものと思っていたため、報告していない。

補足 プラント保全部 引き継ぎ書作成・管理マニュアル（制定日：平成21年12月8日）抜粋

4.(1)②作成の際の留意点

(e) 手続き書類の引き継ぎを確実に実施する。

(f) 業務に関連する不適合については、不適合管理状況を記載する。

(g) 課題及びその対応案、今後の点検、検査等の予定を記載する。

(2) 上覧

保全部職員等は、最終出勤日の1～2週間前を目途に業務引継書を上位者に提出し、

上位者の確認を得た後、所属課長の承認を得る。

【要因55‐5】

平成21年7月まで担当した電気

保修課TLは後任者にITVカメラの

生産中止情報を的確に引き継ぎ、

後継機選定作業等を早期に実施

させるべきであったが、汎用品で

あることや耐久性を要求されてい

ないことなどからITVカメラの重要

度は低いものと考えていたので

引き継ぎ項目に含めなかった

【Ｅ‐1】

【Ｈ】

保修票完了

報告書発行

（9/15）

（H‐OS‐09‐0033）

補足

（暫定措置報告後）約３ヶ月の経過観察の結果、異常は確認されなかったことから保修

完了とする。

【TL  Ｉ】
確認

【課代Ｉ】

確認

【課長Ｍ】

確認

【室長Ｓ】

確認

【部長Ｋ】

確認

【部長Ｎ】

確認

【炉主任】

確認

【所長Ｍ】

確認

【室長Ｔ】

確認

【要因55‐15】

平成25年8月までの電気保修課

担当者は、ITVカメラの状況（生産

中止、カメラの予備を用意してお

くこと等）について平成22年8月に

前任者から引き継いだので、予

備カメラの購入手続きを早期に

実施すべきであったが、自ら担当

していた非常用ＤＧや機器冷却

系等と比較すれば直接プラント運

転に影響を与えるわけではない

のでITV設備の優先度は低いと考

えていたので少数のITVカメラの

ストックを使用することとし、追加

分の予備のITVカメラ購入を行わ

なかった 【Ｅ‐5】

Ｐ２課 ＴＬ Ａ氏インタビュー

・引き継ぎ資料を確認したが、ITVのカメラ製造中止についての記載はなかった。担当者も自

身も含め、引き継いでいなかったかもしれない。TLの引き継ぎは当時のもんじゅでの重い懸案事

項を中心に行っていたため、ITVのような重要度の低い機器の優先順位は低かったと思われる。

現場担当者は基本的には作業票や保修票といった現場作業の引き継ぎがメインであり、このよ

うな先々の交換計画は引き継がなかったのかもしれない。

【要因55‐6】

もんじゅのITV設備に関する認識は、保安規定に定める

Na漏えい検出設備ではないが、異常時運転手順で白煙

確認に用いる運転員の支援用装置であり、安全上はそ

れほど重要なものではなく、ＩTVは、運転する上であった

方が良いが、なくても安全上の問題はないと考えてい

た】【Ｆ‐1】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(5/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成22年12月～

平成23年７月

漏えい監視用

ITV設備点検実施

（Q42‐707Y‐10192）

（Aループ、屋外

通常点検）

（12/14～12/22）

漏えい監視用

ITV設備点検実施

（Q42‐707Y‐10192）

(1/11 ～ 2/21)
（B,Cループ通常点検、

消耗品の設置等）

【Ｉ】

漏えい監視用

ITV設備点検

報告書確認

(完成図書 3/15)
（Q44‐707Y‐10192）

補足

緊急契約：保修票（H‐OS‐11‐0040）対応により早急にITVカメラの制御不良

を補修する必要があるため。

【TL_Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

承認

【Ｉ】

漏えい監視用

ITV設備点検

要領書確認

(12/20 決定図書)
（Q42‐707Y‐10192）

【TL_Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

承認

【TL_Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

決裁

【Ｉ】

漏えい監視ITV設備

双方向増幅器他点検

契約起案

(7/20)
（2304C01024 ）

【課長Ｏ】

確認

保修票発行：

A‐540室ITVカメラ

動作不可

（7/5）

（H‐OS‐11‐0040）

【当直長ＣＵ】

確認

【課代Ｎ】

確認

【ＴＹ】

確認

補足

保修票H‐OS‐11‐0040について審議。コメントなし。

【Ｔ】

確認

【部長Ｙ】

確認

【Ｓ】

確認

【炉主任】

確認

（発電課インタビュー結果：課代Ｕ（当直長ＣＵ））

当該保修票の処置希望を「至急」としたことについて、私の判断として2
点ある。まず1点目として、直としては基本早く直して欲しいという思い

がある。ITV設備はナトリウム漏えい時早期現場状態確認の材料の一

つとして期待できる（あれば運転員にとって便利である）ため、感覚的に

早く補修してほしいという思いから。それと2点目としては、健全なカメラ

2台によりITV設備の監視機能を100％発揮するエリアにおいてカメラ1
台の故障が発生した場合、カメラ1台1台は予備機扱いではないので、

要領で定める処置希望「至急」の記載事項基準を適用させたからであ

る。

補足

（１）漏えい監視用ITV設備の単体機能試験

（２） 消耗品の購入及び設置

（３）ホストＰＣの更新等

（４）2009年度納入カメラの交換

・交換対象は、別途協議のうえ決定する。

（この時点でM2型予備 9台あり）

【Ｉ】

確認

【TL _Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

補足

・以下のN型カメラ6台をM2型カメラに交換。21‐①,42‐①,58‐②,65‐①,71‐①,83‐①
→ 映像不良の1台は廃棄、残り5台は予備品にした。

・伝送レベルが全体的に低下。経年劣化によるブースター出力レベルの低下と推測。

次年度以降適正範囲から外れた場合は調整を実施するが、調整できない場合は交換を推奨。

レベル低下の大きいBループを優先的に、系統ごとの交換を推奨。

・保修票は発行しなかった。

補足

保修依頼内容：Na漏えい監視用ITVカメラ66‐①,66‐
②,67‐①に故障表示が表示され、上下左右、ズーム、

フォーカス操作をしても駆動しないため補修願います。

なお、映像は固定状態で映っている状態です。

運転上の措置：無

処置希望：至急

備考：－

ITV設備

巡視点検実施

(1/14)
（Q42‐*Y‐10017‐01）

（H22年度 2回目）

補足

作業結果：良好

ITV設備巡視点検実施（Q42‐*Y‐11020‐01）(7/29)（H23年度 1回目）

補足

映像不良：52‐③,57‐①,62‐②→カメラ電源ON/OFFにて復旧

制御不良：58‐①,②,③,59‐①,②,66‐①,②,67‐①

補足 保修票運用手順書より抜粋

20 処置希望

至急、通常より選択する。至急とは、当該系統設備

あるいは機器に対して、応急措置等の対応を実施し

たにもかかわらず、当該系統設備の機能が直ちに喪

失する可能性がある場合又は当該系統が運転中で

本機器の不具合により予備機がなくなる場合をいう。

保修票

H‐OS‐11‐0040
発行

（7/5）

点検計画に基づく

漏えい監視ITV点検

（22年度）

不適合管理

委員会

（7/6）

【室長※T】
出席

※当時は安全品質管理室
【炉主任】

出席
【課代N】

出席

【課代O】

出席

【課代T】
出席

【室代T】
出席



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(6/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成23年8月

平成23年9月

平成23年11月26日

平成23年12月24日

平成24年1月

契約締結

（8/1）

漏えい監視ITV設備

双方向増幅器他

点検実施

（8/30）

（Q42‐707Y‐11174‐01）

漏えい監視用

ITV設備点検開始

（1/11～）

（Q42‐707Y‐11256‐01）

【TL_Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

承認

【Ｉ】

漏えい監視ITV設備

双方向増幅器他点検

要領書確認

(8/25 決定図書)
（Q42‐707Y‐11174‐01）

【TL_Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

承認

漏えい監視用

ITV設備点検

要領書確認

(12/24 決定図書)
（Q42‐707Y‐11256‐01）

【Ｉ】

保修票完了

報告書発行

（9/30）

（H‐OS‐11‐0040）

補足

双方向増幅器（ブースター）の制御信号伝送レベルの低下が原因。ブースターを新品と交換。結果良好。
【TL Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【室長Ｓ】

確認

【部長Ｋ】

確認

【部長Ｎ】

確認

【炉主任】

確認

【所長Ｍ】

確認

【室長Ｔ】

確認

保修票発行：

A‐446室ITVカメラ

動作不可

（11/26）

（H‐OS‐11‐0089）

【当直長ＡＮ】

確認

【課代Ｎ】

確認

【ＴＹ】

確認

【炉主任】

確認

補足

保修票H‐OS‐11‐0089について審議。コメントなし。

【Ｓ】

確認

【部長Ｙ】

確認

【Ｓ】

確認

補足

保修依頼内容：Na漏えい監視用ITVカメラ61‐③に「カメラ故障」が表示され、上下左右、

ズーム、フォーカス操作をしても駆動しないため補修願います。なお、映像は固定状態で

映っている状態です。

運転上の措置：無

処置希望：通常

備考：－

【Ｉ】

確認

【TL _Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

補足

作業範囲

(1) 漏えい監視ITV設備中継端子箱内のカメラ制御機器（双方向増幅器、RFモデム）の点検、交換

(2) ITVカメラ（58‐①,②,③59‐①,②,66‐①,②,67‐①）の動作確認

※保修票発行時の故障分（66‐①,②,67‐①）に加え、その後の巡視点検で発見した故障が対象

漏えい監視ITV設備

双方向増幅器他

報告書確認

（完成図書 9/29）

（Q42‐707Y‐11174‐01）

補足

・入出力伝送レベルを測定した結果、下り（映像信号）は適正範囲内であったが、上り（制御信号）

は低下していたため、予備のブースターと交換した。

・ブースター交換後のカメラ映像及び動作確認結果：良好

・ブースターの故障原因は、内蔵コンデンサの一部が経年的劣化により不良となったものと推測。

補足

・点検内容

① 外観目視点検 ② 信号レベル調整 ③ カメラ映像確認 ④ カメラ動作確認

⑤ 設備設定確認 ⑥ 録画状態確認 ⑦ 電源電圧測定

・中継端子箱内ブースターの交換

映像信号等の伝送信号レベル点検結果に基づき、ブースターを適宜交換する。

※本契約にて予備ブースターを5台購入。

（発電課インタビュー結果：当直長ＡＮ

当時から、ナトリウム漏えいの判断材料のひとつであり、保

安規定や異常時運転手順にも関わる重要な設備だと認識

していた。完全に見えない状態になれば「至急」で発行する

が、その時は、別のカメラで角度を変えれば見えるとか、制

御はできないが映像が見える状態だったと思う。

保修票

H‐OS‐11‐0089
発行

点検計画に基づく

漏えい監視ITV点検

（23年度）

不適合管理

委員会

（11/28）

【室長S】
【室代N】

出席

【炉主任】

出席
【課代N】

出席

【課代O】

出席

【課代T】
出席

【TL_O】

出席

【室代Ｔ】

出席



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(7/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成24年2月

平成24年3月

漏えい監視用

ITV設備点検終了

（～2/3）

（Q42‐707Y‐11256‐01）

【Ｉ】

漏えい監視用

ITV設備点検

報告書確認

（完成図書 2/24）

（Q44‐707Y‐11256‐01）

【TL_Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

承認

補足

・H‐OS‐11‐0089
双方向増幅器（ブースター）の制御信号伝送レベルの低下が原因。ブースターを新品と交換。結果良好。

・H‐EM‐11‐0092
双方向増幅器（ブースター）の制御信号伝送レベルの低下が原因。ブースターを新品と交換。

応急処置で交換したカメラを元に戻し正常動作を確認。結果良好。

【Ｉ】

保修票完了

報告書発行

（2/15）

（H‐OS‐11‐0089）

（H‐EM‐11‐0092）

【TL Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【室代Ｔ】

確認

【部長Ｙ】

確認

【部長ＴＹ】

確認

【炉主任】

確認

【室長Ｓ】

確認

【Ｉ】

修正

【TL _Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

補足

修正前後は以下のとおり

（前）備考欄：－

（後）備考欄：応急処置としてカメラ交換を実施し映像は出る状態とした。（制御できない状態は継続）

なお、同室監視用カメラは他に２台あり監視可能である。

【Ｉ】

保修票発行

A‐238室ITVカメラ

不調

（1/19）

（H‐EM‐11‐0092）

【TL_Ｋ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【ＴＹ】

確認

確認

【課代Ｔ】

確認

補足

保修票H‐EM‐11‐0092について審議。 以下のコメントにより、

保修票の記載を修正。

・他の機器で監視可能な旨を記載すること。

【Ｓ】

確認

【部長Ｙ】

確認

【Ｓ】

確認

補足 （保守点検報告書Q44‐707Y‐11256 点検結果より抜粋）

・2箇所のブースターを交換した。信号レベルの調整を行った。

・N型カメラ 2台（49‐②,79‐③）が動作不良のため、予備器（N型カメラ）と交換。（M2型は筐体の大きさの制限から使用不可ため。）

カメラメーカの更新目安が7年程度であることから経年劣化と考えられる。

※N型カメラが「生産、修理対応終了、後継機種なし」であることから、N型からM2型への計画的に交換し、N型カメラの予備器確保

が必要と考える。M2型は筐体が大きく設置場所が制限されることから、しばらくはN型カメラを継続させる必要がある。

保全計画

（第2サイクルRev.5)
施行（3/2）

補足

保全の有効性評価を実施せずに、点検周期を変更（延長）した。

点検項目等は変更なし。

・外観点検（1サイクル→2サイクル）

有害な傷、腐食、発錆、結露、変色がないこと。

端子部に異物がないこと。

・性能機能試験：作動試験（映像状況）（1サイクル→2サイクル）

映像レベル、バックフォーカス、カラーバランスオートホワイト

等が最良に調整されていること。

・機能性能試験：作動試験（動作状況）（1サイクル→2サイクル）

計装Ⅱチーム ＴＬ Ｋ氏インタビュー

・カメラ生産終了を正式に文書で受けたのは平成24年2月。直接的には設備点検中の１月に担

当から連絡を受けた。そのときに交換品の検討としてM2型カメラがN型カメラの代替で使用で

きるということも確認した。

・H24.2に生産中止情報を受けた際、課長に、生産中止であり、カメラの更新をしていく必要が

あるといった報告を行ったところ、しっかり対応しろといった指示を受けた。具体的な指示はな

かった。

ITV設備

巡視点検実施

（Q42‐*Y‐11020‐01）
(2/24)

（H23年度 2回目）

補足

・漏えい監視用ITV設備：異

常なし。

・屋外カメラ（別系統）に動

作不良あり。

電気保修課 課長代理Ｔ氏インタビュー

（旧型カメラの生産中止については）今回（保安検査）の指摘を受

けて初めて知った。担当から相談は受けていない。

電気保修課長 Ｏ氏インタビュー

（旧型カメラの生産中止については）

認識していなかった。ITVに関しては相

談を受けていない。

不適合管理

委員会

（1/20）

【室代N】

出席

【炉主任】

出席
【課代T】

出席

【課代O】

出席

【課代T】
出席

【室代H】

出席

電気保修課 課長代理Ｔ氏インタビュー

・EM-11-0092の保修票については、不適合管理委員会

に付議した際、ITVの状態を記載していなかったため、コメ

ントが付いたものと思われる。

保修票

H‐OS‐11‐0092
発行

（1/19）

【室代T】
出席

補足

保修依頼内容：漏えい監視ITV設備点検においてA‐238室（2次純化系ｺｰﾙﾄﾞﾄﾗｯﾌﾟ室(C)）
ITVカメラNo.49‐②の映像が出ず、制御ができない状態が確認されたため補修願います。

運転上の措置：無

処置希望：通常

備考：－

計装Ⅱチーム 担当 Ｉ氏インタビュー

・（生産中止情報について）保修票を発行する時点で報告した。上司からの

指示についてはあまり記憶にない。

・不適合の考えはなかった。その時は保修票対応でカメラ交換の対応が必

要だと考えていた。

【問題事象Ａ2】（要因55‐22）

平成２４年２月、同型式のITVカメラが生産中止

となっており交換部品の手配及び補修ができ

ず、点検計画とおりの機能回復及び機能維持

の困難が判明した以降、同等代替品の選定及

びそれに伴う制御プログラムの変更により「補

修、取替及び改造計画」の策定、変更の検討

を行うべきであったが、実施しなかった 【Ｂ9】

【要因55‐8】

平成２５年４月まで担当した電気保

修課ＴＬは、平成２４年１月に担当か

らＩＴＶカメラの生産中止との情報を

受けた際、予備品がないことから速

やかに確保すべきであったが、担当

者に対して交換計画検討の指示を

出したものの、その後のフォローを

行わなかった 【Ｅ‐2】

後述

【要因55‐6】、【Ｆ‐1】

【直接要因Ａ2】（要因55‐23）

平成25年4月から担当した電気保修課TL
は、平成25年7月に生産中止情報を受け、

同年11月に後継機種の選定を行った際、

補修、取替及び改造計画の策定、変更

の検討を行うべきであったが、同等代替

品の交換であると考え、設計計画書の作

成を行わなかった【C‐9】

【要因55‐24】

平成25年4月から担当した

電気保修課TLは、平成25
年11月に代替機種を選定

したとき、制御プログラム

の更新を伴うため、同等

代替品でないと判断すべ

きであったが、交換対象

はカメラのみであったこと

から、一般汎用カメラであ

ることは変わりないため同

等代替品であると判断し

た 【Ｄ‐9】

【要因55‐25】

電気保修課長は、所掌する

設備の点検項目と点検内容

を課員に周知・理解させて

おく必要があったが、課内マ

ニュアルの教育が概要を紹

介する程度であり、設備点

検の実施項目と実施内容に

ついての教育が十分でなく、

課員の一部では保全に係る

基礎的な知識が不足してい

た【Ｅ‐9】

【問題事象Ａ5】（要因55‐30）

電気保修課は、ITVカメラの生産中止により交

換部品の手配及び補修が困難であるにも関わ

らず、点検計画とおりの機能確認ができなく

なった際に、不適合を適切に処理（管理）をしな

かった 【Ｂ‐12】

【直接要因Ａ5‐1】（要因55‐31）

電気保修課は、平成２４年２月以降にＩTV設備が点検計画に設定

された予防保全の実施が不可能になったことを不適合管理すべき

であったが、補修が困難であることや実際に機能回復が図れず、

点検計画とおりの点検ができない状況を不適合と認識しなかった

【直接要因Ａ5‐2】（要因55‐34）

電気保修課は、平成２５年２月以降にＩTV設備の

故障が多数発生した際、早急に対応できないこと

から不適合報告書を発行し、是正処置（C区分以

上）を図るべきであったが、保修票（D区分）を発

行したのみで、多数故障及び対応困難な状況を

是正処置が必要と認識しなかった 【Ｃ‐14】

【要因55‐33】

電気保修課のライン職及び不適合管理委員会のメンバーは、不適合については、発生の都度原因を究明し、その再

発防止に努める必要があるが、補修が困難であることや実際に機能回復が図れない状況を是正が必要と認識してお

らず、適切な保安活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適用し、不適合の改善を図ることが理解されて

いない 【Ｄ‐13】

【要因55‐32】

電気保修課では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放置されるこ

とを防ぐために不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して適切な処置を行うべ

きであったが、不適合管理が正しく理解されておらず、QMSの教育が十分でなかった【Ｄ

‐12】

【要因55‐35】

電気保修課長代理は、平成２５年２月以降、発生した

ITVの多数故障及び対応困難な状況について是正処

置が必要な不適合と認識すべきであったが、1部屋1台

あれば漏えい監視設備としての機能要求は満たされる

とし、現状を是正処置が必要な不適合とする意識がな

かった 【Ｄ‐14】

【要因160‐2】

電気保修課は、ＩＴＶ設備の重要性を認識すべきであったが、電気

保修課課長代理が当直長経験者であったことから、平成7年のナト

リウム漏えい事故やナトリウム消火訓練の経験により、ナトリウム

エアロゾルの拡散威力を知っていたことからエリアに1台あれば白

煙確認機能は確保でき、たとえカメラがなくても現場確認は訓練で

身についているのでナトリウム漏えい判断に支障をきたすことはな

いと認識していた 【Ｅ‐14】

【要因55‐36】

電気保修課TLは、平成２５年２月に発生したITVの多数故障

及び対応困難な状況を是正処置が必要な不適合と認識すべ

きであったが、すでに発行されている保修票は不適合Ｄ区分

であるため、新たに不適合報告書を発行する必要はないと

考えた 【Ｄ‐15】

【要因55‐37】

不適合管理委員会は平成２５年２月以降、発生したITVの多数故障及

び対応困難な状況を是正処置が必要な不適合と認識すべきであった

が、1部屋1台あれば漏えい監視設備としての機能要求は満たされる

とした説明に納得し、現状を是正処置が必要な不適合とする意識が

なく、指示を行わなかった 【Ｄ‐16】

【要因160‐3】

不適合管理委員会は、電気保修課が平成24年1月発行の

ITV設備保修票に関して、「他のカメラで監視可能」と記載し

不適合委員会で承認された以降、当該保修票に同様な趣

旨を説明してきたことに対し、反論や疑問を呈することをし

なかった 【Ｅ‐16】

再掲

【要因55‐32】、【Ｄ‐12】
【要因55‐33】、【Ｄ‐13】

再掲

【要因55‐32】、【Ｄ‐12】

再掲

【要因55‐32】、【Ｄ‐12】
【要因55‐33】、【Ｄ‐13】

【頂上事象Ｂ】（要因55‐58）

ＩＴＶ設備について、保全の有効性評

価に対する手続き及び内容の不備

があった（点検期限を超過した） 【Ａ

‐24】

再掲

【要因55‐6】、【Ｆ‐1】

再掲

【要因55‐6】、【Ｆ‐1】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(8/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成24年3月13日

平成24年7月

【Ｉ】

様式‐3※「点検・補修

等の結果の確認・評

価シート」作成

（3/13）

（供用前2‐0415(EM)）
（供用前2‐0416(EM)）

補足

供用前2‐0415(EM)   漏えい監視用ITV設備点検 （Q44‐707Y‐11256‐01） 様式‐3

・提案・推奨・改善内容

予備機として保管しているN型カメラは現在、3台で同カメラが生産終了、修理対応終了、後継機種なしであることから予備機確保の必要性から

既設N型カメラを新型のM2型に計画的に交換し、交換したN型カメラを予備機とすることが必要であると考えます。

・保守担当課対応方針

M2型は筐体が大きく設置場所が制限されることからN型しか交換できない場所がある。 N型からM2型へ交換可能な箇所は計画的に

交換を実施し、N型の予備機を確保する。

供用前2‐0416(EM)   漏えい監視ITV設備双方向増幅器他点検 （Q42‐707Y‐11174‐01） 様式‐3
・保全計画への検討事項なし。今後も保全計画に基づき点検を実施する。

【Ｉ】

様式‐3※「点検・補修

等の結果の確認・評

価シート」作成

（4/5）

（供用前2‐0465(EM)）

補足

供用前2‐0465(EM) プラント保全部巡視点検作業 ITV設備巡視点検 （Q44‐*Y‐11020‐01） 様式‐3
・保全計画への検討事項なし。今後も保全計画に基づき点検を実施する。

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

（3/13）

【部長ＴＹ】

承認

（3/16）

【室長Ｓ】

確認

（3/23）

【室長Ｓ】

確認

（3/23）

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

（4/5）

【部長ＴＫ】

確認

（4/6）

【室長Ｏ】

確認

（4/9）

【室長Ｓ】

確認

（4/9）

【Ｍ】

保修票発行:
707系 ITV設備

蒸発器室（A）

カメラ動作不良

（7/23）

（H‐EM‐12‐0008）

【Ｆ】

確認

【Ｏ】

確認

【ＴＵ】

確認

【Ｔ】

確認

補足

保修票H‐EM‐12‐0008について審議。下記コメントを受け、保

修票の記載を修正。

・「機器名称」を確認すること。

【Ｓ】

確認

【部長ＴＹ】

確認

【Ｏ】

確認

確認

補足

修正内容は以下のとおり

修正前： 系統番号 736系 機器名称 既設ITV設備

修正後： 系統番号 707系 機器名称 漏えい監視用ITV設備

【TL_Ｋ】

（供用前2‐0416(EM)）
確認

【TL_Ｋ】

確認

【Ｍ】

修正

【TL _Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

電気保修課 計装Ⅱチーム ＴＬ Ｋ氏インタビュー

・当時、もんじゅの点検予算がかかりすぎであるため、合理化のため業者の見直し（プラント

メーカーから地元企業への変更）が全所で行われていた。特に指示があった訳ではないが、

予算削減のプレッシャーの中で、可能なものは点検周期を延ばしたいという思いはあった。点

検計画を改訂する際に、そういう視点で見直しを行った。

・（有効性評価を行わなかった理由は）当時はQMSを理解していなかった。

・評価の方法については、点検の結果を見て、これなら大丈夫だろうと何となく評価をしてい

た。ブースター等については、評価対象がカメラであることから意識していなかった。

・点検計画は最低限実施しなければいけない機器が網羅されているもので、自主的に実施す

ることについては問題ないと思っていた。ブースター等が点検計画にないことについては、自

主的に行っているため、問題ないと考えていた。

ITV設備

巡視点検実施

(7/23)
（Q42‐*Y‐12033‐01）

（H24年度 1回目）

補足

映像映らず 19‐①

計装Ⅱチーム ＴＬ Ｋ氏インタビュー

・（補修・取替改造計画（設計計画書）を策定しなかったことについて）

当時は本当に意識していなかった。もっと大規模な全面取替等に必

要になるものだと思っていた。

・交換計画が必要であることを口頭で（担当者に）伝えた覚えはある。

結果として交換計画が検討されていなかったことについては、私が

フォローしていなかったということもあるが、担当は当時計装のユー

ティリティー設備を殆ど一人で担当しており、常に多忙だったためと考

える。

電気保修課 課長代理Ｔ氏インタビュー

検査官との認識の違いがあったと考えている。もんじゅのルール上では機器の故障

が発生すれば保修課を発行し、それが頻発すれば是正処置が必要と判断されＣ区

分の不適合を発行するという流れになる。しかし、検査官側の指摘は、代替品がなく

交換作業が実施できないため不適合管理が必要ではないか、との指摘であると思わ

れる。今回の指摘を受け、本故障事象は是正処置が必要な内容を含んでおり、保修

票管理だけでは十分でないことから、不適合管理が必要であったと考えている。

保修票

H‐EM‐12‐0008
発行

（7/23）

不適合管理

委員会

（7/24）

【室長S】
出席

【炉主任】

出席
【課代S】

出席

【TL_K】

出席

【課代T】
出席

【室代H】

出席
【室代T】

出席

補足

保修依頼内容：中央制御室 総合漏えい監視盤#1にて、ITV設備のカメラ映像確認を行ったが、

A‐530蒸発器室(A)のカメラ（19‐①）の映像が出ないことが確認されたため、点検願います。

運転上の措置：無

処置希望：通常

備考：A‐530室には監視カメラが3台あり、他の2台で室内の監視可能です。

※ QMS文書 「点検・補修等の結果の確認・評価要領」

様式‐3：「点検・補修等の結果の確認・評価シート」

※ QMS文書 「点検・補修等の結果の確認・評価要領」

様式‐3：「点検・補修等の結果の確認・評価シート」

RCA報告書

（H26.10.22報告）既

出

計装Ⅱチーム 担当 Ｉ氏インタビュー

・（交換計画について）上司からの指示についてはあまり記憶に

ない。

【問題事象Ｂ1】（要因55‐38）

電気保修課は、平成24年3月に保

全計画Rev.5において、点検周期を

１サイクルから２サイクルに延長す

る際、必要な手続きをしなかった

【Ｂ‐24】

【直接要因B1‐1】

※RCA報告書（直接要因1‐(18)、要因T1‐221再掲）

電気保修課では、点検時期が延期される設備機器が

発生した際には、有効性評価を行い点検間隔又は頻

度を変える必要があるが、有効性評価ができなかった

【C‐24】
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品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成24年9月3日

～9月14日

平成24年11月26日

～12月11日

平成24年度

第2回保安検査

【課代T、K、各TL、各担当者】

ＳＩＤと同様の保全計画変更手続き遅れが他にないか、

供用前第2保全サイクル点検計画原本（Rev0,2.5）を用いて調査開始

【部長TU】

口頭指示

【課長O】

口頭指示

補足

（保安検査報告書より抜粋）

保安検査において、1次系SIDフィラメント交換周期の変更(2サイクル→3サイクル)に関し、

有効性評価の必要な手続きが遅れていることを確認。

【課代Ｋ】

「電気・計測制御設備

の点検計画の手続き

の遅れに関する確認

調査要領書」起案

（11/5）

補足（要領書より記載）

目的

平成24年度第2回保安検査において、1次系SIDの保全計画の変更手続き遅れが判明し、同様なことがないか保全計画に記載された全設備に

ついて自主的に調査を行う。

調査方法

（1）必要な手続きを行わず点検間隔/頻度を変更しているものがないかの確認

①保全計画Rev0版とRev2版及びRev2版とRev5版を比較し、点検間隔/頻度を変更したものを抽出

②抽出機器の数量を集計し、一覧表にする

③一覧表より、すでに保全の有効性評価を終えている機器を除外し集計する

（2）点検の実施時期が、点検間隔/頻度を超過したものはないかの確認

①第2保全サイクルにおける点検実績を点検記録等により調査し、点検計画Rev5と同内容の調査用の電子データ（エクセル）に点検実績を入力する

②①のエクセルシートより点検周期を超過している機器を抽出する

③②で抽出した機器について、電子データにフラグを立てる

④②で集計した機器数を③で立てたフラグを基に集計する

(3) （2）の調査より「機能が要求されている機器」の定義に従い、該当する機器を抽出する。

①「機能が要求されている機器」の定義に従い、対象機器を図面上より抽出する。

②①をリスト化する。

③機能要求のあるものは、調査用の電子データ（エクセル）にフラグを立てる

④①～③の結果を調査用の電子データ（エクセル）に集約し、フィルタリングにより整理票を作成する。

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【部長ＴＵ】

承認

【課代Ｔ、Ｋ、各TL 及び 各担当者】

「電気・計測制御設備の点検計画の手続きの遅れに関する確認調査要領書」に基づき、数量確定作業を

実施

【TL 、各担当者】

「電気チームで独自で管理していた平成24年11月末までの点検終了日データ」を入力し、点検時

期超過を判定する基となるデータベースとして、「点検実績入力済みの平成24年11月不適合報告

書作成のための未点検機器確認データベース」を作成

【課代Ｔ，Ｋ、各TL 及び 各担当者】

「電気・計装制御設備の点検計画の手続きの遅れに関する機器個数の確認調査センター内

確認チームによる確認要領書」に

基づき所内チェック班によるダブルチェックを受けた

【電気保修課]

所内チェック班によるダブルチェックを受け、不適合件数確定（H24.11.25現在）

A：「保全計画の点検時期を一時的に延長」に係る保守管理の不備（プラント工程の変更に伴い、必要な手続きがされないうちに点

検時期を超過したもの）が総数8,128個

内訳①電気設備：機能が要求されている機器等39個、その他の機器等44個

内訳②計測制御設備：機能が要求されている機器等792個、その他の機器等7,253個

B：保全計画の点検間隔・頻度の変更に係る保守管理の不備（保全計画の点検間隔・頻度が変更されているのに、必要な保全の

有効性評価の手続きがされていないもの）が総数1,551個

内訳①電気設備：機能が要求されている機器等23個、その他の機器等287個

内訳②計測制御設備：機能が要求されている機器等59個、その他の機器等1,182個

【課代Ｔ】

不適合報告書12-24：

電気・計測制御

設備の保守管理の

不備について

起案

【課長Ｏ】

確認

【室長Ｏ】

確認

【炉主任】

確認

【部長ＴＵ】

確認
【所長Ｋ】

承認

(11/27)

補足（不適合の処置方法）

Ｂ（保全計画の点検間隔・頻度が変更されているのに、必要な保全の有効性評価の手続きがされていないもの）の設備について、保全計画の

点検時期を一時的に延長する場合に行う健全性の確認を行う。（11/25済）。その後、速やかに「保全の有効性評価」の承認手続きを行う。保全

の有効性評価の承認手続きが完了するまでの間は、設備の健全性が確認されていることから現在の点検計画を特別採用とする。

平成24年度第3回保安

検査において点検超

過機器数を確定させる

ための所大チェック

平成24年度

第3回保安検査

【M】

保修票完了

報告書発行

（8/31）

（H‐EM‐12‐0008）

補足

予備のカメラと交換した。結果良好。カメラの経年劣化と推定される。

N型カメラ1台（映像不良）をN型カメラと交換。取り外したカメラは廃棄。【TL_Ｋ】

確認

【室長Ｏ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【部長ＴＹ】

確認

【部長ＴＵ】

確認

【炉主任】

確認

【室長Ｓ】

確認

【Ｈ】

処置実施

（8/28）



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(10/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成24年12月12日

平成24年12月28日

～12月29日

平成25年1月31日

【ＴＬ_Ｋ】

保全の有効性評価

（供用前第2‐0071）

起案

（12/28）

【課代Ｔ】

確認

【次長Ｅ】

確認

【課長Ｏ】

作成

（12/27）

【部長ＴＵ】

承認

（12/28）

【室長Ｓ】

確認

（12/28）

【室長Ｏ】

確認

（12/28）

核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に

関する法律第36条第1

項の規定に基づく保安

のために必要な措置命

令について（平成24年

12月12日 原管Ｐ発

121207001 号）」に対す

る結果報告を国へ報告

（1/31）

原子力規制庁より命令

文書受領

保修票発行：

A‐135室ITVカメラ

（46‐1）

動作不可

（1/31）

（H‐OS‐12‐0100）

【当直長ＣＵ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【Ｔ】

確認

【Ｓ】

確認

【部長ＴＹ】

確認

【Ｏ】

確認

【炉主任】

確認

（発電課インタビュー結果：課代Ｕ（当直長

ＣＵ））

H23年7月と同じ

補足

保修票の発生状況が評価に含まれていな

かった。

・有効性の評価項目

トラブル等の運転経験： なし（斜線消し）【炉主任】

保全の有効性評価に

保修票の発生状況が

含まれていないことを

指摘

補足

記録上、炉主任の押印欄はないが、保守管理上の不備を

受け、保全の有効性評価記録を炉主任が確認する運用とし

ていた。

【担当者】

保修票の情報を

含め再評価

【担当者】

保全の有効性評価

（供用前第2‐0071）

改訂1 起案

【課長】

作成

（12/28）

補足 保全の有効性評価（供用前第2‐0071）改訂1 抜粋

【屋内設置機器】

屋内設置機器は空調管理がされた室内に設置されているため、屋内設置機器の劣化は同様に進展するものとして評価をする。

これまでの点検結果から屋内設置機器は設置以来５年間（59ヶ月）外観、機能・性能上の健全性が確認できた。この期間において機能性能に影響

する異常兆候は見られなかった。

上述の期間中に発行された保修票は、

①「漏えい監視用ITVシステム点検依頼」（707系カメラ 27‐①）

②「A‐540室ITVカメラ動作不可」（707系中継端子箱T‐JB099‐1）

③「A‐446室ITVカメラ動作不可」（707系中継端子箱T‐JB093‐1）

④「A‐238室ITVカメラ不調」（707系中継端子箱T‐JB084‐1）

⑤「707系 ITV設備蒸発器室（Ａ）カメラ映像不良」（707系カメラ 19‐1）

がある。このうち①は一時的にエラーメッセージの表示等の発生で、映像に問題はなかったことと、一時的な現象で再現性がなかったことから健全性

に問題はなく、本有効性評価に影響はない。②～⑤は最短で約4.5年間（53ヶ月）異常は発生せず、その間に実施した点検において外観、機能・性能

上の健全性を確認している。

このことから、屋内設置機器の外観点検、機能・性能試験は28ヶ月以上健全性が維持できると評価できることから、点検時期/頻度を1サイクル

（16ヶ月）から2サイクル（28ヶ月）に変更しても機能を維持できると評価する。
【部長】

承認

（12/29）

【室長】

確認

（12/29）

【室長】

確認

（12/29）

電気保修課 計装Ⅱチーム ＴＬ Ｋ氏イン

タビュー

点検間隔/頻度を延ばさなければならな

いという考えの元、評価を行ったという側

面はあるが、保修票の内容については平

成24年12月時点ではカメラ故障は散発的

なものであった為、一過性のものとし評価

を行っている。

補足

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第36
条第1項の規定に基づく保安のために必要な措置命令について」

及び「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

第67条第1項の規定に基づく報告の徴収について」

漏えい監視用ITV

保全の有効性評価

実施

補足

保修依頼内容：2次系Cループオーバーフロータンク室（A‐135）Na漏えい監

視用ITVカメラ46‐①の映像が全く映らない（真っ暗）ため補修願います（画

面にエラーメッセージ有）。なお、同室の監視については46‐②のカメラにで

可能です。

運転上の措置：無

処置希望：至急

備考：－

電気保修課 課長代理Ｔ氏

インタビュー

有効性評価自体は担当者

作成ののち電気保修課長作

成、保全部長承認といった

手続きで行われるため、直

接かかわっていない。

インタビュー結果：炉主任

平成24年12月末に、ITVの保全の有効性評価書をチェックした。R0版

では、それまでに発行した保修票の情報が評価に含まれていなかっ

たので、やり直すようコメントした。その結果（R1版）はフォローしてい

ない。

補足

漏えい監視用ITVの点検間隔・頻度を

16Mから28Mに変更する手続き。

電気保修課長 Ｏ氏インタビュー

評価作成者が、それが正しいと判断して実施した。課長は

作成者であるから、QMSに従った有効性評価記録となって

いることを確認し、課内審査が行われたことをチェックし、上

申している。

保修票

H‐OS‐12‐0100
発行

（1/31）

電気保修課 計装Ⅱチーム ＴＬ Ｋ氏インタ

ビュー

点検計画を延ばさなければならないという考

えのもと、評価を行っているが、生産中止情報

については16Mから28Mに点検間隔/頻度を修

正する評価において直接は関係しないだろうと

判断し、評価していない。はっきり言ってしまえ

ば、あまり真剣に考えていなかった。

電気保修課 計装Ⅱチーム ＴＬ Ｋ氏インタビュー

・H24.3に点検間隔/頻度を修正し、後付で評価を行う

という方針があったため。当時、承認済みの点検計

画修正や有効性評価を無効（？）にするといった考え

はなかった。

・O課長の口頭指示で実施した。

【室長S】
【室代N】

出席

【炉主任】

出席
【課代S】

出席

【TL_K】

出席

【課代T】
出席

【室代H、Y】
出席

不適合管理

委員会

（2/1）

【室代T】
出席

補足

保修票H‐OS‐12‐0100について審議。コメントなし。

【Ｉ】

確認

【TL _Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【問題事象Ｂ2】（要因55‐39）

平成２４年１２月に、電気保修課は、不適合報告書「電気・計測制御設備の保

守管理不備について」の対応による有効性評価実施時、トラブルなどの運転

経験から得られた知見について反映すべきであったが、点検・補修等の結果

の確認・評価シート（様式‐３：生産中止等の情報）を確認せず、また発行され

ていた保修票を故障の前兆ととらえず、「設置以来５年間（５９ヶ月）異常の兆

候が見られない」ことを根拠に点検間隔・頻度を１６Ｍから２８Mに変更した

【Ｂ‐28】

【直接要因Ｂ2‐1】（要因55‐40）

電気保修課TLは、平成２４年１２月に実施した有効性評価について、

トラブルなどの運転経験から得られた知見について評価を実施す

べきであったが、生産中止情報はITV設備の外観点検、機能性能

試験に影響がないため、点検報告書の点検実績により評価を行え

ばよいと考え、点検・補修等の結果の確認・評価シート（様式‐３）に

ついての情報を評価する必要はないと判断した 【Ｃ‐28】

【要因55‐41】

平成２４年１２月に、電気保修課は、有効性評

価を行う際にはトラブルなどの運転経験から

得られた知見について実施すべきであったが、

不適合「電気・計測制御設備における保守管

理不備の手続き遅れ（管理番号：12‐24）」にて

未点検機器の個数を、平成24年3月に延長し

た点検間隔・頻度を用いて算出していたため、

そのまま延長を行うしかないと判断した 【Ｄ‐
28】

【要因55‐42】

電気保修課長は、ＱＭＳのルールに則って保守管理の不備に係る不適合管理を適切に

行い、未点検状態を解消することを議論し、適切な情報を提示すべきであったが、適切

な判断に必要な情報の伝達や検討結果の妥当性の確認が十分に行われていなかった

【Ｅ‐28】

【要因55‐43】

電気保修課長は、「保全の有効性評

価」や「表現の適正化」にて未点検の

解消ができない場合には、不適合報

告書を発行した上で、解消できない状

況であることを表明すべきであったが、

もんじゅでは未点検機器を出さないこ

とに傾注していたことが電気保修課の

判断に影響し、未点検機器の調査に

係る意思決定が適切に行われていな

かった 【Ｅ‐29】

【直接要因Ｂ2‐3】（要因55‐45）

電気保修課長は、平成24年12月に実施された有効性評価につい

て、評価作成者が正しいと判断して実施しているものであり、有効

性評価内容のチェック（評価）を行っていなかった 【Ｃ‐30】

【直接要因Ｂ2‐2】（要因55‐44）

電気保修課ＴＬは、予防保全機器である当該設備に対し、

故障を寿命の前兆ととらえるべきであったが、散発していた

保修票を一過性のものととらえ、機能維持に影響がないとし

て評価を行なった 【Ｃ‐31】
再掲

【要因55‐21】

【Ｆ‐8】

再掲

【要因55‐41】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(11/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成25年2月

【Ｉ】

保修票発行:
漏えい監視用

ITVカメラ動作不良

（2/27）

（H‐EM‐12‐0099）

漏えい監視用

ITV設備点検開始

（2/12）

（Q42‐707Y‐12240‐01）

保全計画に基づく

漏えい監視用ITV

設備点検

（24年度）

【Ｉ】

漏えい監視用

ITV設備点検

要領書確認

（決定図書 2/1）

（Q42‐707Y‐12240‐01）

【TL_Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

承認

補足

保修依頼内容：漏えい監視用ITV設備点検にて下記カメラに動作不良が確認されたため、保修願います。

なお映像に問題はなく、動作不良のあったカメラが設置されている部屋には他の健全なカメラにて監視可能な

状態です。

カメラ番号1‐②,8‐①,10‐②,12‐②,16‐①,24‐①,25‐①,30‐③,63‐①,70‐①,73‐②,74‐①,74‐③,79‐② （計14台）

運転上の措置：無

処置希望：通常

備考：－

補足

１）漏えい監視用ＩＴＶ設備の単体機能試験

① 外観据付確認 ② 伝送レベル調整 ③ブースター交換 ④ カメラ映像確認

⑤ カメラ動作確認 ⑥カメラ交換 ⑦設備設定確認

２） 漏えい監視盤とのインターフェース確認試験

【Ｉ】

漏えい監視用

ITVカメラ14台動作不

良確認の旨を説明

（2/27）

【当直長ＡＴ】

確認

（2/27 1直）

（発電課インタビュー結果☆☆☆：課長Ｏ、課長Ｔ（課代Ｔ）、

課代Ｕ（当直長ＣＵ）、当直長ＡＴ、当直長Ｂ、当直長ＣＩ（ＥＩ））

ITV故障多発事象については、電気保修課保修票発行時の

自動配信メール、不適合管理委員会出席者による報告（不

適合管理委員会審議記録の配信メール含む）又は日勤か

ら送付される不適合管理委員会審議記録（当直引継ぎ用の

コピー）等にて知った。

ITV設備に多数の

故障を確認

H25年2月27日：14台

H25年2月28日：20台

【問題事象】

Ａ1：180台設置されているITVカメラのうち、54台が故障したままの状態で放置した

（要因55‐2）【Ｂ-1】

Ａ2：平成２４年２月に同型式のITVカメラが生産中止となっており、交換部品の手配及

び補修ができず、点検計画どおりの機能回復及び機能維持の困難が判明した以降、

同等代替品の選定及びそれに伴う制御プログラムの変更により「補修、取替及び改

造計画」の策定、変更の検討を行うべきであったが、実施しなかった

（要因55-22）【Ｂ-9】

Ａ3：電気保修課は、ＩＴＶ設備について予防保全として点検計画を立てていたが、ITV

カメラ本体の点検項目は外観点検及び機能試験のみであり、機能回復を伴う点検項

目（ITVカメラの定期交換）が含まれていなかった

（要因55-26再掲）【Ｂ10】

Ａ4：電気保修課ＴＬは、平成26年7月のTFへの説明時、ITVカメラ交換を追加するた

め保全の有効性評価を実施する旨を説明しており、速やかに点検計画を改定すべき

であったが、保安検査で指摘を受けるまで点検計画の改定を行わなかった

（要因145-1）【Ｂ-11】

Ａ5：電気保修課は、ITVカメラの生産中止により交換部品の手配及び補修が困難で

あるにも関わらず、点検計画どおりの機能確認ができなくなった際に、不適合を適切

に処理（管理）をしなかった。

（要因55-30）【Ｂ-12】

Ａ7：もんじゅ職員は、ＩＴＶ設備について平成7年の２次主冷却系ナトリウム漏えい事

故対策のひとつとして設置したにもかかわらず、重要な設備とは考えていなかった

（要因55-6再掲）【Ｂ-22】

【頂上事象A】（要因55-１）

ＩＴＶ設備について、故障が頻発してい

るにもかかわらず、機能回復及び機

能維持に向けた保守を行なっていな

かった 【A-1】

（発電課インタビュー結果：当直長ＡＴ）

・当日は、電気保修課担当者が点検により十数台のITV故障が見つかったという報告を受け、故障ITVを識別できる手持ちのリ

ストのコピーを参考に受けとり、それを参考資料として事象をトピックスとして引き継いだはずである。ITV設備は設置されてか

ら大分時間が経ちそろそろ寿命がきてもおかしくはないかいう印象だった。

・部分的に故障していることのチェックはしたが、故障ITVがあるエリアが他のITVにて監視可能か否か（1エリア1台以上のITV
設備があるか）の確認行為は行わなかった。

・保修票に故障カメラ以外に健全な1台以上のカメラにて同エリアは監視可能という旨の内容の記載があったことを確認し安

堵したと思う。担当者からその旨の報告や相談はなく、保修票を発行したという連絡もなかった。

・補修が長期化する旨の情報については、平成25年2月27日に担当者からその旨を聞いたが、既に手配しているだろう、対策

してくれるだろうと思い、相手（電気保修課）の対応に任せようと思った。

保全計画

（第2ｻｲｸﾙRev.11）

施行（2/18）

補足

保全の有効性評価（供用前第2‐0071）改訂1 を反映

（計装担当Ｉ氏インタビュー）

「他の健全なカメラにて監視可能な状態です。」との記載は

私自身で考えたものではなく、当時の電気保修課長から助

言があって記載した記憶がある。当時は、保守管理不備の

対応の真っ最中で、その中でカメラの故障が発生し、何と

か健全性が維持できていることを説明するために助言をも

らい、そんな考え方があるのかと自分の中で納得し、記載

したものである。

計装Ⅱチーム 担当 Ｉ氏インタビュー

・不適合の考えはなかった。その時は保修票対応でカメラ交換の対応

が必要だと考えていた。

・手順書や管理要領については発行する時点で確認したことはない。

・ＱＭＳ文書についてはこういった文書があり、確認することは教育さ

れたが、（具体的な）中身の教育については覚えていない。

補足

・当直長ＡＴは担当者からITV14台故障及び正常復帰は長

引く等（当該事象）の説明を受け、その旨を次直へ引継ぎ

した（プラント状況報告にその旨記載があることを確認）。

次直へ引継

ぎ

（2/27 ）

【要因55‐9】

平成２５年４月まで担当した電気保修課

ＴＬは、平成２５年２月にITV設備の多数

故障を確認したとき、早急に予備品の確

保を行うべきであったが、再度担当者に

対して交換計画検討の指示を出したの

みで、カメラの購入を実施しなかった

【Ｅ‐3】

【要因55‐10】

電気保修課は、平成25年2月

以降にITV設備の故障が発生

したとき、直ちに機能回復を図

るべきであったが、早急な保

修が必要であるとは考えな

かった 【Ｆ‐3】

【要因55‐11】

電気保修課は、予防保全機器であるITV設備

の点検について、その点検間隔/頻度内に機

能維持がなされていることの確認を行うべき

であったが、点検間隔/頻度内に点検を実施

していれば機器の保修が完了していなくとも

よいと誤認していた 【Ｇ‐3】

【要因55‐12】

プラント保全部は、保全技術の継続的

な維持・向上を図るために、新たな知見

や保守経験を蓄積し、保全計画（点検

計画）や要領書に反映するべきであっ

たが、そのような改善につなげる仕組

みが機能していなかった 【Ｈ‐3】

【頂上事象C】（要因159-1）

発電課では、ＩＴＶ設備に対する故障に対し、

運転管理の仕組みが構築されていない【A‐1】

【問題事象】

C1：発電課管理職は、ＩTV設備の位置付けや異

常時の重要性を認識すべきであったが、ITV設

備を重要と捉えていなかった

（要因159-2） 【Ｂ-1】

C2：発電課管理職は、ＩTV設備に要求される機

能が維持されていることを定期的に確認しておく

必要があったが、規制庁に指摘されるまで実施

せずにＩＴＶ設備が多数故障した状態で長期間放

置した

（要因159-7）【Ｂ-2】

C3：発電課管理職は、ＩTV設備が故障した場合

の運転への影響評価について、評価の視点を明

らかにした実施計画書を用いて評価すべきで

あったが、実施しなかった

（要因159-11） 【Ｂ-4】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(12/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

補足

・当日以降の発電課員は当該事象について、保修票発行時

自動配信メール、不適合管理委員会出席者による不適合管

理委員会審議記録の配信メール又は日勤から送付される不

適合管理委員会審議記録（プリントアウト）を用いた当直長引

継ぎ等によって知る機会があった。

（以降、時系列への記載省略）

補足（発電課内マニュアル「課長指示文書管理マニュアル」（抜粋））

６．課長指示文書の種類と発信基準

(1)一時的な運転管理及び運転手順に関する事項。

(2)運転手順書及び運転に関わるマニュアル類の制定、改正の通知。

(3)勤務体制及び変更に関する事項。

(4)設備移管及び変更に関する事項。

(5)各種調査、検討依頼事項。

(6)もんじゅの決定事項及び他室・課長からの通知書等。

(7)その他課長が必要と認めたものであって課外業務に影響を及ぼさない事項。

７．発信手続

課長指示の発信手続きは以下の通りとする。課長指示発信フロー図を添付—1に示

す。

(1) 起案

①．起案はその都度行い、様式は添付−2を使用し、パソコン入力とする。（枚数につ

いては限定しない）

②．発信基準を満足する事項が発生した場合、その業務の担当者は添付−3の記載

注意事項を参照し、課長指示を作成する。

③. 作成担当者は、もんじゅ内での決定事項、他課からの依頼、通知事項等、文書

で依頼、通知があった場合は、本文に同文書（必要部位の抜粋でも可）を添付する。

④．課長は、必要に応じて担当者に起案を命ずる。

補足（発電課内マニュアル「運転手順書シミュレータ確認作業マニュアル」（抜粋））

１．目 的

本マニュアルは、「運転手順書管理要領」（以下「管理要領」という）に基づき、運転訓練シミュ

レータの模擬運転により次の事項を確認することを目的とする。

１）運転手順の妥当性（運転操作の適切性、改正内容の手順書への反映結果等を確認）

２）運転員数の充足性

３．適用範囲

模擬運転確認は、異常時・故障時運転手順書及びプラント起動・停止手順書のうちシミュレー

タで模擬可能な手順を対象とする。また、手順の新規追加や運転操作の流れが変わるような

改正で、模擬運転による確認が有効であると考えられるものを対象とする。模擬運転確認の

要否は、運転手順書の改正担当者が判断し、改正指示票起案時に明記する。

メールによる情報伝達

当直長間での

引継ぎにより

周知

当直より

プラント状況報告

により周知（2/28）

当直より

プラント状況報告

により周知（2/28）

当直より

プラント状況報告

により周知（2/28）

当直より

プラント状況報告

により周知（2/28）

インタビュー結果（プラント管理部長T）

ITV設備は、重要度分類がクラス1～3どれにも

該当しないため、重要な設備ではないと認識し

ていた。

上記のとおりの認識であったため、発電課長

へは何も指示していない。点検中に発行した保

修票であったため、予備品等で対応していると

思っていたかもしれない。

補足

・保修票を発行した時点で、もんじゅ管理職、発電課

運転員、その他申請をした人に保修票内容のメー

ルが自動配信される。

（以降、時系列への記載省略）

再掲

【問題事象C1】（要因159‐
2）【Ｂ‐1】

再掲

【直接要因C1】（要因159‐
3）

【Ｃ‐1】

インタビュー結果（課長O)

故障カメラは動作不良であり、映像

には問題ないと認識していた。

ナトリウム漏えいの判断・対応は、

ITV設備による白煙確認ができな

かったとしても、現場での白煙確認

及び複数のナトリウム漏えい監視

装置の警報の組み合わせによりに

できるし、手順にもそのような記載と

なっているので問題ないと認識して

いた。

上記のとおりの認識であったことか

ら一時的な運転管理及び運転手順

に関する措置（課長指示）は必要な

いと考えていた。

インタビュー結果（課長T（当時、当直

長））

①ITV設備の位置づけについて、保安規

定上はナトリウム漏えい監視装置ではな

いもの、異常時にナトリウム漏えいを判

断する上では現場確認と同等なものとい

う認識である。

①ナトリウム漏えい判断時の一連の対

応の中でITVによる白煙確認は、必須操

作の１つというよりかは複数用意されて

いる判断材料のうちの１つであり、その

機能が一部欠けた（保修票内容により故

障形態が完全な機能喪失ではない）とし

て対応の流れに大きく支障をきたすもの

ではない、全く対応できなくなるわけでは

ないと考えていた。

②平成7年のナトリウム漏えい事故の経

験又は毎年実施するナトリウム消火訓

練により白煙の拡散威力を知っていたの

で、１エリア１台以上のITV設備があれば

異常時の白煙確認という機能は確保で

きるものとして考えていた。

上記①～③の認識であったことから、一

時的な運転管理及び運転手順書に関す

る措置（課長指示の発行）は必要ないと

考えていた。

保修票が発行された際、保修内容に「他

のカメラにて監視可能」という記載がある

のを見て、その判断は妥当であると思っ

た。

インタビュー結果（課代U（当時、当直長）)

手順書の観点でいうと、異常時手順書に

おいてはナトリウム漏えい判断時に白煙

の有無を確認するもので現場確認と同等

な手段（代替手段）であること、巡視点検

手順書にいたってはカメラ個別の点検項

目もないことから比較的重要な設備では

ないという認識であった。

上記のとおりの認識であったため、ナトリ

ウム漏えい判断時に当該エリアの状態を

ITV設備にて見れれば見る、故障等によ

りなければもう一方の確実な直接確認手

段である現場確認をすれば対応できると

いう認識であったので、妥当性確認は考

えなかった。

毎年実施するナトリウム消火訓練時のナ

トリウムエアロゾル（白煙）の拡散威力を

知っていたことから、1エリアのITV設備の

監視機能が喪失したわけではなく、ナトリ

ウム漏えい判断時の白煙有無確認機能

に大きく支障をきたさないと思った。

定期の現場実技訓練又は適宜のOJT等

によりITV設備故障時現場確認のため必

要な簡易耐火服の装着を運転員が習熟

していること及び2つの手段（ITV又は現

場での白煙確認）の内１つの手段が残さ

れていること（単一故障は基本運転員が

持つ想定内である）から、ナトリウム漏え

い判断時にはITV設備が故障していても

滞りなく直接現場に行って状態確認がで

きるという認識であった。

1エリアに1台以上のITV設備があればナ

トリウム漏えいの確認が可能であるとの

判断については、電気保修課発行保修

票の記載内容によって判断した。

当時は、直接的なプラントの安全ばかり

重要視していたし、安全に現場を確認す

るための設備という視点はなかった。

保安規定7.5.2「業務のプロセスの妥当性

確認」は、重要な設備等に対してプロセス

の妥当性を確認し、PDCAを回す必要が

あると認識しており、重要度が低いと思っ

ていたITV設備は対象外と思っていた。

再掲

【問題事象C1】（要因159‐2）

【Ｂ‐1】

再掲

【問題事象C3】（要因159‐11）

【Ｂ‐4】

【要因159‐4】

発電課管理職は、ITV設備が故障した場合、

ナトリウム漏えい時に遠隔で部屋の状況を正

確かつ迅速に確認し、運転員が安全に入室す

るための判断をするにあたって、支障があるこ

とを認識するべきであったが、ナトリウム漏え

い事故やナトリウム消火訓練の経験から、ナ

トリウム漏えい事象は大量の白煙が広がるた

め、1部屋に1台あれば、白煙の有無の確認が

可能であり、当該部屋の漏えい対応が可能と

認識していた

【D‐22】

再掲

【問題事象C3】（要因159‐
11）

再掲

【問題事象C1】（要因159‐
2）

再掲

【直接要因C1】（要因159‐
3）【Ｃ‐1】

再掲

【問題事象C3】（要因159‐
11）

【要因159‐9】

発電課管理職は、ＩＴＶ設備の役割につ

いて遠隔で部屋の状況を正確かつ迅

速に確認でき、運転員が安全に入室す

るための判断に必要である事を認識す

べきであったが、ナトリウム漏えい検出

について保安規定で定められている設

備ではなく、異常時手順書では現場確

認と同等なものであり、重要度が低いと

認識していた 【Ｄ‐2】

再掲

【要因159‐9】

【Ｄ‐2】

【直接要因C3】（要因159‐12）

発電課管理職は、ＩＴＶ設備が故障した

場合、一時的な運転管理の方法を検

討し、運転員に周知すべきであったが、

ITV故障時対応に係るルールが明確化

されていなかった 【Ｃ‐4】

再掲

【直接要因C3】（要因159‐12）

【Ｃ‐4】

【要因159‐13】

発電課長は、設備の故障が起点となって一時

的な運転管理及び運転手順の妥当性を確認

し、措置が必要な場合は運転員に周知する仕

組みを作るべきだったが、ナトリウム漏えい事

故時に運転員の判断を支援し早期対応を可

能とする対策の設備のような、必ずしも重要

度が高くない設備にかかる故障時対応等の

運転管理のルールが明確になっておらず、

QMSの維持管理に関する対応が不足してい

た【Ｄ‐4】

再掲

【要因159‐13】【Ｄ‐4】

再掲

【直接要因C3】（要因159‐
12）【Ｃ‐4】

【直接要因C1】（要因159‐3）

発電課管理職は漏えい対応について、

ＩＴＶ設備の役割を十分に理解すべき

であったが、保安規定で定めるナトリ

ウムの漏えい監視装置（ガスサンプリ

ング型漏えい検出器、CLD、セルモニ

タ、火災感知器）でナトリウム漏えい

検出は可能であり、ITV設備は1部屋

に1台あれば漏えい対応に支障はな

いと認識していた 【Ｃ‐1】

再掲

【直接要因C3】（要因159‐
12）【Ｃ‐4】

再掲

【直接要因C3）（要因159‐
12）【Ｃ‐4】

再掲

【要因159‐4】

【D‐22】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(13/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

室長Ｓ

出席

【Ｉ】

保修票発行:
漏えい監視用

ITVカメラ動作不良

（2/28）

（H‐EM‐12‐0100）

課代Ｔ

出席

【Ｋ】

確認

【Ｏ】

確認

【Ｔ】

確認

【Ｔ】

確認

室長Ｓ

室代Ｎ

出席

【Ｓ】

確認

【部長ＴＹ】

確認

【Ｏ】

確認

確認

課代Ｓ

出席

補足

保修依頼内容：漏えい監視用ITV設備点検にて下記カメラに動作不良が確認されたため、補修願います。

なお映像に問題はなく、動作不良のあったカメラが設置されている部屋には他の健全なカメラにて監視可能な状態です。

（ただしA‐215,A‐262,A‐316室については他に健全なカメラはありませんが、当該カメラで映像監視は可能な状態です）

カメラ番号68‐①,69‐①,70‐②,71‐①,72‐①,72‐②,73‐①,74‐②,75‐①,75‐②,76‐①,76‐②,77‐①,77‐②,78‐①,78‐②,78‐③,79‐①,79‐②,79‐③ （計20台）

運転上の措置：無

処置希望：通常

備考：－

【Ｋ】

確認

【Ｏ】

確認

【Ｔ】

確認

【Ｉ】

確認

【TL _Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【Ｉ】

漏えい監視用

ITVカメラ20台動作不

良確認の旨を説明

（2/28）

【当直長ＥＩ】

確認

（2/28 1直）

補足

・当直長Ｅ Ｉは担当者からITV20台故障（当該事象）及び後日ブースター交換等による復旧対応の説明を

受け、その旨を次直へ引継ぎした（プラント状況報告にその旨記載があることを確認）。

・当日以降の発電課員は当該事象について、保修票発行時自動配信メール、不適合管理委員会出席者

による不適合管理委員会審議記録の配信メール又は日勤から送付される不適合管理委員会審議記録

（プリントアウト）を用いた当直長引継ぎ等によって知る機会があった。

（発電課インタビュー結果：当直長ＣＩ（ＥＩ））

・前日（電気保修課発行保修票H‐EM‐12‐0099（14台故障））の引継ぎと同様な状況下、電気保修課担当者が点検により数十台

のITV故障が見つかったという報告を受け、事象をトピックス（故障は信号系のエラーと思われるため、後日ブースター交換等の

対応により復旧を試みるとの情報も含む）として引き継いだはずである。

・事象の了解はしたが、故障ITVがあるエリアが他のITVにて監視可能か否か（1エリア1台以上のITV設備があるか）の確認行為

は特別行わなかった。また、担当者からもその旨の報告及び当該保修票内容にその旨を記載する等の相談はなく、保修票を発

行したという連絡もなかった。

・はっきりは覚えていないが、平成25年中には補修が長期化する旨の情報を聞いていたと思う。補修については、保修課の状況

（本事象当時は保守管理不備対応等に追われ補修に専念できなかったと思う）・都合も考慮され、優先順位が高いもの（安全上

の重要度高い設備等）から順に行われていくものという認識で、運転側は本事象に伴う特別な対応は不要で問題なく運転管理

できるという認識であった。

１Ｈ25.5へ

電気保修課 計装Ⅱチーム ＴＬ Ｋ氏インタビュー

・平成２５年２月だと思うが、カメラ１４台故障を受け、当該カメラが生産終了であること

及び予備品がないことから、担当者へ交換計画検討の指示を出した。

・当時は保修票で管理されているものと考えており、不適合管理すべきとは考えていな

かった。

不適合管理

委員会

（2/28）

炉主任

出席

課代Ｔ

出席

課代Ｓ

出席

不適合管理

委員会

（3/1）

炉主任

出席

補足（不適合管理要領より抜粋）

表‐1 不適合管理委員会概要

審議・確認事項：（1）不適合に係る事項

①不適合の内容の確認

②不適合報告書の発行の要否の審議

③HE防止検討会の要否の審議

④不適合区分の妥当性の確認

⑤処置担当室課の妥当性の審議

⑥その他不適合報告に関する事項の審議・確認

（不適合報告書の発行）

第6条

不適合発見室課長は、「不適合報告書」を作成し、区分B以上の不適合の場合は所長、区分C以下の不適合の場

合は所管部長又は所管室長の承認を得る。主任技術者等の回付先は、不適合発見室課長が決定する。なお、品

質保証室長から指示を受けた場合はそれに従う。なお、保修票を区分Dの不適合として管理する場合は、不適合報

告書の発行を要しない。ただし、第6条の2（2）特別採用の処置をする場合は、不適合報告書を発行する。

室代Ｔ

出席

室代Ｔ

出席

（インタビュー結果：品質保証室長S）
・旧型カメラが生産中止であり処置に時間がかかることの情報はなかった。ＩＴＶの故障に関して運転管理に関する審議は行っていなかった。

・台数が多かったため「えっ」と思ったが、不適合とはしなかった。悩んだのを覚えているが、電気保修課の「１エリア１台あればいい」という意見

におされてしまった。

・保修票には締めの部分に、運転への影響有無を記載することが通例になっており、原課が書かないと質問がでる。今思うとそれがダメだった

（プレッシャーになっていた）かもしれない。炉主任は不適合管理委員会後すぐ（10:30頃）、検査官へ保修票の説明をしており、その際、運転へ

の影響有無を必ず聞かれるという事情もある。

計装Ⅱチーム 担当 Ｉ氏インタビュー

・一度に多数故障したのは想定外だった。これだけ故障するのは寿命で

あり、今後も故障が出てくると思った。M2型カメラを購入する予定だった

が、金額が高すぎるとコメントが付いたため、購入台数を減らして契約した。

H25.7に再び故障したとき、FTECに代替カメラの検討を依頼した。

再掲

【問題事象Ａ6】（要因150‐1）

【Ｂ-20】

【問題事象Ａ6】（要因150‐1）

不適合管理委員会は、漏えい監視用ITV設備に係

る不適合(14-55)の最初の審議(H26.9.16)において、

不適合の除去方法及びITV設備復旧までの間の特

別採用の方法を検討しなかった 【Ｂ-20】

【要因159‐14】

運転を所管するもんじゅの幹部は、ＩＴＶ設

備が多数故障しており、それに伴う運転管

理の指示を発出するよう指導すべきであっ

たが、運転管理に係る発電課長指示を発

出していない状況を修正できなかった 【Ｄ‐
5】

電気保修課 課長代理 Ｔ氏インタビュー

・同一の部屋でエアロゾルの発生が監視できるよう、1
台あれば、漏えい監視機器としての機能は満たしてい

ると考えていた。不適合管理委員会でも特にコメントは

なかった。

補足

保修票H‐EM‐12‐0099について、以下の審議結果（議事録より

抜粋）を受け、上覧。

・動作不良のカメラは取付けから数年経過しており寿命に近い。

（発電課インタビュー結果：課代Ｓ）

・不適合管理委員会において電気保修課発行の当該保修票が付議された際、故障内容等を聞いているはず

だが、詳細は覚えていない。ただ、故障カメラ以外に健全な1台以上のカメラにて同エリアは監視可能という旨

の内容の記載・紹介（安心材料）があったため、運転管理上に大きな影響はない（そうなんだ）と素直に受け

取ったことで印象に残らなかったのだと思う。

・不適合管理委員会において、関係者からＩＴＶ故障に対する運転管理をどうするか等の議論はなかったと認

識している。

・保修票の内容については当直に対しては保修票コピーを中央制御室に送付し課員についてはメール配信さ

れた議事録を配信することで周知していた。

補足

保修票H‐EM‐12‐0100について、以下の審議結果（議事録より抜粋）を受け、

内容修正後上覧

・健全カメラがない部屋において、映像でカバーできている旨を記載すること。

・ブースターの交換を本日実施する。その結果次第で、昨日の保修票も完了

できる見込みである。



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(14/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成25年3月

月間不適合

管理委員会

（3/12）

課長Ｋ

出席
担当Ｍ

出席

漏えい監視用

ITV設備点検終了

（3/15）

（Q44‐707Y‐12240‐01）

【Ｉ】

漏えい監視用

ITV設備点検

報告書確認

（完成図書 3/28）

（Q44‐707Y‐12240‐01）

補足

修正前後は以下のとおり。

（前）（ただしA‐215,A‐262,A‐316室については健全カメラなし）

（後）（ただしA‐215,A‐262,A‐316室については他に健全なカメラはありませんが、当該カメラで

映像監視は可能な状態です）

【Ｔ】

確認

【Ｉ】

確認
【TL _Ｋ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【Ｓ】

確認

【部長ＴＹ】

確認

【Ｏ】

確認

確認

補足

作業結果： 以下のカメラに異常が確認された。（全てN型）

・システムエラー： 17台（うち4台は交換後、正常）

1‐②,3‐②,8‐①,10‐②,12‐②,16‐①,24‐①,25‐①,30‐③,46‐①,49‐③,61‐④,62‐②,63‐①,70‐①,73‐②,74‐①,74‐③,77‐①,79‐②

・上記カメラのうち、以下4台は映像不良のため、交換

46‐①,49‐③,61‐④,62‐②
なお、予備品がN型2台、M2型3台であった為、健全な54‐②と57‐①をM2型に交換し、取り外したN型2台を不良品と交換。

・原点操作にて原点位置に画角が移動しない： 3台

16‐①,74‐①,74‐③

また、保修票 H‐EM‐12‐0100の計20台についてはブースターを交換することで正常復帰。

補足

特記事項及び考察

・分配器の接点不良が確認された。交換し結果良好。長期使用による劣化が原因と推測。信頼性維持のため分配器の計画的な更新を推奨。

・制御エラーの原因となったブースターの計画的な更新を推奨。

・今回異常が確認されたカメラは全てN型。カメラ製造メーカーの交換推奨時期は7年となっているが、設置後既に7年経過しており、異常原因は

経年劣化と推測。N型カメラはすでに生産終了、修理対応終了となっていることから、交換の際はM2型を使用する必要がある。異常が確認さ

れたカメラのM2型への更新を推奨。

・作業点検等で不具合が確認された場合のため、ITVカメラ及びブースターの予備品補充、分配器の予備品確保を推奨。

・ITV制御盤内蔵機器の中には生産終了となっている機器、後継機がない機器、交換のためソフトウェア更新が必要な機器もある。ITVカメラを

維持出来る新しい監視システムへの計画的な更新を推奨。

保修票管理報告

書の確認

補足

毎月、保守担当課より発行中及び保修完了した保修票について提示される。

（以降、時系列への記載省略）

保全管理課 Ｍ氏インタビュー

保修票管理システムから打ち出されたエクセルデータをもとに、私が作業完了予定などの

入力欄を追記したものをまず作成する。そのエクセルデータの入力欄を空白にしたものを各

設備担当に渡し、設備担当が記入した情報を手打ちでエクセルデータに入力。これを「保修

票管理報告書」と呼んでいる。

とりまとめ業務は一人で行っている。保全管理課長、ＴＬ等他課員からの進捗状況確認等

はない。

課長Ｏ

出席
課長Ｏ

出席

室長Ｓ

室代Ｎ

出席

出席
部長Ｔ

出席

所長Ｋ

出席

所代Ｄ

出席
副所長Ｙ、Ｔ

出席

補足（不適合管理要領より抜粋）

（処置状況の把握）

第14条

品質保証室長は、不適合処置、是正処置及び予防処置の処理状況を「様式‐6不適合管理台帳」によりフォ

ローする。

2 品質保証室長は、月1回、前項の処理状況を委員会（月間不適合管理委員会）に報告する。

ITV設備

巡視点検実施

(3/8)
（Q42‐*Y‐12033‐01）

（H24年度 2回目）

補足

以下のカメラ(14台)に異常有り。動作不良

1‐②,3‐②,8‐①,10‐②,12‐②,23‐①,24‐①,25‐①,30‐③,63‐①,70‐①,73‐②,77‐①,79‐②

補足

委員会資料（当該月（2013年2月）の保修票）にＩＴＶの保修票（H‐EM‐12‐0099及びH‐EM‐
12‐0100） が含まれていた。

以下、審議記録より抜粋

(2)保修票の進捗状況（保修計画課長Ｋ）

①2月の保修票の発行件数は31件であった。2月末現在の保修票の未処置件数は184件で

ある。

②補修区分「至急」の保修票の未処置残件は、6件である。

③補修区分「起動前点検（40%出力）前まで」の保修票は、7件である。

④その他

・検討期間が半年以上となっているものについては、具体的に検討状況等を記載し、状況

がわかるようにすること。（Ｋ所長）

・「検討中」を「水・蒸気系機能確認時」などとして具体的に記載するようお願いする。（炉主

任）

※ＩＴＶの保修票（H‐EM‐12‐0099及びH‐EM‐12‐0100）については、特に議論なし。

室代Ｔ

出席

（インタビュー結果：炉主任）

（ＩＴＶが多数故障し、早期に復旧できないこと

を認識したのは）平成26年7月28日の不適合

管理委員会。

（インタビュー結果：保全部長Ｔ）

・当時（監視用ITV問題発覚以前）は部として刈り取りの仕組みがな

かった。問題が発生しているか否かも含めて、下が上げてこないと状

況が分からなかった。部として刈り取れとの指示もしていなかった。

・（ＩＴＶが多数故障し、早期に復旧できないことを認識したのは）平成

26年7月頃。（最初に故障が多発した）平成25年2月頃は、保守管理

不備の対応に追われて、認識していなかった。

（インタビュー結果：品質保証室長Ｓ）

保修票のリストは会場の場で渡されるので、あまり見ていなかった。認識も

低かったと思う。前月に発行された保修票や処置希望が「至急」となってい

るものは、意見がよく出たが、それ以外は意見が出なくなる。

（インタビュー結果：Ｔ室代）

・ITVの補修がなされていない状況が長期間継続していること、頻

発していることに気付いていなかった。保安検査等で指摘を受け

て気づいた。

・ITVの補修がなされていない状況が長期間継続していること、頻

発していることが議論されたことはなかった。

・未完了の保修票全てを網羅するようなフォローおよび頻発傾向

にある保修票の有無のフォローは行っていなかった。

・保修票に関する審議は30分程度。説明は保修計画課長（現、

保全管理課長）が行っていた。当該月発行や「至急」案件を中心

に議論は行われていたが、議論のポイントが明確でなく、個人の

感性に頼っていた。

（インタビュー結果：保修計画課長Ｋ）

・保修票管理報告書に全ての未完了案件が記載されていないのは、毎月ほとんど

進展がないためである。

・ITVが長期間補修されていないとか、故障が頻発しているといった議論はなかった。

・月間不適合管理委員会はあくまで状況の報告であり、助言や指導する立場で、保

修票の責任は保守担当課にある。そもそも仕組みとして、日々行われている不適合

管理委員会が不適合の管理を確実に実施する審議体であると認識している。

・保修票の処置状況を提示する意義とは、保守担当課が放置しないよう、認識させ

ること。

・個々の保修票については、部長レベルが議論する話ではなく、課長クラスが指示

するべきものと認識していた。

【要因149‐1】

もんじゅ幹部が出席する月間不適合

管理委員会は、保修票の処置状況を

レビューしていたにも関わらず、ＩＴＶ設

備の保修票が複数発行されている状

況に対し、不適合管理の実施や補修、

取替計画の策定等、適切な対応を指

示できなかった 【Ｃ‐17】

【直接要因Ａ5‐3：要因149‐2】

品質保証室長は、月間不適合管

理委員会において、保修完了まで

に長期間を要しているものがない

か、頻発しているものがないかな

どの確認を行うよう不適合管理要

領で明確にすべきであったが、確

認・審議ポイントを明確にしなかっ

た 【Ｄ17】

【要因149‐3】

品質保証室長は、月間不適合委員会

が保修票の処理状況を所長に報告す

る場であり、議論する場ではないと考

えており、不適合管理要領で明確に保

修票の処理状況をフォローする場と位

置付けていなかったため、月間不適合

管理委員会が保修票の処理状況につ

いて確認や審議を行うようになってい

なかった 【Ｅ17】

【要因149‐4】

月間不適合管理委員会の委員であるもんじゅ

幹部は、未処理の保修票の存在が、もんじゅ

の課題として認識した上でその措置について

適切に保守担当課へ指示する必要があったが、

会議体の責任と権限が明確でなく、実施義務

を認識しておらず現場との連携が不足し保守

管理のガバナンスが機能していない 【Ｆ‐17】

【要因149‐5】

ＩＴＶカメラ故障の頻発に係る保修票

が発行された平成25年3月の月間不

適合委員会にて報告された保修票の

未処置件数は合計約200件あったが、

審議時間は説明時間も入れて約30分

間程度しかなく、毎月進展のない保

修票も多かったので、保修区分「至

急」に該当する数件の説明を優先し

て「通常」であったＩＴＶカメラは説明さ

れなかった 【Ｄ‐18】

【直接要因Ａ5‐4】（要因149‐6）

保修計画課は、月間不適合管理委員

会において、未完了の保修票全ての

処置状況のフォローを確実に行うべ

きであったが、「至急」等の特化された

区分の保修票について説明を行い、

ITV設備は当該月発行の保修票のリ

ストの中で提示したのみで、刈取りを

実施していなかった 【Ｅ‐18】

【要因149‐7】

もんじゅは、発行された保修票の処

置状況等について管理し、確実に

処置を行って設備の安全を確保す

べきであったが、保修票について

保修方針、進捗、機器毎の故障履

歴の蓄積と故障傾向等を管理する

仕組みがなかった 【Ｆ‐18】

【直接要因Ａ5‐5】（要因149‐8）

月間不適合管理委員会に向けて保修票の処置状況

を取りまとめる保修計画課は、故障が頻発傾向にあ

る保修票を把握して説明を行うべきであったが、故障

が頻発傾向にある保修票の有無についてインプットを

行っていなかった 【Ｄ‐19】

【要因149‐9】

保修計画課は、保修票管理システムからのデータを

もとに、月間不適合委員会へ提出する「保修票管理

報告書」を取りまとめ、作成に当たり保守担当課から

の保修票の処置についてその進捗状況を確認する

ことはなかったため、保修票の発行時に、過去の保

修票を調べて、頻発傾向にないかの確認を行ってい

なかった 【Ｅ‐19】

【（要因149‐10】

保修計画課は、月間不適合委員会に提出する「保修票

管理報告書」について保全部の取りまとめとして故障機

器の処理状況について管理を行うべきだったが、事務

局としての作業に徹し、もんじゅ全体の保修状況につい

ての管理を行っていなかった 【Ｆ‐19】

再掲

【要因55‐21】、【Ｆ‐8】

再掲

【問題事象Ａ5】（要因55‐
30）

【Ｂ‐12】

インタビュー結果（課代U）

保修票をフォローするしくみは

なかった。対象設備が故障し

ていると不便になる等、支障を

きたす設備については保修の

催促をするが、その他の保修

票については、課長や当直長

が気が付いたときに保守担当

にいう程度だった。

基本的には、保修票のフォ

ローについては保守担当課が

するべきだと思っているし、実

施していると思っていた。

【直接要因Ｃ2‐2】（要因159‐10）

発電課長は、ＩＴＶの保守対応に

ついて適宜フォローすべきであっ

たが、対応を保守担当部署にま

かせきりであった 【Ｃ‐3】

インタビュー結果（課長T）

未保修の保修票について、発

電課内にフォローするしくみは

ない。

発電課はプラントの管理をして

いるのだからフォローしなけれ

ばならないと思う。ただ、現在

はプラント停止中なので、フォ

ローする範囲が限定されてい

たかもしれない。

保修票フォローの責任につい

て、発電課としては、保修票を

発行しているのだから早く直し

てほしいと思っているし、基本

は、保守担当課だと思う。

再掲

【要因159‐10】

【Ｃ‐3】

再掲

【要因159‐9】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(15/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成25年4月

☆

室長Ｓ

室代Ｎ

出席

保守管理不備

に係わる

総点検作業

開始

（H25.4～H25.9）

補足

ブースターを交換し結果良好。経年劣化と推定される。

【Ｉ】

保修票完了

報告書発行

（4/8）

（H‐EM‐12‐0100）

（H‐OS‐12‐0100）

【TL _Ｆ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【室長Ｏ】

確認

【部長ＴＹ】

確認

【部長Ｔ】

確認

【炉主任】

確認

【室長Ｓ】

確認

月間不適合

管理委員会

（4/11）

課長Ｋ

出席
担当Ｍ

出席

課長Ｏ

出席
課長Ｏ

出席
出席

部長Ｔ

出席

所長Ｋ

出席

所代Ｄ

出席
副所長Ｙ、Ｔ

出席

補足

委員会資料（保修管理報告書）には、未処置件数、当該月発行の保修票リスト、

補修区分「至急」の保修票リスト、補修区分「起動前点検（40%出力）前まで」の保

修票リスト等が含まれていたが、前々月に発行したH‐EM‐12‐0099 および H‐EM‐
12‐0100 はこれらの条件に合致せず、資料に含まれていなかった。

また、ＩＴＶ設備について特に議論はなかった。

室代Ｔ

出席

電気保修課TL交代

Ｋ → Ｆ

（H25.4）
計装Ⅱチーム ＴＬ Ｆ氏インタビュー

カメラ生産終了に関する引き継ぎはなかった。当時は保守管理不備

対応のため急遽電気保修課内チーム編成を大きく変えた（3チームか

ら6チームへ）。自らも別設備の担当であったところ、当該設備のTLと
なった。加えて保守管理不備の総点検対応、工程や契約の対応に追

われ、詳しく聞くこともできなかった。

【要因55‐13】

平成２５年４月まで担当した電気保修課ＴＬは、

平成２５年４月の所属変更時、後任にＩＴＶ設

備の生産中止情報を引き継ぐべきであった

が、保守管理不備対応による業務多忙で

あったことから、ITVカメラ生産終了に関する

具体的な引き継ぎを実施しなかった 【Ｅ‐4】

【要因55‐14】

電気保修課ライン職は、課員が抱える業務上の課題を共有し課題解決に向けた指導や支援を行

う必要があったが、保守管理不備の対応で忙しく、ＩＴＶ設備の点検管理に係る状況や過去の保修

票発行実績について保守担当と共有しておらず、ＩＴＶ設備の代替品手配などの機能回復に向け

た取組みが十分でなかった 【Ｆ‐4】

再掲【要因55‐10、】【Ｆ‐3】

再掲

【問題事象Ａ5】（要因55‐
30】

【Ｂ‐12】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(16/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成25年7月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成25年8月

課代Ｔ

出席

課代Ｓ

出席

室長Ｓ

出席

【Ｉ】

保修票発行:
漏えい監視用

ITVカメラ動作不良

（7/22）

（H‐EM‐13‐0023）

【Ｆ】

確認

【Ｏ】

確認

【Ｔ】

確認

【Ｔ】

確認

【Ｓ】

確認

【部長ＴＹ】

確認

【Ｏ】

確認

確認

【Ｉ】

確認

【TL _Ｆ】

確認

【課代Ｔ】

確認

【課長Ｏ】

確認

【Ｉ】

漏えい監視用

ITVカメラ動作不良確

認（7/22）

【当直長Ｂ】

未確認

（7/22 1直）

補足

・当直長Ｂは、担当者からITV10台故障（当該事象）の説明を受けた記憶はなく、当日の担当者情報による次直への直接的な

引継ぎはしていない（運転日誌、プラント状況報告等に当該事象に関する記載がないことを確認）。

・当日以降の発電課員は当該事象について、保修票発行時自動配信メール、不適合管理委員会出席者による不適合管理委

員会審議記録の配信メール又は日勤から送付される不適合管理委員会審議記録（プリントアウト）を用いた当直長引継ぎ等に

よって知る機会があった。

（発電課インタビュー結果：当直長Ｂ）

当日当直長だったが、その際に電気保修課担当者とITV故障に関する直接

のやりとりは覚えていない。

（品質保証室長Ｓ インタビュー結果 再掲）

旧型カメラが生産中止であり処置に時間がかかることの情報はなかった。

ＩＴＶの故障に関して運転管理に関する審議は行っていなかった。

ITV設備に多数の

故障を確認

H25年7月22日：10台

再掲

【問題事象A１）（要因55‐2）

【Ｂ‐1】

【直接要因Ａ1】（要因

55‐3）

電気保修課は、ITVカメ

ラの予備品を計画的に

確保しておくべきであっ

たが、交換に必要な台

数を確保していなかった

【要因55‐5】

平成20年7月まで担当した電

気保修課TLは後任者にITVカメ

ラの生産中止情報を的確に引

き継ぎ、後継機選定作業等を

早期に実施させるべきであっ

たが、汎用品であることや耐久

性を要求されていないことなど

からITVカメラの重要度は低い

ものと考えていたので引き継ぎ

項目に含めなかった 【Ｅ‐1】

【要因55‐4】

電気保修課TL及び担当者はITVカメラ運用

開始時点(平成19年3月）にITVカメラの生産

中止を把握していた、また平成20年4月に

メーカ報告資料にてカメラの生産中止とそ

の対策を把握していた、さらに平成24年2月

メーカ点検報告書でカメラ生産中止と更新

目安が7年程度であることが報告されるなど、

代替品の選定あるいは予備品の購入を行

なって故障に備える期間が十分にあったの

にもかかわらず平成21年までに、少数(11台

＋4台）の予備品を入手しただけでそれ以上

の対応は行なわなかった 【Ｄ‐1】

【要因55‐16】

平成25年4月からＩＴＶ担当となった

電気保修課ＴＬは、平成25年7月に

保修票の発行及び生産中止情報の

認知をした際、予備カメラの購入手

続きを早期に実施すべきであったが、

予算がつかない印象があったため

大規模な更新計画までは検討せず、

次回の定期設備点検時に故障した

ものを交換する計画とした 【Ｅ‐6】

再掲

【頂上事象A】（要因55-１）

ＩＴＶ設備について、故障が

頻発しているにもかかわら

ず、機能回復及び機能維持

に向けた保守を行なってい

なかった

【A-1】

再掲

【要因55‐10】、【Ｆ‐3】

計装Ⅱチーム ＴＬ Ｆ氏インタビュー

平成25年7月にITV巡視点検が実施されたとき、保

修票が発行され、当該カメラの生産中止を知った。

１

【TL _Ｆ】

別機種の選定を開

始

Ｈ25.2から

【担当 Ｉ 】

発注仕様書作成

（M2型）

計装Ⅱチーム ＴＬ Ｆ氏インタビュー

平成25年7月に当時の設備担当者がH25年2月の保修票

対応にて当該カメラ（M2型）の発注仕様書を作成したが、1
台100万以上と高額であった為、より安価なカメラを検討す

るため、別機種の選定に移行した。

電気保修課 課長代理 Ｔ氏インタビュー

・旧型カメラの生産中止は（保安検査の）指摘を受けて初めて知った。担当から相談は受

けていないが、H25年7月に保修票が発行されたときは、H25年2月にも同様の保修票が

あったと思いだした。どちらも同セル室内に1台以上のカメラがあればエアロゾルの監視

は可能という電気保修課スタンスがあったため、当時はそれでよいと考えた。

・（スタンスについて、）電気保修課に来る前は当直長であったが、当該設備の運用開始

から、運転員としてもカメラが複数台ある部屋であれば切り替えればよいし、映像が映っ

ているなら首ふり機能がなくともエアロゾルは見えるという感覚であった。当該設備の保

修票が発行された際、代替カメラがあれば監視機能としては問題ないという話を担当とし

た。上と議論は行っていないが、不適合管理委員会では皆納得している。一度保修票の

テンプレートが出来上がれば、後に出る保修票はそれに従って作成される。

補足

保修依頼内容：ITV設備巡視点検にて下記のカメラに動作及び映像異常が確認されたため、補修願います。

動作不良が見られたカメラが設置されている部屋には当該カメラ以外に制御可能なカメラにて監視可能な状態で

す。ただしA‐134室については制御可能なカメラ無く、映像監視のみ可能な状態です。

・該当カメラ番号：1‐①,7‐①,17‐③,26‐②,27‐③,44‐①,45‐①,45‐②
映像に異常が確認されたカメラは映像が黄色がかった状態で制御には異常ありません。また、映像は黄色がかっ

ていますが漏えい監視機能に問題はありません。

・該当カメラ番号：25‐②,84‐①
運転上の措置：無

処置希望：通常

備考：－

不適合管理

委員会

（7/23）

炉主任

出席

補足

保修票H‐EM‐13‐0023について審議。以下のコメントにより、保修票

の記載を修正。

・カメラ不良における監視範囲の死角はない。

ITV設備

巡視点検実施

(7/22)
（Q42‐*Y‐13036‐01）

（H25年度 1回目）

補足（点検記録より抜粋）

・故障内容：映像映らず 点検開始時「システムエラー発生」

1‐①,8‐①,12‐②,17‐③,24‐①,25‐①,26‐②,30‐③ → JAEA対応内容：カメラ本体の不良であり、カメラの交換を実施する。

7‐①,27‐③,44‐①,45‐①,45‐②,63‐① → JAEA対応内容：カメラ電源のON/OFFにより正常に復帰し、経過観察中、カメラ交換を検討

する。

・故障内容：正確なカラー映像出ず（黄色い映像）

25‐②,84‐① → JAEA対応内容：カメラ本体の不良であり、カメラの交換を検討する。

【要因55‐6】、【要因160‐1】

もんじゅのITV設備に関する

認識は、保安規定に定める

ナトリウム漏えい検出設備で

はないが、異常時運転手順

で白煙確認に用いる運転員

の支援用装置であり、安全上

はそれほど重要なものではな

く、ＩTVは、運転する上であっ

た方が良いが、なくても安全

上の問題はないと考えていた

【Ｆ‐1】

【要因55‐7】

もんじゅの職員は、ITV設備がナトリ

ウム漏えい事故対策の一環として、

運転員が状況をリアルタイムで把握

し、現場への入室の判断等を速や

かに行えることを目的とする重要な

役割を持った設備であると認識し、

経年化を考慮したITVカメラの交換等

適切な点検計画を策定すべきであっ

たが、保安規定に定める漏えい監

視装置ではないことから、設置当初

から、当該設備がなくとも安全上の

問題はないと考え、設備機器の機能

と整合した点検内容とする検討が十

分でなく、適切な点検計画とする段

取りが不足していた 【Ｇ‐1】

電気保修課 課長代理Ｔ氏インタビュー

・EM-13-0023の保修票については、「死角はないと記載せよ」と

指示されたのではなく、「死角はないのか」といった問いかけに対

し、「当該カメラの動作（首ふり）に不良はあるが、映像には異常

はない」こと及び「同セル室内に健全な複数のカメラが存在する」

ことにより、問題ないと答えたということと思われる。

室代Ｔ

出席

保修票

H‐EM‐13‐0023
発行

電気保修課担当引

継

Ｉ → Ｙ

計装担当者 I氏インタビュー

・ＩＴＶの故障が直接プラント運転に影響を与えるわけではない。所掌していた設備には、非常用ディーゼ

ル 発電機や機器冷却系等故障がプラント運転に重大な影響を与える設備があり、これらに比べるとITV
の優先度はどうしても低くなる。この重要性については個人的な判断

・ナトリウム漏えい監視用ITVが現場監視用ではなく、ナトリウム漏えい監視用であることは名称から理解

していた。ただし、対外的約束事項として、国や地元にITVの設置を報告したことは知らなかった。

補足 （引継資料抜粋）

ナトリウム漏えい対策の際、設置された当初のカメラ（Ｎ型）は現在生産中止で修理も受け付けていません。代替はＭ２型で、サイズが大型になるため、

場所によってはＮ型から交換できない。その際はどこか別のＮ型カメラをＭ２型に交換して、取外したＮ型で交換する必要がある。

・Ｎ型カメラは設置から１０年以上経過しており、比較的温度の高い場所で連続使用されているため、そろそろ寿命がきている様子。

・出来るだけ早い段階で交換していかなければならないが、サイズアップと金額がネックになっており、他に対応できるカメラがないか検討も進める必要

がある。

上記２件ともカメラの交換を検討し、契約手続きを進めたがメーカー推奨のカメラ1台の単価が高額であり、他に代替カメラがないかFTECに調査を依頼中。

・ＦＴＥＣからの中間報告では、現状のカメラから他社のカメラに変更する場合、ソフトとハードの両面で何らかの改修が必要との回答があった。

計装Ⅱチーム 担当 Ｉ氏インタビュー

・一度に多数故障したのは想定外だった。これだけ故障するのは寿命で

あり、今後も故障が出てくると思った。M2型カメラを購入する予定だった

が、金額が高すぎるとコメントが付いたため、購入台数を減らして契約した。

H25.7に再び故障したとき、FTECに代替カメラの検討を依頼した。

計装Ⅱチーム 担当 Ｉ 氏インタビュー

（生産中止について）保修票を発行する時点で報告しま

した。上司からの指示についてはあまり記憶にありませ

ん。

計装担当者 Ｙ氏インタビュー

・ITVに関する引き継ぎ事項としては、当該設備の故障について、故障が軽い場合、

電源ON/OFFを行うことで正常復帰する。しかし、だんだん故障がひどくなってきて

おり、電源ON/OFFで治らないものも出てきているという内容だった。しかし、その故

障が経年劣化による機器寿命の兆候であるといった認識はなく、あくまで一過性

のものであるという認識であった。

・ITVの位置付けについては、単にカメラが設置されている部屋を監視するもので、

Na漏えいと関連して重要であるという認識はなかった。

【要因55‐17】

電気保修課管理職は、平成24年2月

のITV設備点検結果をまとめた様式

‐3においてＩＴＶカメラが生産終了、後

継機種がないこと、これに代わる手

段として代替カメラ（Ｍ2）を購入する

ことを記載してあることを踏まえ、予

備機確保を指示すべきであったが、

対応しなかった 【Ｄ‐7】

【要因55‐18】

電気保修課管理職は、様式‐3作成者として捺印しているが、ＩＴＶカメラについて生産終

了、後継機種がない等の「提案・推奨・改善内容」になっていることを意識しなかった

【Ｅ‐7】

【要因55‐19】

プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知見や様式‐3に記載されている「提案・

推奨・改善内容」などの保守経験に基づき、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そのような

改善につなげる仕組みが機能していなかった 【Ｆ‐7】

【要因55‐20】

平成25年10月に赴任した電気保修課長は、平成26年7月の保修票発行時、ＩＴＶ設備の機能回復を図るよう指

示すべきであったが、ＩＴＶ設備の対応については課長代理に任せており1部屋に1台カメラあれば問題ない、他

のカメラで監視可能であり保修票を発行した発電課も同様の認識であるとの説明に疑問を持たなかった 【E‐8】

【要因55‐21】

電気保修課長及び保修計画課長は、保守管理業務の内容を自ら確認して業務を確実にすべきだったが、

自ら行うべき役割、職務と責任の自覚が不足しており、担当者に業務を任せっきりにして、その計画や実施

結果を自ら確認しておらず、ラインとしてのフォローやチェックができていなかった 【F‐8】

再掲

【要因55‐6】、【Ｆ‐1】

再掲

【要因55‐14】、【Ｆ‐4】

【問題事象Ａ6】（要因

150‐1） 【Ｂ-20】

再掲

【要因159‐14】

【Ｄ‐5】

（発電課インタビュー結果：課代Ｓ）再掲

不適合管理委員会において、関係者からＩＴＶ故

障に対する運転管理をどうするか等の議論はな

かったと認識している。

再掲

【要因55‐14】、【Ｆ‐4】
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品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成25年9月

平成25年10月～11月

平成26年1月

平成26年2月

核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に

関する法律第36条第1項

の規定に基づく保安のた

めに必要な措置命令に

ついて（平成25年5月29

日 原管Ｐ発第 1305293 

号）」に対する結果報告

（その１）を国へ報告

(9/30)

後継機種の選定完了

月間不適合

管理委員会

（8/12）

メーカー

打ち合わせ
計装Ⅱチーム ＴＬ Ｆ氏インタビュー

保守管理不備対応に追われ、平成25年10月にメーカー（パナソ

ニック）との代替機種についての打合せを行った。それとは別に、

平成25年11月に協力事業者（FTEC）よりシステム設計メーカー

（日立国際）から代替機種の紹介を受け、代替機種を決定した。

【室長】

保全計画改善

実施計画書

起案

【部長】

確認・審査

【部長】

確認・審査

【室長】

確認・審査

【室長】

確認・審査

【所長代理】

確認

【所長】

承認

課長Ｋ

出席
担当Ｍ

出席

課長Ｔ

出席
課長Ｏ

出席

室長Ｓ

室代Ｎ

出席

出席
部長Ｔ

出席

所長Ｈ

出席

所代Ｄ

出席
副所長 I,T,Y

出席

課代Ｓ

出席

補足

委員会資料（当該月（2013年5月）の保修票）にＩＴＶの保修票（H‐EM‐13‐0023）が含まれていた。

以下、審議記録より抜粋

(2)保修票の進捗状況（保修計画課長Ｓ）

①7月の保修票の発行件数は27件であった。7月末現在の保修票の未処置件数は171件である。

②補修区分「至急」の保修票の未処置残件は、1件である。

③補修区分「起動前点検（40%出力）前まで」の保修票は、6件である。

④その他

・H‐EM‐13‐0023 「漏えい監視用ＩＴＶカメラ不良」（電気保修課）

→予防保全として計画的に取替えることとなっているのか。（品証室長）

１台あたりの金額が高価なため、汎用品が使用できないか検討中である。（電気課長）

カメラ代替機種

の選定

保全計画改善

実施計画書

制定（1/28）

補足 （保全計画改善実施計画書抜粋）

第1条（目的）

本計画は、高速増殖炉研究開発センター課題発生時対応要領に基づき、平成25年11月19日付けで原子力規制委員会に報告した保全計画の見直し（Rev15）に

対して、誤りが確認されたことを踏まえ、品質管理において重大な課題と認識し、保全計画の徹底的な確認と見直しすることを目的とする。

第5条（体制）

本件に係る体制は、作業を円滑に進めるため、保全計画改善タスクフォース（以下「タスクフォース」という）と保全計画改善作業チーム（以下「作業チーム」とい

う）、もんじゅ保全計画改善検討委員会及び進捗確認会で構成し、責任者は所長とする。

2.タスクフォースは、所長代理Ｙ、運営管理室長Ｏ、プラント保全部長Ｔで構成する。事務局はプラント保全部保修計画課とする。

第6条（役割）

タスクフォースの役割は次のとおりとする。

（1）作業方針の策定と作業計画の確認

（2）作業計画に基づく作業の進捗管理

（3）保全計画の確認

（4）作業要領の確認

（5）作業結果の確認

（6）機構大へ報告すべき事項の選定・精査

ITV設備

巡視点検実施

(2/24)
（Q42‐*Y‐13036‐01）

（H25年度 2回目）

補足

次の事象が確認された（保修票発行済）

・システムエラー発生： 1‐①,8‐①,12‐②,16‐①,17‐③,24‐①,25‐①,26‐②,27‐③,30‐③,44‐①,45‐②
・残像が残る： 7‐①,73‐②
・正常なカラー映像出ず（黄色い映像）： 25‐②
・水平動作不良： 63‐①,70‐①,73‐②

対応内容：故障しているカメラの交換を計画する

再掲

【問題事象Ａ5】（要因55‐30）

【Ｂ‐12】

計装Ⅱチーム ＴＬ Ｆ氏インタビュー

保守管理不備対応に追われ、平成25年10月にメーカーとの代

替機種についての打合せを行った。それとは別に、平成25年11
月に協力事業者よりシステム設計メーカーから代替機種の紹介

を受け、代替機種を決定した。

平成26年度実施予算に組み入れ

（平成26年2月頃）
※1

Ｈ26.6.4へ

（品質保証室長Ｓ インタビュー結果）

平成25年8月の月間不適合委員会でのやり

とりについては、覚えていない。
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品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成26年4月

平成26年5月

【ｍ】

確認

【Ｓ】

機械保修課長

確認（4/28）

【Ｎ】

燃料環境課長

確認（4/30）

【Ｋ】

施設保全課長

確認（5/1）

【Ｍ】

安全管理課長

確認（5/1）

【部長ＴＹ】

確認

（5/1）

【Ｔ,Ｇ】

確認

確認

（5/2）

補足

1．適用範囲： 40%出力プラント確認試験終了まで（供用開始前第２保全サイクル）の有効性評価、不適合報告書の特別採用に係わる

技術的評価の妥当性の再確認に適用する

2．目 的： 保安検査のコメント内容を踏まえ、保全の有効性評価、不適合報告書の特別採用に係わる技術的妥当性を確認する。

10．1 保全の有効性評価、不適合（特別採用）に関する保安検査のコメントを踏まえて妥当性を確認する。コメント内容は次のとおり。（一部抜粋）

・コールドトラップドレン弁で、点検技術の進歩により非分解で定量的な摩耗状況の確認が可能な機能診断技術が確立してきたことから

分解点検手法の一つとして機能診断技術を採用したが、各種知見に基づく検証等が十分実施されていなかった。

11．2．1 「保全の有効性評価」の技術的妥当性の再確認： 確認の観点は以下のとおりとする

・保全の有効性評価が保全活動から得られた各種知見（保全活動管理指標の監視結果、機器等稼働状況・点検状況の結果、保全

データの推移及び経年劣化の長期的な傾向監視の実績、トラブルなどの運転経験、他プラントのトラブル及び経年劣化傾向に係わる

データ、リスク情報及び科学的知見）に基づく検証等が十分に行われており、技術的に妥当か？

・点検間隔を変更する場合は、技術的根拠（点検及び取替結果の評価、劣化トレンドによる評価、類似機器等のベンチマークによる評価、

研究成果等による評価）のもと実施しており、技術的に妥当か？

【確認手順】

①確認者（設備担当者）による記録の充足性確認

②設備担当チームリーダーによる記録の技術的妥当性確認

③電力支援者による記録の技術的妥当性助言

④原子炉主任技術者による記録の技術的妥当性確認

⑤保守担当課長による確認

【B3】

確認

（4/28）

保全の有効性評価、

不適合報告書の特

別採用に係わる技

術的妥当性の再確

認

作業要領書

制定

（5/20承認）

【課代Ｔ】

確認

【担当Ｋ】

作成

補足（平成25年度（第4回）保安検査報告書より抜粋）

平成25年5月に実施された保全の有効性評価に基づき、コールドトラップドレン弁の保全方式を「分解点検」から「分

解点検又は機能診断」に、点検間隔を52Mから124Mに変更していた。保全の有効性評価の内容を確認したところ、機

能診断の導入の根拠として「近年、点検技術の進歩により非分解で定量的な摩耗状況の確認が可能な機能診断技術

の技術が確立してきたことから分解点検手法の一つとして機能診断技術を採用する。」との記載のみであり、この他に

保全の有効性評価に係るエビデンスは無かった。

上記の事実は、保安規定第3条（品質保証）及び第103条（建設段階における保守管理計画）に違反するものと判断

する。

補足（平成26年度（第1回）保安検査提出資料より抜粋）

【コールドトラップドレン弁の有効性評価と点検間隔／頻度について】

保安検査官より、機構の行った保全の有効性評価は不十分であるとの判断が示され

た。機構では、これまでの反省から「点検計画改善作業計画書」に基づき保全計画の

見直しを実施することとしており、その中で供用前第2保全サイクルに発行済みの保

全の有効性評価の技術的妥当性を「保全の有効性評価、不適合報告書の特別採用

に係る技術的妥当性の再確認作業要領書」により確認し、不十分であれば不適合管

理を行い、必要なものは再点検を行うこととしている。

【ＴＵ】

承認

（5/20）

保全の有効性評価、

不適合報告書の

特別採用に係わる

技術的妥当性の

再確認作業

開始（5/22～）

補足

安全技術検討会には付議していない

【保修計画課】

説明会の開催

【保修計画課Ｕ】

メールにより説明

会の周知（5/21）

【課長B3】

メール受領

（5/21）

【電気保修課担当】

説明会に出席

【保修計画課Ｕ】

要領書改訂の

周知

【課代W】

メール受領

（5/21）

【ＴＬ_Ｙ、ＴＬ_Ｆ】

メール受領

（5/21）

【課長B3】

メール受領

【課代W】

メール受領

【ＴＬ_Ｙ、ＴＬ_Ｆ】

メール受領

補足（改定内容抜粋）

・保守担当課長の確認内容の追加（進捗に応じてチームリーダに確認）

・チェックシートを追加
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品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成26年6月4日

【Ｙ】

漏えい監視用

ITV設備点検

（直営作業）

要領書確認

（Q42‐707J‐14069‐01）

【Ｆ】

確認

【W】

確認

【B3】

承認

（5/21）

漏えい監視用

ITV設備点検

（直営作業）

実施

（5/26）

（Q42‐707J‐14069‐01）

【Ｙ】

漏えい監視用

ITV設備点検

（直営作業）

報告書確認

（完成図書 5/28）

（Q44‐707J‐14069‐01）

補足

カメラ2台交換 1‐②,3‐② N型→N型

補足

作業範囲

カメラ（1‐②,3‐②）、ITV操作卓、ITV制御盤

作業内容

・カメラ映像確認

・カメラ動作確認

・カメラ交換：

映像あるいは動作確認において異常がみられ、交換が必要な場合

は

予備のカメラと交換する。

・ITV操作卓映像ｊ確認

・ITV制御盤電源電圧、動作確認

【Ｆ】

確認

【W】

確認

【BＳ】

承認

補足

作業結果： 点検対象の2台のカメラ（1‐②,3‐②）の交換を実施し、カメラの動作が正常であることを確認した。

点検の結果各機器とも判定基準を満たしていることを確認した。

保全計画改善

実施計画書

改正1

補足 （保全計画改善実施計画書 第1次改正版 抜粋）

改正内容

・平成25年度第4回保安検査における指摘を踏まえ、点検が不十分な機器の抽出と再点検及び再点検を踏まえた

保全計画の見直しを実施する。

第5条（体制）

2.タスクフォースは、所長代理Ｄ、所長代理Ｙ、運営管理室長Ｏ、プラント保全部長Ｔで構成する。事務局はプラント

保全部保修計画課とする。

第6条（役割）

タスクフォースの役割は次のとおりとする。

(1) 作業チームが作成した作業計画書の確認

(2) 作業チームが作成した作業要領書の確認

(3) 機構大へ報告すべき事項の選定・精査

H26年度

電気設備点検

一括契約起案

補足 （仕様書 抜粋）

別添10
2.1 707系 漏えい監視用ITV設備点検

(1) 外観検査 (2) 伝送レベル確認及び調整 (3) ブースター交換（調整が及ばない場合、JAEA支給品）

(4) カメラ映像確認 (5) カメラ動作確認 (6) 設備設定確認 (7) インターフェイス確認試験

2.2 707系 漏えい監視用ITV設備修繕

(1) カメラ購入 仕様：PTC‐4000相当品 数量：30台

(2) カメラ交換

6/25 所長決裁 8/29 契約締結

補足（【作業依頼】保全の有効性評価及び不適合報告に係る技術的妥当性再確認について 抜粋）

(1)各チームで以下の作業を行う。

①担当する有効性評価の対象機器について点検計画に反映されていることを確認する。

②有効性評価の内容を確認する。リストの「記録の充足性確認」、「技術的妥当性確認」の欄に「○」又は「×」を記入する。

③確認した有効性評価の本紙（様式‐１、別紙‐1～5）及び添付資料をコピーする。

⑤記録の充足性確認、技術的妥当性確認が「×」の場合、以下の観点で、その影響（点検実績に影響があるか、未点検機器になるか）を検討し、

リストに記載するとともに、点検計画、点検報告書等の説明に必要なエビデンスを揃える。

・現在（Ｈ26年5月末）において未点検機器となるか。または、近々に未点検機器になるか。

・Ｈ25年9月末までに未点検機器の解消がされているか。

・36条報告に記載しているＨ24年11月時点の未点検機器数に影響を及ぼすか。

(2)電力支援者、炉主任による妥当性確認を以下の通り行う。（「×」を除く）

①電気保修課の全ての確認結果及びコピーを取りまとめて（「×」を除く）電力出向者の確認を受ける。

②その結果「×」の案件については、担当チームがその影響（点検実績に影響があるか、未点検機器になるか）を検討し、必要なエビデンスを揃える。

③電力出向者の全ての確認結果及びコピーを取りまとめて（「×」を除く）炉主任の確認を受ける。

④その結果「×」の案件については、担当チームがその影響（点検実績に影響があるか、未点検機器になるか）を検討し、必要なエビデンスを揃える。

(3)課長による「×」案件の確認

①担当者～炉主任までの確認により「×」となった案件について、課長による確認を行う。

②その結果、再検討が必要な場合は各チームで再検討を行い、電力支援者及び炉主任の再確認を行う。

(4)課内最終確認

①一覧表の記入結果を電気保修課内で最終確認する。

②一覧表で「×」の案件について、その影響（点検実績に影響があるか、未点検機器になるか）を確認し、必要なエビデンスが揃っていることを確認する。そのうえ

で、

今後の対応方針（点検の実施等）を決定する。

【ＴＬ_Ｙ】

課内作業を検討し、

メールにて周知

【課長B3】

メール受領
【課代W】

メール受領

【ＴＬ_Ｆ】

メール受領

※1 Ｈ26.2より

【sTL_H】

確認作業実施

補足

確認結果

・No.1：各種の知見に基づき保全の有効性を評価しているか → 良

・No.2：点検間隔を変更している場合、技術的根拠があるか → 否

・No.3：点検間隔の変更の根拠として、2①「点検及び取替え結果の評価」を

活用している場合、点検間隔を決定する主要部位について、想定される劣化

の進展状況を点検及び取替え計画から評価しているか → 否

【TL_F】
評価、記録作成

補足

ITV設備の保修票（故障）が頻発しているため、

No.2及びNo.3の項目が「否」であると評価

【課長B3】

確認

補足

No.2及びNo.3の項目が「否」であることを確認

2

Ｈ26.7.14へ



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(20/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成26年6月8日

平成26年7月

☆

【Ｙ】

もんじゅ

原子炉施設・設備機器

健全性確認点検

ITV設備点検

作業要領書確認

（決定図書 7/16）

（Q42‐＊Y‐14017‐41 ）

【Ｆ】

確認

【Ｓ主幹】

確認

【Ｓ】

承認

【担当者】

タスクフォース

開催日をセット

保全計画改善

実施計画書

改正2

月間不適合

管理委員会

（6/12）

課長m
出席

担当Ｍ

出席

課長Ｔ

出席
課長B3
出席

室長Ｓ

室代Ｈ

出席

出席
部長K
出席

所長Ｓ

出席
副所長 T,H

出席

課代Ｓ

出席

補足

未完了の保修票の管理について問題提起があり、翌月（7月）の月間不適合管理委員会から未完了の保修票を全てフォローするこ

とになった。

以下、審議記録より抜粋

(2)保修票の進捗状況（保修計画課長Ｉ）

①5月の保修票の発行件数は8件であり、うち1件は本日完了している。5月末現在の保修票の未処置件数は188件である

③保修票の未完了のうち、通常補修としている残件が112件あるが、検討、暫定以外で残っているものは何か。また何年度

のものが残っているのか見えない。（品証室代Ｈ）

課代W
出席

室長Ｏ

出席

室代Ｙ

出席

補足 （保全計画改善実施計画書 第2次改正版 抜粋）

改正内容

・タスクフォースの構成員として、プラント管理部長を追加、役割の明確化、記載の適正化を図る。

第5条（体制）

2.タスクフォースは、所長代理（プラント管理・保全担当）、所長代理（電力からの支援者）、運営管理室長、プラント

保全部長、プラント管理部長で構成する。事務局はプラント保全部保修計画課とする。

第6条（役割）

タスクフォースの役割は次のとおりとする。

(1) 作業チームが作成した作業計画書及び作業要領書の確認

(2) 再点検作業における作業計画書の確認

(3) 上記作業結果の確認・精査

(4) もんじゅ保全計画改善検討委員会へ報告すべき事項の確認

3

H26.7.25へ

再検討、資料準備

2H26.6.4より

【ＴＬ Ｆ、sＴＬ Ｈ】

資料準備

【担当者】

タスクフォース

開催日をセット

所長代理

Ｄ、Ｙ

出席

炉主任

出席

部長K
出席

室長Ｙ

出席

課長m
出席

課長Ｓ

出席
課代Ｙ

出席

部長Ｔ

出席

ＴＬ Ｆ

出席

ｓＴＬ Ｈ

出席

タスクフォースによる

漏えい監視用ITVの

保全の有効性評価

の妥当性再確認

（7/14）

補足（7/14 保全計画改善タスクフォース議事録 抜粋）

・ タスクフォースで、有効性評価についてはその当時の評価が問題なかったか否かを判断し、どう対応するかを報告する場であり、そ

の対応が適正か否かを判断する。

・ 有効性評価により周期変更したその後、不備があった場合は、有効性評価を改定するか、新規で評価し直す必要がある。また、様式

‐3による点検計画見直しの有無を確認すること。

電気保修課 計装sＴＬ Ｈ氏インタビュー

7.14のタスクフォースで、「タスクフォースは、当時の有効性評価が問題な

かったかを判断する場で、周期変更の後、不備があった場合は有効性評価

をやり直す必要が有る」という趣旨の コメントを受けた。

【課代Ｙ】

タスクフォース

開催依頼

【課代Ｙ】

タスクフォース

開催依頼

電気保修課 計装sＴＬ Ｈ氏インタビュー

私が直接聞いたのは、課長代理からであり、「必要な資料は保全の有効性評価の本文だけ」というように

指示を受け、私とTLで資料の準備を行った。

また、その考え方は最初に保修計画課から食堂での説明会から、変わっていないものであると思う。
課代Ｙ

提示資料の

指示

電気保修課 課長代理Ｔ氏インタビュー

・タスクフォースより持ち込み資料について指示を受けた記憶はない。電気保修課がタスクフォースに持ち

込む資料については私がこういう資料を持っていくように、と口頭で指示していた。必要な資料以外を用意

しないようにと指示を受けたとすれば、説明者が大量に資料を持ち込み説明に手間取ったため、注意を受

けたものと思われる。

補足（タスクフォース提出資料より抜粋）

○妥当性不可とした理由：

・点検は行っているが、点検実績エビデンスが不十分。

・映像不良等の保修票が多く、評価対象期間が、周期延長する28Mより短い機器がある。よって、この有効性評価は技術的な根拠に乏

しいと判断する。

○再確認結果：

有効性評価を実施した時点での評価内容については、問題ない。その後の点検にてカメラの故障による保修票が多数発行されているた

め、今年度実施する定期点検において、カメラの寿命等を考慮した有効性評価を実施し「カメラの分解点検又は交換」のタスクを追加す

る。

計装TL Ｆインタビュー

本審議は限られた時間の中、多くの有効性評価見直し作業を行っていたため、必要な資料以外は用

意しないようにとの指示があった。本有効性評価の審議においても資料簡略化のため、有効性評価

以外の資料を持ち込まなかった。ただ、有効性評価後に故障が頻発、保修票が発行されているため、

本有効性評価は無効ではないかという説明は行っている。

再掲

【問題事象Ａ5：要因55‐30】

【Ｂ‐12】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(21/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

タスクフォースによる

漏えい監視用ITVの

保全の有効性評価

の妥当性再確認

（7/22）

所長代理

Ｄ、Ｙ

出席

炉主任

出席

部長K
出席

室長Ｙ

出席

【ＴＬ_Ｆ】

議事メモ

起案

【Ｉ主幹】

議事メモ

作成

【課代W】

確認

【Ｉ課長】

議事メモ

承認

補足

本評価は当時問題がなく、再点検不要であることを了解した。その後、カメラの故障が頻発したことを受け、定期的にカメラ

の分解点検又は交換タスクを追加することに関しては、タスクを追加（起点を考慮する必要有）するのではなく、今後、故障を

確認した上で速やかに交換することでよい。また、セル室のカメラに関しては、入室制限があるため予防保全の観点で定期的

に交換すること。

所長代理 Ｄ氏 インタビュー

・有効性評価の妥当性確認を行った発端は、平成25年第4回に指摘された有効性評価（MAC診断）の技術評価不足であり、

その対応として有効性評価を実施した時点で当時の判断が妥当であったか否かを確認する作業であった。

・電気保修課より、当該評価実施後に故障が頻発しているため、当該有効性評価（点検間隔／頻度を16Mから28Mに変更）

を「無効」とし、今年度実施する定期点検において寿命等を考慮した評価を実施するとの説明があった。

・タスクフォースは有効性評価実施当時の妥当性を確認していたため、当時保修票（故障）の情報はなかったこと、また外観

点検、機能

性能試験は機能回復を伴う項目でなないことから、点検間隔／頻度の延長は「有効」であるという判断をした。

・故障の頻発に対しては、「タスクを追加するのであれば、起点の検討を行う必要がある」こと及び「これまでの補修経験では

カメラ劣化

兆候を捉えるのは困難であることから、速やかに交換した後、計画的な交換を点検計画に加えておけばよいのではないか」

といったコメントをした。次回の点検計画には定期交換が追加されると思っていた。交換頻度については具体的なやり取りは

なかった。

・タスクの中で、評価時点での評価について確認することとしており、その意識が強すぎた。

・重要性は認識していたものの、ITVは一般工業でもよく使用されており、点検間隔を延長した場合の技術評価については、

問題ないと考えた。

・タスクの議論の中でも、外観や機能確認は、機能回復の点検ではなく、故障した場合には、交換することが必要と言われ

た。一方、日常監視に使用しているので、故障があれば、直ぐにわかると思ってしまい、現状の点検間隔は、機能回復にあ

まり影響を与えないと考えた。

・有効性評価の妥当性確認を行った発端は、平成25年第4回に指摘された有効性評価（MAC診断）の技術評価不足であり、

その対応として有効性評価を実施した時点で当時の判断が妥当であったか否かを確認する作業であった。当該案件につい

てもそのような観点で確認を行っている。（当該評価の実施日はH24.12.28）

・ITVは、保安規定に定めるNa漏えい検出設備ではないが、異常時運転手順書で白煙の確認に用いることができることに

なっている。安全上はそれほど重要なものではなく、運転員の支援装置との認識。

補足（7/22 保全計画改善タスクフォース議事録 抜粋）

有効性評価（供用前第2‐0071）については、本評価が当時問題なく、再点検不要であることを了解した。そ

の後、カメラの故障が頻発したことを受け、定期的にカメラの分解点検又は交換タスクを追加する有効性評

価を実施することに関しては、タスクを追加（起点を考慮する必要有）するのではなく、今後、故障を確認した

上で速やかに交換することで良い。また、セル室のカメラに関しては、入室制限があるため予防保全の観点

で定期的に交換すること。

課長m
出席

課長Ｓ

出席
課代W
出席

部長Ｔ

出席

ＴＬ Ｆ

出席

ｓＴＬ Ｈ

出席

炉主任インタビュー

・保全の有効性評価を実施した平成24年以前に発行され

た保修票については、有効性評価の妥当性に影響を与え

ないことは有効性評価の改訂1で評価済み。その後発行

された①平成25年1月（1台：映像不良）、②平成25年2月

27日（14台：動作不良）、③平成25年2月28日（20台：動作

不良）の保修票が発行され、①及び③については平成25
年3月27日に保修完了となっている。

・平成25年7月22日（8台：動作不良、2台：映像不良）の保

修票が発行されている。これ以降、平成26年7月25日まで

に保修票の発行はないことから、頻発していたわけではな

い。

・不適合管理委員会へ出席したタスクフォースメンバーは、

平成26年7月22日の時点では保修票の発行状況は認識

しているものの、完了状況は知ることができず、月間不適

合管理委員会で問題点として取り上げられていないこと

から、特に問題とは認識していなかった。

【問題事象Ｂ3】（要因145-5）

TFメンバーは、ITV設備の故障が頻発していることやＩＴ

Ｖカメラが生産終了し、修理対応終了、後継機種なし

である状況を踏まえて有効性評価の再評価を指示す

るべきであったが、担当課である電気保修課が否と判

断した平成24年12月に実施したITV設備に係る保全の

有効性評価に対し、TFとして点検間隔/頻度の延長を

妥当とし、保全の有効性評価の再評価を指示しなかっ

た

【Ｂ-32】

【直接要因Ｂ3】（要因145‐6）

TFメンバーは、平成25年2月以降に故障が頻発している状

況を踏まえて、平成24年12月に実施された有効性評価の

妥当性を確認すべきだったが、平成25年2月以降の故障を

考慮せず、また、有効性評価を行った平成24年12月まで

の故障については、点検間隔/頻度の延長には影響しない

ものとした【Ｃ‐32】

（プラント管理部長インタビュー）

保全計画改善タスクフォースは、電気保修課の説明によ

り、保修票の件数が増加していることを認識したものの、

電気保修課が説明の中で改めて保全の有効性評価を行

い、機能回復（ITV設備の交換）を伴う点検計画に変更す

るとの発言より、そのとおりに行われるものと誤認した。

（計装ＴＬ_Ｆインタビュー）

一方、電気保修課は、同タスクフォースから点検

間隔／頻度の評価は有効であると判断されたた

め、改めて保全の有効性評価を行う必要はないと

誤認した状態であり、保全の有効性評価を実施

せず、保全計画も変更されていない状態であった

【因145‐7】

ＴＦにおいては、有効性評価のローラー作業結果に対する

確認の視点を明確にしておくべきであったが、有効性評

価を実施した当時の評価の妥当性の確認に固執し、故障

の頻発という現状を考慮した確認ができていなかった

【D‐32】

【要因145‐9】

TFメンバーは、ITV設備の故障が頻発している状況を踏

まえて有効性評価の再評価を指示するべきであったが、

当初の有効性評価の妥当性を確認することに固執す

るという集団的視野狭窄に陥り、チェック及びレビュー

機能等が十分に機能しておらず、故障の頻発という現

状を考慮した確認ができていなかった 【Ｆ‐32】

再掲

【問題事象Ａ4】（要因145-1）

【B-11】

【直接要因Ａ4】（要因145‐3）

ＴＦメンバーは、故障が頻発し、ＩＴＶカメラが生産

中止となっている現状を踏まえて計画的なカメラ

の交換を含めた保全の有効性評価の実施を指

示するべきであったが、H24年12月に実施した保

全の有効性評価を確認する際に、ITV設備のカメ

ラが生産終了し、修理対応も終了、後継機種な

しとなっていることを認識できていなかった 【Ｄ‐
11】

【要因145‐2】

電気保修課ＴＬは、速やかに点検計画に定期交換を

追加すべきであったが、TFへ次回点検の結果により

有効性評価を実施し定期交換を追加するとしたことを

説明したが、追加の必要はないと判断されたことから

点検計画への定期交換の追加を速やかに実施する

必要はないと考えた 【Ｃ‐11】

【要因145‐4】

ＴＦメンバーには、様式‐3「点検・補修等の結果の確

認・評価シート」の承認者である部長クラスも含まれ、

情報を知り得る立場であったが、当時の点検報告書に

添付された様式‐3における確認・評価の内容について

は失念していた 【Ｅ‐11】

再掲

【要因55‐6】、【Ｆ‐1】

計装Ⅱチーム ＴＬ Ｆ氏インタビュー

・H25年2月以降に同設備の故障が頻発したため、点検間隔/
頻度の延長は「無効」であると判断、その旨の説明を行ったが、

確認者（タスクフォースメンバー）からは、本審議は有効性評価

が実施された当時は妥当であったかどうかを確認するのが審

議範囲であるため、その後の保修結果を盛り込むのは審議範

囲外であると指摘され、本評価は「有効」であると判断された。

・今後の再評価については、保修票等の資料を持参していな

かったこともあり、本作業中での判断はせず、また他プラントの

情報を集めて後日実施したらどうかとの示唆を受けたにとど

まった。これを受け、点検計画の中に定期交換を盛り込むとい

う考えを持った。点検周期については評価が有効であるとの判

断を受けたため、再評価が必要とは考えなかった。

・当該設備の停止がプラント運転状態に影響を与えるわけで

はない。Na漏えい警報発報時に発電課が行う漏えい判断に用

いるとしても、対応時間の多少の違いはあれ、当該設備の不

良が漏えい判断を不可能にするものではないため、重要な設

備ではないという認識だった。

電気保修課 課長代理Wインタビュー

・タスクフォースの視点を定義した要領書等はないと思う。保全計

画改善作業についてタスクフォースによる確認を受け、実施内容と

その結果をすべて説明せよという口頭指示はあった。

・7.22には保修票発行日は有効性評価実施日の後であるため、当

時の有効性評価は妥当であるという説明を行った。

電気保修課 計装sＴＬ Ｈ氏インタビュー

・説明者はTLであり、私はそのサポートをしていた。説明は、

保全の有効性評価に対してのみであった。また、故障が頻発

しているため、本保全の有効性評価は無効である旨の説明も

行った。

・カメラが生産中止であることは説明しなかった。

【要因145‐8】

TFメンバーは、平成25年2月以降に故障が頻発している

状況を踏まえて、平成24年12月に実施された有効性評価

の妥当性を確認すべきだったが、TFでの審議は評価を実

施した当時に立ち返り、有効性評価の良否を判断するの

が目的であるという認識を持っていた 【Ｅ‐32】

【要因145‐10】

ＴＦメンバーは平成24年12月までの故障を踏まえて、当時

の有効性評価の妥当性を確認すべきであったが、平成24
年12月の有効性評価の中で報告されている5件のカメラ

の故障は、機能性能に影響する異常兆候は見られないと

されていたことから問題ないものとした 【D‐33】

【要因145‐11】

ＴＦメンバーは、当時の有効性評価の記録を確認すべきで

あったが、ITVを日常監視に使用しているため、故障があ

れば直ぐに把握できると思ったこと及び現状の点検内容

は機能回復とは関係ないので、当時の有効性評価のまま

でよいと考えた【Ｅ‐33】

【要因145‐12】

TFメンバーは、点検計画におけるITV設備の保全方式が

TBMとなっていることを理解した保全とするよう指示すべ

きであったが、ITV設備の重要度は低いものであり、設備

点検としては機能の維持状況を確認できればよいとして

いた 【Ｆ‐33】

【要因145‐13】

TFメンバーは、保全方式をTBMと設定した機器の重要性

を理解した上で設備点検の実施を指示すべきであったが、

保全方式をTBMとして設定したITV設備に係る点検の有り

方について理解していなかった 【Ｆ‐33】

【要因145‐14】

ＴＦメンバーは、当時の有効性評価の記録を確認すべきで

あったが、ナトリウム漏えい時にITV設備が故障していても、

１エリアに１台以上の監視可能なカメラがあれば、ITV設備

の機能として十分であり対応可能と考えた 【Ｅ‐34】

再掲

【要因55‐6】、【Ｆ‐1】

【要因145‐12】、【Ｆ‐33】

再掲

【要因55‐19】、【Ｆ‐7】

再掲

【要因55‐14】

【Ｆ‐4】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(22/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

室長Ｓ

出席

もんじゅ

原子炉施設・設備機器

健全性確認点検

ITV設備点検作業

（7/25）

（Q42‐＊Y‐14017‐41 ）

課長代理W 課長Ｔ

本設備に対し

月1回の

動作チェックを

実施することを

検査官に説明

（7/30）

漏えい監視用ITVの故障、保修履歴について調査を開始

（7/30）

検査官定例報告

（7/28）

補足

保修票：707系漏えい監視用 ITV設備 カメラ不良（H‐EM‐14‐0015 ）の内容について、14台のカメラが故障し

ていたことに対し、半年に1回の点検では故障認知が遅れ、漏えい監視機能に影響が出る可能性があり、月

1回程度の動作チェックが必要ではないかとの指摘を受けた。

【Ｙ】

保修票発行:
707系漏えい監視用

ITV設備 カメラ不良

（7/25）

（H‐EM‐14‐0015）

【Ｆ】

確認

【B3】

確認

（7/28）

【K】

確認

（8/6）

【Ｓ主幹】

確認

【Ｓ】

確認

（8/19）

【Ｔ】

確認

（8/7）

【Ｏ】

確認

（8/9）

確認

（8/5）

【Ｙ】

707系漏えい監視用

ITV設備 カメラ不良

確認

（7/25）

【当直長ＡＴ】

未確認

（7/25 1直）

補足

・当直長ＡＴは、担当者からITV14台故障（当該事象）の説明を受けた記憶はなく、当日の担

当者情報による次直への直接的な引継ぎはしていない（運転日誌、プラント状況報告等に

当該事象に関する記載がないことを確認）。

・当日以降の発電課員は当該事象について、保修票発行時自動配信メール、不適合管理

委員会出席者による不適合管理委員会審議記録の配信メール又は日勤から送付される不

適合管理委員会審議記録（プリントアウト）を用いた当直長引継ぎ等によって知る機会が

あった。

補足

当直へは連絡しなかった。

（発電課インタビュー結果：当直長ＡＴ）

当日当直長だったが、その際に担当者等から十数台のITV故障が見つかったと

いう連絡は一切なかったと思う。

（電気保修課インタビュー結果：Ｙ）

保修票を発行する際、TL、課代に報告したが、当直には連絡を行っていない。

ITV設備に多数の

故障を確認

H26年7月25日：14台

（インタビュー結果 ：品質保証室長Ｓ 再掲）

旧型カメラが生産中止であり処置に時間がかかることの情報はなかった。

ＩＴＶの故障に関して運転管理に関する審議は行っていなかった。

再掲

【頂上事象Ａ】

（要因55-1）

【A-1】

課代W
出席

電気保修課 課長代理 Ｔ氏インタビュー（再掲）

当時は同一の部屋でエアロゾルの発生が監視できるよう、1台あれ

ば、漏えい監視機器としての機能は満たしていると考えていた。不適

合管理委員会でも特にコメントはなかった。

課代Ｓ

出席

（発電課インタビュー結果□□□：課代Ｓ）再掲

不適合管理委員会において、関係者からＩＴＶ故障に対

する運転管理をどうするか等の議論はなかったと認識

している。

不適合管理

委員会

（7/28）

炉主任

出席

補足

保修依頼内容：ITV設備点検にて「707系漏えい監視用ITV設備」のカメラ映像に異常が確認されたため保修願います。

状態：映像が映らないあるいは、画質が悪く監視に支障をきたす

4‐①,5‐③,11‐①,23‐①,39‐①,47‐②,48‐②,49‐③,61‐①,66‐①,74‐②,80‐③,81‐②,81‐③ （計14台）

上記カメラが設置されている部屋は、当該カメラ以外の制御可能なカメラにて監視可能な状態です。

運転上の措置：無

処置希望：通常

備考：－

補足

保修票H‐EM‐14‐0015について、、以下の審議結果を受け、上覧

(2) 707系漏えい監視用ITV設備 カメラ不良

・本件は、保安規定第34条（ナトリウムの漏えい監視）に規定する運転上の制

限に該当しないことを確認した。また、当該カメラ以外の制御可能なカメラで、監

視可能な状態であることを確認した。（炉主任）

3H26.7.16より

副主幹Ｎ

補足

対応を協議

※本点検は、

「巡視点検」に相当

インタビュー結果（課長T）

ITVは、1部屋1台あればいいと認識し

ていたため、指摘を受けるまでは定期

的に健全性確認を実施することは考

えていなかった。

再掲

【要因159‐14】

【Ｄ‐4】

再掲

【問題事象C2：要因159‐7】

【Ｂ‐2】

【直接要因C2‐1：要因159‐8】

発電課管理職では、保安規定で要求さ

れる設備以外においても、運転管理上

重要な設備については、定例試験計画

に基づき、定期的に健全性確認を実施

していたが、ITV設備については、定期

的に健全性確認をするルールになって

いなかった 【Ｃ‐2】

再掲

【直接要因C2‐2：要因159‐10】

発電課長は、ＩＴＶ設備の保守対応につ

いて適宜フォローすべきであったが、対

応を保守担当部署に任せっきりであった

【Ｃ‐2】

再掲

【要因159‐9】

【D‐2】

再掲

【要因159‐9】

【D‐2】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(23/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

平成26年8月

平成26年9月

平成26年度

第2回保安検査

開始

（9/8～9/19）

補足

（１）作業範囲

EVST冷却共通配管室（A‐471）に設置されているITVカメラの外観点検。

カメラ番号78‐①、78‐②、78‐③（機器番号707_ITV78_1、707_ITV78_2、

707_ITV78_3）

（２）作業内容

１）カメラ外観点検

カメラの外観、配線状態及びコネクタの接続状態の異常の有無を確認する。

確認

（8/12）

確認

（8/13）
漏えい監視用ITVの不具合に対する今後の方針について説明

確認

（8/12）

【Ｙ】

漏えい監視用ITV設備

点検（直営作業）

カメラ交換作業

（その１）

要領書

（Q42‐707J‐14069‐02）

作成

【Ｆ】

確認

【w】

確認

【B3】

承認

（8/26）

【Ｙ】

漏えい監視用ITV設備

点検（直営作業）

外観点検（A‐471室）

要領書

（Q42‐707J‐14069‐03）

作成

【Ｆ】

確認
【ｗ】

確認

【B3】

承認

（8/26）

【Ｙ】

漏えい監視用ITV設備

点検（直営作業）

外観点検（A‐471室）

作業実施

（9/4～9/12）

ITV設備点検（動作チェック）を

実施・記録管理すべく課内マニュアル「運転記録管理マニュアル」を

改正案作成・上覧開始（8/13）～課長Ｔ承認（9/2）～施行（9/8）

補足

（１）作業範囲

カメラ番号25‐①（機器番号707_ITV25_1）の交換

（２）作業内容

１）対象のカメラを他のエリア（カメラが複数あるエリアから選定する）

のカメラと交換する。

２）カメラが正常に画面表示されることを確認する。

※初版作成 8/26、改訂1： 9/1

【Ｙ】

漏えい監視用ITV設備

点検（直営作業）

カメラ交換作業

（その１）

作業実施

（8/27～9/12）

発電課によるＩＴＶ設備

の定期的な点検（毎月

１回）実施

（9/8～9/24）

ＩＴＶカメラ６台不良

（9/12）

ＩＴＶカメラ５台不良

（9/14）

発電課課長指示

H‐26‐094
（8/26）

補足

件名：ナトリウム漏えい監視用ITV設備点検開始に伴う運用について

ナトリウム漏えい監視用ITV設備（以下、ITVという。）については、電気保修課にて定期的に動作確認等点検を実施しその機能を維持している。発電課に於いても

日々の運転管理の中で必要に応じてITV確認を実施しているが、確認結果の記録作成していないことから、定期的（1回/月）にITVの動作を含む点検を実施し、その

結果を記録する等運用の改善を図る。以下に、ＩＴＶ点検開始に伴う具体的な運用について記載する。

運用開始時期：平成２６年９月からＩＴＶ点検を開始する。

課内マニュアル第６１号「運転記録管理マニュアル」改正施行時より



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(24/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

不適合管理

委員会

（9/16）

【課代】

不適合の発生認知

不適合報告書14‐55：

「漏えい監視用ITV設備

保守管理に係わる不適

合」

起案

（9/15）

補足（議事録より抜粋）

件名：漏えい監視用ITV設備の保守管理に係る不適合

審議結果：

①処置方法の監視強化とは具体的にどのような内容か。

→健全なカメラが1台の部屋（計17台）を、発電課に毎日確認してもらう。

②不具合が多発したことへの対応はないのか。

→多発については是正処置にて全数交換等の処置を検討している。

③処置区分を「至急」とすべきであったとあるが、不適合に該当するのか。

→区画内に最低1台健全なカメラがあれば監視できると判断していたが、その1台に不具合が

発生すれば、監視不能になり得るため、「通常」の判断は誤っていた。電気保修課として不適

合と捉え、改善するために不適合報告書を発行する。

④本件の審議は終了とする。

【問題事象Ａ6】（要因150‐1）

不適合管理委員会は、ITV設

備に係る不適合(14‐55)の最初

の審議(H26.9.16)において、不

適合の除去方法及びITV設備

復旧までの間の特別採用の方

法を検討しなかった

【Ｂ-20】

室長Ｓ

出席

課代Ｔ

出席

課代Ｓ

出席

炉主任

出席

課長m
出席

課長B3
出席

保安検査（9/17）

漏えい監視用ＩＴＶ

について

【要因150‐2】

不適合管理委員会は、ITV設備の保修票の扱

いについて、故障の対処方法及びITV設備復

旧までの間、監視対象エリアに対する監視方

法についての評価を行って特別採用すること

を検討すべきであったが、ナトリウム漏えい事

故時対応に影響を及ぼしていることを不適合

として認識せず、保修票における処置の方法

が不適合とした 【Ｃ‐20】

【直接要因Ａ6‐2：要因150‐4】

電気保修課は、ITV設備の故障がナトリウム漏えい事故時対応に影響を及ぼす

ことを認識して機能回復までの間の特別採用をすべきであったが、保修票にお

ける処置希望を「通常」から保修作業の優先度が比較的高い「至急」にしなかっ

たことのみが是正処置の対象と判断して不適合報告書を作成した 【Ｄ‐21】

【直接要因Ａ6‐1：要因150‐3】

不適合管理委員会は、ＩＴＶ設備の故障がナトリウム

漏えい事故時対応に影響を及ぼしていることを不適

合として認識すべきであったが、ナトリウム漏えい事

故時対応に影響を及ぼしていることに考えが及ばな

かった 【Ｄ‐20】

補足（保安検査提出資料より抜粋）

【多数の漏えい監視用ITVが欠測した状態でのプラントの管理について】

警報処置手順書、異常時運転手順書において、漏えい監視用ITVの機能として白煙確認の機能を期待している。各部屋

の白煙確認は、漏えい監視用ITVが最低1台あれば可能である。

所長Ｓ

承認

炉主任

審査

部長

審査

担当Th
作成

保安検査（9/18）

漏えい監視用ITV
の位置づけ

について説明

補足 検査官コメント（9/17 保安検査議事概要より抜粋）

・ＩＴＶについて、本来こうあるべきだったという観点で、時系列を整理して提示すること。この中に点検計画に基づく点検、

有効性評価（１６Ｍ→２８Ｍ）、自主点検、単発を含む保修票の発行、処置、それぞれの評価を含めること。

・多数のＩＴＶが欠測している現状でプラント管理上、問題ないことを説明すること。（保安規定別表34‐3‐2の*10、異常時

運転手順書、警報処置手順書が要求している設備である観点から）

・不適合報告書を作成し処置するとのことであるが、所として本件の対応についてどうしたか、今後どうするのか説明す

ること。

・ＩＴＶについて、現状の故障台数、状況を整理して、提示すること（正確に）。

（インタビュー結果： 炉主任）

平成26年9月17日の保安検査（抜き打ち検査）において、多数の漏えい監視用ITVが故障していてもプラントの安全に問題がないというのであれば、その考え方を明確に

示すよう検査官側から要求があった。このため、平成26年9月18日のポジションペーパにて、当該設備は各部屋に最低一台あれば白煙確認が可能なこと、またITVで確認

不可能な場合は現場確認を行うことより、原子炉の安全性に影響がないことを説明した。これに対し検査官側から、当該設備はNa漏えい対策として設置された総合漏え

い監視システムの一部で、対外的にも事故の教訓として設置したことを説明しており、多数の故障が許容されるものではないとの強い指摘を受けた。このため、平成26年

9月19日のペーパーを作成し、ITVの故障が運転操作や情報発信に支障をきたす可能性があり、故障の早期復旧に取り組む旨を説明した。

補足（不適合報告書「14‐55 漏えい監視用ITV設備の保守管理に係わる不適合」より抜粋）

・不適合の内容

平成26年7月25日に、漏えい監視用ITV設備の自主点検を実施したさい、映像不良のカメラが14台確認され保修票（EM‐14‐0015）を発行した。

この補修に当たっては「当該室は当該カメラ以外の制御可能なカメラにて監視可能」として希望処置を「通常」としていた。漏えい監視用ITVは、

平成25年2月の点検以降「動作不良」等のカメラが多発していたが、電気保修課としては「漏えい事故時にはNaエアロゾルは室内に拡散するこ

とから、対象室内に少なくとも１台健全なカメラがあれば監視機能は維持されている」として「至急」対応してこなかった。

・不適合の除去

・保修票の処置区分を「至急」とし、速やかに補修する

・補修までの期間は、健全なカメラが１台の部屋について、健全性確認の頻度を上げて監視する。

・監視強化中に不具合が確認された場合は、ドレンループにおいて３台以上の健全なカメラがある部屋を優先してカメラの配置転換を行う。

電気保修課 課長代理 Ｔ氏インタビュー（再掲）

９月の保安検査直前の対応協議時、ITVについてはまず不適合を発

行すべきとなった。不適合管理委員会を通った後、何が不適合かといっ

た観点で品質保証室長のコメントが付き、差し戻された。あまり憶えて

いないが、保安検査前までに承認を取るという予定だった。保安検査の

抜き打ち検査前に差し戻しが行われたかもしれない。

【課代】

不適合報告書発行

（9/16）

【課長】

確認

【室長】

コメント

補足（保安規定違反事項判定表より抜粋）

本不適合は平成26年9月16日に不適合委員会の審議後、上

覧の段階で、不適合の把握が十分でないとの品質保証室長の

判断から再審議となった。

室代Ｔ

出席

部長

審査

（品質保証室長Ｓ インタビュー結果）

上覧されたものを見て、不適合の把握が十分でないと

判断した。

再掲

【要因55‐6】、【Ｆ‐1】

再掲

【要因55‐32】、【Ｄ‐12】
【要因55‐33】、【Ｄ‐13】

再掲

【問題事象Ａ7】（要因55-6）

【Ｂ-22】

【直接要因Ａ7‐1】（要因160‐4）

もんじゅ職員には、ＩＴＶ設備は監視対象エリアに1
台あれば監視可能であるとの認識が浸透していた

【Ｃ‐22】

【直接要因Ａ7‐2】（要因160‐5）

もんじゅは、ITV設備が、ナトリウム漏えい監視

用の設備の一環であることについて「もんじゅ

安全性調査検討専門委員会（平成15年9月）」、

「さいくるミーティング資料（平成16年7月）」など

で当時の地元自治体等へ自ら約束事項として

いることを認識する必要があったが、「ナトリウ

ム漏えい」に関連する約束事項への認識が不

足していた 【Ｃ‐23】

【要因159‐4】

発電課管理職は、ITV設備が故障した場合、ナ

トリウム漏えい時に遠隔で部屋の状況を正確

かつ迅速に確認し、運転員が安全に入室する

ための判断をするにあたって、支障があること

を認識するべきであったが、ナトリウム漏えい

事故やナトリウム消火訓練の経験から、ナトリ

ウム漏えい事象は大量の白煙が広がるため、

1部屋に1台あれば、白煙の有無の確認が可

能であり、当該部屋の漏えい対応が可能と認

識していた

【要因159‐5】

発電課管理職は、ＩTV設備の運用開始にあたり、

ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環と

して、中央制御室の運転員が漏えい事故の状

況をリアルタイムで把握し、運転員入室の判断

等を速やかに行えるよう漏えいの早期発見・影

響の抑制を目的とする重要な役割を持った設

備であることを課内（もしくは所大）で統一され

た見解として示すべきであったが、ＩＴＶ設備の

重要性について示さなかった 【Ｅ‐22】

【要因159‐6】

発電課管理職は、ITV設備がナトリウム漏えい

事故対策の一環として、中央制御室の運転

員が漏えい事故の状況をリアルタイムで把握

し、運転員入室の判断等を速やかに行うこと

を目的とする重要な役割を持った設備である

ことを認識し、ITV設備の故障に対して健全性

確認の頻度を上げるなどの運転管理を行うべ

きであったが、保安規定に定める漏えい監視

装置ではないことから、設置当初から運転す

る上ではあった方が良いが、なくても安全上

の問題はないと考え、設備機器の機能と整合

した運転管理の手法を行うための検討が十

分でなく段取りが不足していた 【Ｆ‐22】

【要因160‐6】

もんじゅの教育担当課である技術総括課は、ナ

トリウム漏えい事故に関する教育は実施してい

たが、ＩＴＶ設備の設置意義等（地元自治体等と

の約束事項含む）に関する教育が行われていな

かった 【Ｄ‐23】

【要因160‐7】

技術総括課は、ナトリウム漏えい事故対策の重

要性や目的等をもんじゅ職員に周知・理解させ

ておく必要があったが、教育では漏えい対策の

全体的な概要を紹介することが重要と考え、漏

えい対策の設計思想、目的、対策の内容と効果

等についての教育まで踏み込む必要はないと

考えていた 【Ｅ‐23】

再掲

【要因55‐6】、【Ｆ‐1】

ＩＴＶカメラ１台不良

（9/15）

ＩＴＶカメラ２台不良

（9/16）



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(25/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

規制庁殿より

保安規定違

反事項判定票の

受領

（9/19）

補足

保安活動の問題点

平成7年に発生したナトリウム漏えい対策の一環として設置し、ナトリウム漏えいが発生した場合に機能要求を伴うITV設備を、不適合処理も行わず長期間に

わたり故障したまま放置し、さらに全台数の3割の

ITV設備が故障しているにもかかわらず、ITV設備が故障した状態で、万一、ナトリウム漏えいが発生した場合の異常時運転手順の検証も行っておらず、点検

においてITV設備が故障し、製造中止等で補修も

困難であることを承知していながら、補修計画も立てず、また点検計画の変更も行われていなかったことは、保安規定第３条（品質保障）及び第103条（建設

段階における保守管理計画）の要求事項に抵触すると判断する。

補足（保安検査提出資料より抜粋）

【多数の漏えい監視用ITVが欠測した状態であることについて】

2.漏えい監視用ITVが1台以上故障している場合の影響

（省略）当該室に設置された漏えい監視用ITVが1台以上故障すると、白煙の視認はできるものの配管・機器から保温材外に

ナトリウム漏えいが発生した部屋の状況を正確かつ迅速に確認できない可能性がある。

また、運転員が現場で当該室に入室する必要が生じた場合、内部の状況を中央制御室で正確に把握できないため、入室の

是非の判断に時間を要することになる。

ナトリウム漏えい警報発報後の外部への通報連絡という観点では、漏えい監視用ITVが正常である場合と比較すると、ナトリ

ウム漏えいが発生した部屋の状況を正確かつ迅速に把握できないので、的確な情報発信に支障をきたす可能性がある。

所長Ｓ

承認

炉主任

審査

部長

審査

担当Ｔo
作成

補足 検査官コメント（9/18 保安検査議事概要より抜粋）

・異常時操作手順が、その対処に用いる設備が故障している前提というのは、常識的に考えておかしい。

・系統設計仕様書で設備の目的として記載されている、ITVは、運転員の入室の可否の判断にも役割を持っている。これも

重要な要素である。

・保安検査の場において、その安全思想に問題ありとされて、初めてまともに考えるようではいけない。多数の漏えい監視用

ITVが欠測した状態であることについて、所としての見解を示すこと。

・未点検機器は、リスクが顕在化していない問題であった。しかし、ITVカメラについては、現に不稼働になっているものがある

という点で、リスクが顕在化しており、その意味では、深刻である。

・また、運転管理上の問題がある。プラント管理上の問題があっても、少なくとも本日検査の説明をした者は危機感を持って

いない。

保安検査（9/19）

漏えい監視用ITV
の位置づけ

について再説明

補足 検査官コメント（9/19保安検査議事概要より抜粋）

・ここ最近故障発生の頻度が高まっている。ＩＴＶはＮａ漏えい事故の対応として設置したことを国民は知っている。かつ、２度と

起こらないとは誰も思っていないにも係わらず、切迫感が感じられない。

部長

審査

再掲

【問題事象Ａ7】（要因55-

6）

【Ｂ-22】

ＩＴＶカメラ２台不良

（9/24）

発電課によるＩＴＶ定期

的な点検（毎月１回）で

合計16台のカメラ不良

確認

保修票

H‐OS‐14‐0060
発行

【課長Ｏ】

確認

保修票発行：

707系漏えい監視

用ITV設備カメラ

不良（9/24）

（H‐OS‐14‐0060）

【当直長ＣＵ】

確認

【課代Ｎ】

確認

確認

補足

保修票H‐OS‐14‐0060について審議。保修票発

行が遅れていることから、発伝課は不適合報告

書を

発行すること。

確認

【部長Ｙ】

確認

確認

確認

補足

保修依頼内容：発電課にて実施しているITV設備点検に於いて、以

下の16台のカメラについて「システムエラー」が表示され、ITVの動作

確認（上下・水平方向・ズーム）ができませんので点検補修願います。

尚、16台のカメラの映像は正常で問題ありません。カメラ番号（設置

部屋）1）3‐2(A‐230)、2)12‐3(A‐432)、3)13‐1(A‐433)、4)17‐1(A‐443)、
5)19‐1(A‐530)、6)22‐2(A‐532)、7)27‐2(A‐235)、8)30‐1(A‐336)、9)52‐
1(A‐340)、10)53‐1(A‐341)、11)56‐2(A‐440)、12)60‐2(A‐445)、13)67‐
1(A‐540)、14)79‐1(A‐520a)、15)9‐1(A‐333)、16)26‐1(A234)

不適合管理

委員会

（9/25）
【室長S】

出席

【炉主任】

出席
【課代Ｓ】

出席

【課代B19】

出席

【課長B3】

出席
【室代T】

出席

補足

9/12（6台）、9/14（5台）、9/15(1台）、9/16（2台）、

9/24（2台） 合計カメラ16台の不具合を確認し9/24
にまとめて補修票を発行した

【室代Ｈ】

出席

【副所長Ｈ】

出席

発電課課長指示

H‐26‐114
(9/19)

補足

件名：707系漏えい監視用ITVの監視強化について

707漏えい監視用ITVはナトリウムを内包する機器・配管を設置している部屋に180台設置されているが、現状に於いてITVの映像が映らない等不具合台数が多く存

在し、部屋の監視可能なITVが１台しかない部屋が計7部屋存在している【9/19現在】。これら１台しか存在しない部屋のITVの健全性を１回/日の頻度でカメラの動作

確認を行い、異常の早期発見の為監視を強化する。

毎日実施したITV監視強化期間は9/19～Ｈ27/1/20カメラ全数の交換作業が終了まで

再掲

【頂上事象Ａ】

（要因55-1）

【A-1】



添付資料-1 ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理及び運転管理に係る不備の時系列(26/26)

品質保証室日付 トピックス 品質保証室所長 所長代理 副所長炉主任

課長 課長代理（課代） 課長代理（課代）

運営管理室 プラント保全部

課代

保修計画課 電気保修課

室長 室代 部長 次長 課長 チームリーダ（TL） 担当

プラント
管理部長

他課室

課長 当直長 担当

発電課

保安検査報告書

(10/1)

補足（保安検査報告書より抜粋）

平成7年12月に発生したナトリウム漏えい事故の再発防止対策として設置されたナトリウム漏えい監視用ITVについて、平成25年2月から故障が頻発し、180台のうち保安検査実施

時点で54台が動作不良状態で現在に至るまで事実上、放置されていた状況を確認した。検査の結果以下の問題点を確認した。

・平成24年2月に実施したITV設備の点検時に協力会社からITV設備のカメラについて、生産中止、修理対応の終了及び後続機種が無い旨の報告を受けていたが、当該カメラに係る

点検計画の見直し、補修、取替え及び改造計画を策定していなかった。

・平成24年3月、保全の有効性評価を行わずにITV設備の点検頻度を延長していた。その後、平成24年12月に保全の有効性評価を実施したが、補修が困難な状況であるにもかかわ

らず点検間隔の延長を追認していた。

・平成25年5月以降ITV設備の故障が発生したが、1エリア1台以上のITV設備があればナトリウム漏えいの確認が可能であるとし、全体の3割に該当するITV設備が故障するまで補修

が実施されず、このような状況下でナトリウム漏えい事故が発生した場合の運転管理に及ぼす影響について評価が行なわれていなかった。

・ITV設備は、保全計画に基づく保守管理の対象設備であり、事故時対応を行うための設備であるにもかかわらず、不適合管理が適切に行われていなかった。

・機構が現在実施中の保全計画改善作業において、ITV設備の故障が頻発している事実を確認しながら点検間隔を延長した保全の有効性評価の見直しを行わず妥当であると評価し

ていた。

保修票

H‐OS‐14‐0063
発行 【課長Ｏ】

確認

保修票発行：

707系漏えい監視

用ITV設備カメラ

不良(12‐1(A‐432))
（9/25）

（H‐OS‐14‐0063）

【当直長ＣＵ】

確認

【課代Ｎ】

確認

確認

補足

保修票H‐OS‐14‐0063について審議し特にコメ

ントなし。これ以外に「漏えい監視用ITVの補修

票発行について」が審議され、不適合の内容・

状況を簡潔に記載すること。不適合の除去を速

やかに保守票を発行する旨に修正すること。

確認

【部長Ｙ】

確認

確認

確認

補足

保修依頼内容：発伝課にて実施しているITV設備点検に於いて、カメ

ラ番号（設置部屋）12‐1（A‐432)について「カメラからの応答がありま

せんでした。」が表示され、ITVの動作確認（上下。水平方向・ズーム）

ができませんので点検補修願います。なお、このカメラの映像は異

常ありません。

不適合管理

委員会

（9/26） 【室長S】
出席

【炉主任代行】

出席
【課代N】

出席

【課代B19】

出席
【課代T】

出席

【室代T】
出席

【室代Ｙ】

出席

【室長Ｓ】

出席

【Ｓ】

保修票発行:
漏えい監視用

ITV設備 カメラ

（707_ITV28_2)不良

（9/26）

（H‐EM‐14‐0027）

【Ｂ25】

確認

【課長Ｓ】

確認

確認

【課代Ｔ】

確認

確認

確認

確認

確認

不適合管理

委員会

（9/29）

【炉主任】

出席

補足

保修依頼内容：漏えい監視用ITV設備不具合対応の一環で、健全であるカメラ（707_ITV28_2）の電源を切り、再度電

源を投入したところ、総合漏えい監視盤のモニターにてカメラ映像が映らなくなったため、調査・補修願います。なお、

本カメラが設置されているA‐334室には、当該カメラ以外に2台の制御可能な漏えい監視用カメラが設置されており、
補足

保修票H‐EM‐14‐0027について審議

処置希望が「至急」なので、備考に処置完了予定日を記載すること。

保修票

H‐EM‐14‐0027
発行

【課長ｍ】

出席

【課長Ｓ】

出席

【課長Ｔ】

出席

【副所長Ｈ】

出席

【副所長Ｈ】

出席
【室代T】

出席
【室代Ｈ】

出席
【課代B19】

出席

【課長Ｓ】

出席

【課長Ｔ】

出席

【課代Ｓ】

出席

電気保修課による

ITVカメラ不具合調査

（9/26）

707系漏えい監視用ＩＴ

Ｖカメラ交換工事

（電気保修課）

補足

・対象のカメラ180台全数を新品に交換した。

・交換後総合漏えい監視盤において映像が正常に映ること及び首振り等の動作が正常に行えること確認した。

・保守完了報告書による作業着手日は平成26年11月4日、完了日は平成27年1月29日である。
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電気保修課ライン職は、課員が抱え

る業務上の課題を共有し課題解決に

向けた指導や支援を行う必要があっ

たが、保守管理不備の対応で忙しく、

ITV設備の点検管理に係る状況や過

去の保修票発行実績について保守担

当と共有しておらず、ITV設備の代替

品手配などの機能回復に向けた取組

みが十分でなかった 

(要因55‐14） 

もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム

漏えい事故対策の一環として、運転員が

状況をリアルタイムで把握し、現場への

入室の判断等を速やかに行えることを目

的とする重要な役割を持った設備である

と認識し、経年化を考慮したITVカメラの

交換等適切な点検計画を策定すべきで

あったが、保安規定に定める漏えい監視

装置ではないことから、設置当初から、当

該設備がなくとも安全上の問題はないと

考え、設備機器の機能と整合した点検内

容とする検討が十分でなく、適切な点検

計画とする段取りが不足していた 

（要因55‐7） 

凡例 

問題事象○ ：本報告における「問題事象」の番号を示す 

：本報告における「直接要因」及びその番号を示す 直接要因○ 

頂上事象○ ：本報告における「頂上事象」を示す 

：連鎖の断ち切り点 

ITV設備について、故障が頻発して

いるにもかかわらず、機能回復及び

機能維持に向けた保守を行ってい

なかった 

（要因55-１） 

180台設置されているITVカメラのう

ち、54台が故障したままの状態で放

置した 

（要因55‐2） 

平成25年8月までの電気保修課担当

者は、ITVカメラの状況（生産中止、

ITVカメラの予備を用意しておくこと

等）について平成22年8月に前任者か

ら引き継いだので、予備カメラの購入

手続きを早期に実施すべきであった

が、自ら担当していた非常用DGや機

器冷却系等と比較すれば直接プラン

ト運転に影響を与えるわけではない

のでITV設備の優先度は低いと考え

ていたので少数のITVカメラのストック

を使用することとし、追加分の予備のＩ

ＴVカメラ購入を行わなかった 

(要因55‐15） 

電気保修課は、ITVカメラの予備品

を計画的に確保しておくべきであっ

たが、交換に必要な台数を確保して

いなかった 

(要因55‐3） 

直接要因A1 

頂上事象A 問題事象A1 電気保修課TL及び担当者はITVカメラ

運用開始時点(平成19年3月）にITVカメ

ラの生産中止を把握していた、また平

成20年4月にメーカ報告資料にてカメラ

の生産中止とその対策を把握していた、

さらに平成24年2月メーカ点検報告書

でカメラ生産中止と更新目安が7年程

度であることが報告されるなど、代替品

の選定あるいは予備品の購入を行なっ

て故障に備える期間が十分にあったの

にもかかわらず平成21年までに、少数

(11台＋4台）の予備品を入手しただけ

でそれ以上の対応は行なわなかった 

（要因55‐4） 

平成21年7月まで担当した電気保修

課TLは後任者にITVカメラの生産中

止情報を的確に引き継ぎ、後継機選

定作業等を早期に実施させるべきで

あったが、汎用品であることや耐久

性を要求されていないことなどから

ITVカメラの重要度は低いものと考

えていたので引き継ぎ項目に含めな

かった 

（要因55‐5） 

１ 

平成25年4月からITV担当となった電

気保修課ＴＬは、平成25年7月に保

修票の発行及び生産中止情報の認

知をした際、予備カメラの購入手続

きを早期に実施すべきであったが、

予算がつかない印象があったため

大規模な更新計画までは検討せず、

次回の定期設備点検時に故障した

ものを交換する計画とした 

（要因55‐16） 

平成25年4月まで担当した電気

保修課ＴＬは、平成24年1月に担

当からＩＴＶカメラの生産中止との

情報を受けた際、予備品がない

ことから速やかに確保すべきで

あったが、担当者に対して交換計

画検討の指示を出したものの、そ

の後のフォローを行わなかった 

（要因55‐8） 

１ 

平成25年4月まで担当した電気

保修課ＴＬは、平成25年4月の所

属変更時、後任にITV設備の生

産中止情報を引き継ぐべきで

あったが、保守管理不備対応に

よる業務多忙であったことから、

ITVカメラ生産終了に関する具体

的な引き継ぎを実施しなかった 

（要因55‐13） 

４ 

５ 

 もんじゅのITV設備に関する認

識は、保安規定に定めるナトリウ

ム漏えい検出設備ではないが、

異常時運転手順で白煙確認に用

いる運転員の支援用装置であり、

安全上はそれほど重要なもので

はなく、ＩTVは、運転する上であっ

た方が良いが、なくても安全上の

問題はないと考えていた 

（要因55‐6）（要因160‐1） 

１ 

4.中間管理要因 

4-5-1 部署レベルのコミュニケーション 
４ 

４ 

５ 

２ 

平成25年4月まで担当した電気

保修課ＴＬは、平成25年2月に

ITV設備の多数故障を確認した

とき、早急に予備品の確保を行

うべきであったが、再度担当者

に対して交換計画検討の指示

を出したのみで、カメラの購入

を実施しなかった 

（要因55‐9） ３ 

１ 

4.中間管理要因 

4-9-3 工程・計画 

A1-1  

A1-2  

 

プラント保全部は、保全技術の継続

的な維持・向上を図るために、新た

な知見や保守経験を蓄積し、保全計

画（点検計画）や要領書に反映する

べきであったが、そのような改善に

つなげる仕組みが機能していなかっ

た 

（要因55‐12） 

電気保修課は、平成25年2月以

降にITV設備の故障が発生した

とき、直ちに機能回復を図るべ

きであったが、早急な保修が必

要であるとは考えなかった 

（要因55‐10） 

電気保修課は、予防保全機器であ

るITV設備の点検について、その点

検間隔/頻度内に機能維持がなされ

ていることの確認を行うべきであっ

たが、点検間隔/頻度内に点検を実

施していれば機器の保修が完了し

ていなくともよいと誤認していた 

（要因55‐11） 
４ 

１ 

4.中間管理要因 

4-3-2 技術伝承 

A1-5  
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プラント保全部は、保全技術の継続

的な維持・向上を図るために、新た

な知見や様式‐3に記載されている

「提案・推奨・改善内容」などの保守

経験に基づき、保全計画（点検計

画）や要領書に反映するべきであっ

たが、そのような改善につなげる仕

組みが機能していなかった 

（要因55‐19） 

電気保修課は、ITV設備について予

防保全として点検計画を立てていた

が、ITVカメラ本体の点検項目は外

観点検及び機能試験のみであり、

機能回復を伴う点検項目（ITVカメラ

の定期交換）が含まれていなかった 

（要因55-26） 

 

電気保修課は、予防保全が可能に

なるよう点検計画に当該機器の定

期交換を盛り込むべきであったが、

何度も点検計画を改定しているに

もかかわらず、追加しなかった（点

検計画） 

（要因55-28） 

平成25年4月から担当した電気保

修課ＴＬは、点検計画にカメラ交換

を盛り込むべきであったが、当時

（Rev.14,15制定時、平成24年4月～

10月）、保守管理不備対応に追わ

れて、点検計画の見直しまでに考

えが至らなかった 

（要因55-29） 

問題事象A3 

 

 

電気保修課長及び保修計画課長は、

保守管理業務の内容を自ら確認し

て業務を確実にすべきだったが、自

ら行うべき役割、職務と責任の自覚

が不足しており、担当者に業務を任

せっきりにして、その計画や実施結

果を自ら確認しておらず、ラインとし

てのフォローやチェックができていな

かった 

（要因55‐21） 

５ 
平成25年10月に赴任した電気保修

課長は、平成26年7月の保修票発行

時、ITV設備の機能回復を図るよう

指示すべきであったが、ITV設備の

対応については課長代理に任せて

おり1部屋に1台カメラあれば問題な

い、他のカメラで監視可能であり保

修票を発行した発電課も同様の認

識であるとの説明に疑問を持たな

かった 

（要因55‐20） 

平成25年4月から担当した電気保修

課TLは、平成25年7月に生産中止

情報を受け、同年11月に後継機種

の選定を行った際、補修、取替及び

改造計画の策定、変更の検討を行

うべきであったが、同等代替品の交

換であると考え、設計計画書の作成

を行わなかった 

(要因55‐23） 

平成25年4月から担当した電気保修

課TLは、平成25年11月に代替機種

を選定したとき、制御プログラムの

更新を伴うため、同等代替品でない

と判断すべきであったが、交換対象

はカメラのみであったことから、一般

汎用カメラであることは変わりないた

め同等代替品であると判断した 

(要因55‐24） 

4.中間管理要因 

4-7-1 役割・責任 

電気保修課管理職は、平成24年2月

のITV設備点検結果をまとめた様式

‐3においてITVカメラが生産終了、

後継機種がないこと、これに代わる

手段として代替カメラ（M2）を購入す

ることを記載してあることを踏まえ、

予備機確保を指示すべきであった

が、対応しなかった 

（要因55‐17） 

電気保修課管理職は、様式‐3作成

者として捺印しているが、ITVカメラ

について生産終了、後継機種がな

い等の「提案・推奨・改善内容」に

なっていることを意識しなかった 

（要因55‐18） 

７ 

７ 

電気保修課では、ITV設備につい

て、保守管理の実施にあたり機器

ごとに点検すべき内容を検討して

設備機器の健全性維持に見合っ

た保全計画（点検計画）を整備して

いなかった 

（要因55-27） 

直接要因A3 

直接要因A2 

１ 

平成24年2月、に同型式のITVカメラ

が生産中止となっており交換部品

の手配及び補修ができず、点検計

画どおりの機能回復及び機能維持

の困難が判明した以降、同等代替

品の選定及びそれに伴う制御プロ

グラムの変更により「補修、取替及

び改造計画」の策定、変更の検討を

行うべきであったが、実施しなかっ

た 

（要因55-22） 

問題事象A2 

８ 

4.中間管理要因 

4-3-2 技術伝承 

 

電気保修課長は、所掌する設備の

点検項目と点検内容を課員に周知・

理解させておく必要があったが、課

内マニュアルの教育が概要を紹介

する程度であり、設備点検の実施項

目と実施内容についての教育が十

分でなく、課員の一部では保全に係

る基礎的な知識が不足していた 

（要因55-25） 

4.中間管理要因 

4-7-4教育・訓練 

６ 

６ ５ 

A1-3  

A1-4  

A2-1 

A3-1 (A1-2) 
A3-2 (A1-3) A3-2 (A1-3) 

電気保修課ＴＬは、平成26年7月のTF

への説明時、ITVカメラ交換を追加す

るため保全の有効性評価を実施する

旨を説明しており、速やかに点検計

画を改定すべきであったが、保安検

査で指摘を受けるまで点検計画の改

定を行わなかった 

（要因145-1） 

問題事象A4 

電気保修課ＴＬは、速やかに点検計画

に定期交換を追加すべきであったが、

TFへ次回点検の結果により有効性評

価を実施し定期交換を追加するとした

ことを説明したが、追加の必要はない

と判断されたことから点検計画への定

期交換の追加を速やかに実施する必

要はないと考えた 

（要因145-2） 

ＴＦメンバーは、故障が頻発し、ITVカ

メラが生産中止となっている現状を

踏まえて計画的なITVカメラの交換を

含めた保全の有効性評価の実施を

指示するべきであったが、平成24年

12月に実施した保全の有効性評価

を確認する際に、ITVカメラが生産終

了し、修理対応も終了、後継機種な

しとなっていることを認識できていな

かった 

（要因145-3） 

A4-2 (A1-1) 

A4-1(A1-3) 
ＴＦメンバーには、様式-3「点検・

補修等の結果の確認・評価シー

ト」の承認者である部長クラスも含

まれ、情報を知り得る立場であっ

たが、当時の点検報告書に添付

された様式-3における確認・評価

の内容については失念していた 

（要因145-4） 

1 

直接要因A4 

7 
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電気保修課は、平成24年2月以降

にITV設備が点検計画に設定され

た予防保全の実施が不可能になっ

たことを不適合管理すべきであっ

たが、補修が困難であることや実

際に機能回復が図れず、点検計画

どおりの点検ができない状況を不

適合と認識しなかった 

（要因55‐31） 

電気保修課は、ITVカメラの生産中

止により交換部品の手配及び補修

が困難であるにも関わらず、点検計

画どおりの機能確認ができなくなっ

た際に、不適合を適切に処理（管

理）しなかった 

（要因55-30） 

問題事象A5 

電気保修課は、平成25年2月以降

にＩTV設備の故障が多数発生した

際、早急に対応できないことから不

適合報告書を発行し、是正処置（C

区分以上）を図るべきであったが、

保修票（D区分）を発行したのみで、

多数故障及び対応困難な状況を

是正処置が必要と認識しなかった 

（要因55‐34） 

電気保修課長代理は、平成25年

2月以降、発生したITVの多数故

障及び対応困難な状況について

是正処置が必要な不適合と認識

すべきであったが、1部屋1台あ

れば漏えい監視設備としての機

能要求は満たされるとし、現状を

是正処置が必要な不適合とする

意識がなかった 

（要因55‐35） 

電気保修課TLは、平成25年2月に

発生したITVの多数故障及び対応

困難な状況を是正処置が必要な不

適合と認識すべきであったが、すで

に発行されている保修票は不適合

D区分であるため、新たに不適合

報告書を発行する必要はないと考

えた 

（要因55‐36） 

１ 

９ 

 

電気保修課では、不適合が発生し

た場合、要求事項に適合しない状況

が放置されることを防ぐために不適

合を迅速に識別し、機器の健全性を

評価して適切な処置を行うべきで

あったが、不適合管理が正しく理解

されておらず、QMSの教育が十分で

なかった 

（要因55-32） 

不適合管理委員会は平成25年2月

以降、発生したITVの多数故障及び

対応困難な状況を是正処置が必要

な不適合と認識すべきであったが、

1部屋1台あれば漏えい監視設備と

しての機能要求は満たされるとした

説明に納得し、現状を是正処置が

必要な不適合とする意識がなく、指

示を行わなかった。 

（要因55-37）  

９ 

１ 

直接要因A5-1 

直接要因A5-2 

９ 

4.中間管理要因 

4-7-4 教育・訓練 

 

電気保修課のライン職及び不適合

管理委員会のメンバーは、不適合

については、発生の都度原因を究

明し、その再発防止に努める必要

があるが、補修が困難であることや

実際に機能回復が図れない状況を

是正が必要と認識しておらず、適切

な保安活動や設備の健全性確認の

観点から不適合管理を適用し、不適

合の改善を図ることが理解されてい

ない 

（要因55-33） 

4．中間管理要因 

4-2-2 ルールの遵守 

もんじゅ幹部が出席する月間不適

合管理委員会は、保修票の処置

状況をレビューしていたにも関わ

らず、ITV設備の保修票が複数発

行されている状況に対し、不適合

管理の実施や補修、取替計画の

策定等、適切な対応を指示できな

かった 

（要因149‐1） 

品質保証室長は、月間不適合

管理委員会において、保修完了

までに長期間を要しているもの

がないか、頻発しているものが

ないかなどの確認を行うよう不

適合管理要領で明確にすべきで

あったが、確認・審議ポイントを

明確にしなかった 

（要因149‐2） 

直接要因A5-3 

品質保証室長は、月間不適合委

員会が保修票の処理状況を所長

に報告する場であり、議論する場

ではないと考えており、不適合管

理要領で明確に保修票の処理状

況をフォローする場と位置付けて

いなかったため、月間不適合管理

委員会が保修票の処理状況につ

いて確認や審議を行うようになって

いなかった 

（要因149‐3） 

月間不適合管理委員会の委員で

あるもんじゅ幹部は、未処理の保

修票の存在が、もんじゅの課題とし

て認識した上でその措置について

適切に保守担当課へ指示する必要

があったが、会議体の責任と権限

が明確でなく、実施義務を認識して

おらず現場との連携が不足し保守

管理のガバナンスが機能していな

い 

（要因149‐4） 13 

3．経営管理要因 

3-2-2 組織構造 

10 

A5-1-1 

A5-1-2 

不適合管理委員会は、電気保修課が

平成24年1月発行のITV設備保修票

に関して、「他のカメラで監視可能」と

記載し不適合委員会で承認された以

降、当該保修票に同様な趣旨を説明

してきたことに対し、反論や疑問を呈

することをしなかった 

（要因160‐3） 

電気保修課は、ITV設備の重要性を認

識すべきであったが、電気保修課課長

代理が当直長経験者であったことから、

平成7年のナトリウム漏えい事故やナ

トリウム消火訓練の経験により、ナトリ

ウムエアロゾルの拡散威力を知ってい

たことからエリアに1台あれば白煙確

認機能は確保でき、たとえカメラがなく

ても現場確認は訓練で身についてい

るのでナトリウム漏えい判断に支障を

きたすことはないと認識していた 

（要因160‐2） 

11 

12 

A5-2-1 (A1-1) 

A5-2-2 (A5-1-1) 

10 

10 

A5-2-3 (A5-1-2) 

A5-3-1 

９ 

10 
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保修計画課は、月間不適合管理委員

会において、未完了の保修票全ての

処置状況のフォローを確実に行うべき

であったが、「至急」等の特化された区

分の保修票について説明を行い、ITV

設備は当該月発行の保修票のリスト

の中で提示したのみで、刈取りを実施

していなかった 

（要因149‐6） 

ITVカメラ故障の頻発に係る保修票

が発行された平成25年3月の月間不

適合委員会にて報告された保修票の

未処置件数は合計約200件あったが、

審議時間は説明時間も入れて約30

分間程度しかなく、毎月進展のない

保修票も多かったので、保修区分

「至急」に該当する数件の説明を優

先して「通常」であったITVカメラは説

明されなかった 

（要因149‐5） 

もんじゅは、発行された保修票の

処置状況等について管理し、確

実に処置を行って設備の安全を

確保すべきであったが、保修票に

ついて保修方針、進捗、機器毎

の故障履歴の蓄積と故障傾向等

を管理する仕組みがなかった 

（要因149‐7） 

直接要因A5-4 
A5-4-1 

13 

月間不適合管理委員会に向けて保

修票の処置状況を取りまとめる保修

計画課は、故障が頻発傾向にある

保修票を把握して説明を行うべきで

あったが、故障が頻発傾向にある保

修票の有無についてインプットを

行っていなかった 

（要因149‐8） 

保修計画課は、保修票管理システム

からのデータをもとに、月間不適合委

員会へ提出する「保修票管理報告書」

を取りまとめ、作成に当たり保守担当

課からの保修票の処置についてその

進捗状況を確認することはなかったた

め、保修票の発行時に、過去の保修

票を調べて、頻発傾向にないかの確

認を行っていなかった 

（要因149‐9） 

13 
保修計画課は、月間不適合委員会

に提出する「保修票管理報告書」

について保全部の取りまとめとして

故障機器の処理状況について管

理を行うべきだったが、事務局とし

ての作業に徹し、もんじゅ全体の保

修状況についての管理を行ってい

なかった 

（要因149‐10） 
直接要因A5-5 

もんじゅ職員は、ITV設備について

平成7年の2次主冷却系ナトリウム

漏えい事故対策のひとつとして設置

したにもかかわらず、重要な設備と

は考えていなかった 

（要因55-6再掲） 

問題事象A7 

もんじゅ職員には、ITV設備は監

視対象エリアに1台あれば監視可

能であるとの認識が浸透していた 

（要因160‐4） 

直接要因Ａ７－１ 

もんじゅの教育担当課である技術総

括課は、ナトリウム漏えい事故に関

する教育は実施していたが、ITV設

備の設置意義等（地元自治体等と

の約束事項含む）に関する教育が

行われていなかった 

（要因160‐6） 

技術総括課は、ナトリウム漏えい事

故対策の重要性や目的等をもんじゅ

職員に周知・理解させておく必要が

あったが、教育では漏えい対策の全

体的な概要を紹介することが重要と

考え、漏えい対策の設計思想、目的、

対策の内容と効果等についての教

育まで踏み込む必要はないと考えて

いた。 

（要因160‐7） 

もんじゅは、ITV設備がナトリウム漏

えい監視用の設備の一環であること

について「もんじゅ安全性調査検討

専門委員会（平成15年9月）」、「さいく

るミーティング資料（平成16年7月）」

などで当時の地元自治体等へ自ら

約束事項としていることを認識する

必要があったが、「ナトリウム漏えい」

に関連する約束事項への認識が不

足していた 

（要因160‐5） 

直接要因Ａ７－２ 

1 

不適合管理委員会は、ITV設備の

故障がナトリウム漏えい事故時対

応に影響を及ぼしていることを不

適合として認識すべきであったが、

ナトリウム漏えい事故時対応に影

響を及ぼしていることに考えが及

ばなかった 

（要因150‐3） 

 

不適合管理委員会は、ITV設備の保

修票の扱いについて、故障の対処方

法及びITV設備復旧までの間、監視

対象エリアに対する監視方法につい

ての評価を行って特別採用すること

を検討すべきであったが、ナトリウム

漏えい事故時対応に影響を及ぼして

いることを不適合として認識せず、保

修票における処置の方法が不適合と

した 

（要因150‐2） 

不適合管理委員会は、ITV設備に係

る不適合(14-55)の最初の審議

(H26.9.16)において、不適合の除去

方法及びITV設備復旧までの間の特

別採用の方法を検討しなかった 

（要因150‐1） 

直接要因A6-1 

電気保修課は、ITV設備の故障が

ナトリウム漏えい事故時対応に影

響を及ぼすことを認識して機能回復

までの間の特別採用をすべきで

あったが、保修票における処置希

望を「通常」から保修作業の優先度

が比較的高い「至急」にしなかった

ことのみが是正処置の対象と判断

して不適合報告書を作成した 

（要因150‐4） 

直接要因A6-2 

問題事象A6 
1 

９ 

5．集団要因 

5-2 集団の知識・学習 

11 

12 

発電課管理職は、ＩTV設備の運用開始

にあたり、ITV設備がナトリウム漏えい事

故対策の一環として、中央制御室の運

転員が漏えい事故の状況をリアルタイム

で把握し、運転員入室の判断等を速や

かに行えるよう漏えいの早期発見・影響

の抑制を目的とする重要な役割を持った

設備であることを課内（もしくは所大）で

統一された見解として示すべきであった

が、ITV設備の重要性について示さな

かった 

（要因159‐5） 

発電課管理職は、ITV設備が故障した

場合、ナトリウム漏えい時に遠隔で部

屋の状況を正確かつ迅速に確認し、運

転員が安全に入室するための判断をす

るにあたって、支障があることを認識す

るべきであったが、ナトリウム漏えい事

故やナトリウム消火訓練の経験から、

ナトリウム漏えい事象は大量の白煙が

広がるため、1部屋に1台あれば、白煙

の有無の確認が可能であり、当該部屋

の漏えい対応が可能と認識していた 

（要因159‐4） 

 発電課管理職は、ITV設備がナトリウム漏えい事故

対策の一環として、中央制御室の運転員が漏えい事

故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の判

断等を速やかに行うことを目的とする重要な役割を

持った設備であることを認識し、ITV設備の故障に対

して健全性確認の頻度を上げるなどの運転管理を行

うべきであったが、保安規定に定める漏えい監視装

置ではないことから、設置当初から運転する上では

あった方が良いが、なくても安全上の問題はないと考

え、設備機器の機能と整合した運転管理の手法を行

うための検討が十分でなく段取りが不足していた 

（要因159‐6） 
14 

4.中間管理要因 

4-9-3 工程・計画 

A5-4-2 (A5-3-1) 

８ 
A5-5-1 (A5-3-1) 

A5-5-2 (A1-4) 

A6-1-1 (A1-1) 

A6-2-1 (A5-1-1) 

10 A6-2-2 (A5-1-2) 

A7-1-1 

A7-2-1 (A1-1) 

A7-1-3 (A5-1-1) 

A7-1-4 (A5-1-2) 

A7-1-2 (A1-1) 
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平成24年12月に、電気保修課は、不適合

報告書「電気・計測制御設備の保守管理

不備について」の対応による有効性評価

実施時、トラブルなどの運転経験から得ら

れた知見について反映すべきであったが、

点検・補修等の結果の確認・評価シート

（様式-3：生産中止等の情報）を確認せず、

また発行されていた保修票を故障の前兆

ととらえず、「設置以来5年間（59ヶ月）異常

の兆候が見られない」ことを根拠に点検間

隔・頻度を16Mから28Mに変更した 

（要因55-39） 

問題事象B2 

平成24年12月に、電気保修課は、有

効性評価を行う際にはトラブルなど

の運転経験から得られた知見につい

て実施すべきであったが、不適合「電

気・計測制御設備における保守管理

不備の手続き遅れ（管理番号：12-

24）」にて未点検機器の個数を、平成

24年3月に延長した点検間隔・頻度

を用いて算出していたため、そのま

ま延長を行うしかないと判断した 

（要因55-41） 

 

電気保修課長は、QMSのルールに

則って保守管理の不備に係る不適

合管理を適切に行い、未点検状態を

解消することを議論し、適切な情報を

提示すべきであったが、適切な判断

に必要な情報の伝達や検討結果の

妥当性の確認が十分に行われてい

なかった 

（要因55-42） 

※RCA報告書（ 要因T1-215再掲） 

電気保修課TLは、保全の有効性評

価の方法や点検データ等の活用策

を理解しておく必要があったが、保

全の有効性評価の方法を十分に理

解していなかった 

電気保修課は、平成24年3月に保全

計画Rev.5において、点検周期を1サ

イクルから2サイクルに延長する際、

必要な手続きをしなかった 

（要因55-38） 

問題事象B1 

※RCA報告書（直接要因1-(18)、要

因T1-221再掲） 

電気保修課では、点検時期が延期

される設備機器が発生した際には、

有効性評価を行い点検間隔又は頻

度を変える必要があるが、有効性評

価ができなかった 

※RCA報告書（要因T1-220再掲） 

電気保修課では、保全の有効性評

価を行う場合に「保全の有効性評価

要領」に基づいて過去の点検実績

やそれを用いた評価が必要である

にも関わらず、評価を実施するため

の方法の具体化が不足し、有効性

評価に取組めなかった 

※RCA報告書（要因T1-211再掲） 

保修計画課長は、プラント保全部が

所掌する設備機器の特徴を踏まえ

て、各担当者が活用できる保全の有

効性評価に係る教育を実施するべ

きであったが、教育内容が機械類の

ものであり、電気・計装の全てに適

用できるものではなかった 

※RCA報告書（要因T1-210再掲） 

保修計画課長は、保全の有効性評

価のために各保守担当課に有効的

な教育とすべきであったが、保全の

有効性評価手法の一例として機械

類のものを示したことで電気・計装

系も対応できると考えた 

※RCA報告書（要因T1-209再掲） 

保修計画課長は、実践的な保全の有効

性評価手法を教育すべきであったが、実

際の保全の有効性評価の実施は保守担

当課が行うものであるとして、具体的な実

施方法等の実務的・実効的な評価方法の

適用について教育機会を設けるなどの

フォローをしなかった、特にプラント保全部

の管理職は、保全の有効性評価等の職

務遂行にあたって本来持たなければなら

ない力量が不足していた 

 

※RCA報告書（要因T1-124再掲） 

保修計画課長は、原子炉施設の保修の

計画及び管理に関する業務の履行を確

実にすべきであったが、島根発電所の保

守管理の不備等で得られた教訓から、

保全プログラムの定着化を図るために

は、保全計画（点検計画）の管理を各保

守担当課で行うべきであると誤認し、保

全関係各課との調整や総合的な工程管

理が不足していた 

4.中間管理要因 

4-4-1 セクショナリズム 

※RCA報告書（要因T1-214再掲） 

電気保修課のチームリーダー及び

担当は、過去の点検データ等を用い

た設備機器の劣化特性の評価が可

能なスキルを有しておくべきであっ

たが、設備機器の経年劣化の長期

的傾向監視・分析の経験が乏しかっ

た 

※RCA報告書（要因T1-213再掲） 

電気保修課では、点検で得られた知

見等について、設備の維持管理に

反映して行く風土が醸成されている

べきであったが、業務で得られた経

験・知見を分析し、さらなる業務改善

に活かすようにチームリーダー及び

担当の意識が育成されていなかっ

た 

※RCA報告書（要因T1-212再掲） 

電気保修課長は、設備の維持管理に必

要な能力と責任感を課員に与えて業務の

改善に取り組むように動機付けすべきで

あったが、点検データ等を用いて劣化特

性を評価する等の保守員としての技能が

十分でないことを把握しておらず、常に問

いかけるなどして課員の経験・知見を伸

ばして業務改善に活かすような取組みが

十分でなかった 

6.個人要因 

6-2 リーダーシップ 

※RCA報告書（要因T1-219再掲） 

電気保修課の担当者は、保全の有

効性評価を行うために過去の点検

データ等を十分に把握し活用する必

要があるが、プラント工程変更時ま

でに得られた保守担当者の把握し

ている情報量が不足していた 

※RCA報告書（要因T1-218再掲） 

保全の有効性評価のためには、不

足した情報量を補うために自らの点

検データに捉われず類似プラントや

公開情報等も採り入れて評価方法

を検討する必要があるが、電気保修

課の担当者は、他プラント等の類似

のデータを使用する考えに至らな

かった 

15 

15 

※RCA報告書（要因T1-217再掲） 

電気保修課では、保全の有効性評

価を行うために設備の状況に応じた

評価方法を用いる必要があったが、

電気・計測制御設備の機器類に係る

具体的な有効性評価方法について、

劣化兆候把握のための温度、振動、

摩耗量、使用環境等の評価指標を

多様化しようとする取り組みが継続

的に実施されていなかった 

※RCA報告書（要因T1-216再掲） 

電気保修課では、設備の状況に

適した保全の有効性評価を行うた

めに、自らの点検データはもとより

類似プラント等の情報を活用すべ

きであったが、有効性評価の手法

を確立し多様化するためには、点

検データが必要だと考えていた 

16 

16 

ITV設備について、保全の有効性評

価に対する手続き及び内容の不備

があった（点検期限を超過した） 

（要因55-58） 

頂上事象B 

直接要因B1-1 

4．中間管理要因 

4-1-4 発電所の意思決定 
電気保修課TLは、平成24年12月に実

施した有効性評価について、トラブルな

どの運転経験から得られた知見につい

て評価を実施すべきであったが、生産

中止情報はITV設備の外観点検、機能

性能試験に影響がないため、点検報告

書の点検実績により評価を行えばよい

と考え、点検・補修等の結果の確認・評

価シート（様式-3）についての情報を評

価する必要はないと判断した 

（要因55-40） 

 
直接要因B2-1 

 

電気保修課長は、「保全の有効性評価」

や「表現の適正化」にて未点検の解消が

できない場合には、不適合報告書を発行

した上で、解消できない状況であることを

表明すべきであったが、もんじゅでは未

点検機器を出さないことに傾注していた

ことが電気保修課の判断に影響し、未点

検機器の調査に係る意思決定が適切に

行われていなかった 

（要因55-43） 

4．中間管理要因 

4-5 コミュニケーション 
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B1-1-1 

B1-1-2 

B2-1-1 

B2-1-2 



添付資料-2 要因分析図
ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理に関する問題 (14-55,145,149,150,160))【6／6】
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電気保修課TLは、予防保全機器で

ある当該設備に対し、故障を寿命の

前兆ととらえるべきであったが、散発

していた保修票を一過性のものとと

らえ、機能維持に影響がないとして

評価を行った 

（要因55-44） 

電気保修課長は、平成24年12月に

実施された有効性評価について、評

価作成者が正しいと判断して実施し

ているものであり、有効性評価内容

のチェック（評価）を行っていなかっ

た 

（要因55-45） 

直接要因B2-2 

直接要因B2-3 

８ 

TFメンバーは、ITV設備の故障が頻発してい

ることやＩＴＶカメラが生産終了し、修理対応

終了、後継機種なしである状況を踏まえて

有効性評価の再評価を指示するべきであっ

たが、担当課である電気保修課が否と判断

した平成24年12月に実施したITV設備に係

る保全の有効性評価に対し、TFとして点検

間隔/頻度の延長を妥当とし、保全の有効性

評価の再評価を指示しなかった 

（要因145-5） 

TFメンバーは、平成25年2月以降に

故障が頻発している状況を踏まえて、

平成24年12月に実施された有効性

評価の妥当性を確認すべきだった

が、平成25年2月以降の故障を考慮

せず、また、有効性評価を行った平

成24年12月までの故障については、

点検間隔/頻度の延長には影響しな

いものとした 
（要因145-6） 

TFにおいては、有効性評価のロー

ラー作業結果に対する確認の視点

を明確にしておくべきであったが、

有効性評価を実施した当時の評価

の妥当性の確認に固執し、故障の

頻発という現状を考慮した確認がで

きていなかった 

（要因145-7） 

TFメンバーは平成24年12月までの故

障を踏まえて、当時の有効性評価の

妥当性を確認すべきであったが、平

成24年12月の有効性評価の中で報

告されている5件のカメラの故障は、

機能性能に影響する異常兆候は見ら

れないとされていたことから問題ない

ものとした 

（要因145-10） 

TFメンバーは、当時の有効性評価の

記録を確認すべきであったが、ITVを

日常監視に使用しているため、故障

があれば直ぐに把握できると思った

こと及び現状の点検内容は機能回

復とは関係ないので、当時の有効性

評価のままでよいと考えた 

（要因145-11） 

TFメンバーは、当時の有効性評価の

記録を確認すべきであったが、ナトリ

ウム漏えい時にITV設備が故障して

いても、1エリアに1台以上の監視可

能なカメラがあれば、ITV設備の機能

として十分であり対応可能と考えた 

（要因145-14） 

TFメンバーは、平成25年2月以降に

故障が頻発している状況を踏まえて、

平成24年12月に実施された有効性

評価の妥当性を確認すべきだったが、

TFでの審議は評価を実施した当時に

立ち返り、有効性評価の良否を判断

するのが目的であるという認識を

持っていた 

（要因145-8） 

TFメンバーは、ITV設備の故障が頻発

している状況を踏まえて有効性評価

の再評価を指示するべきであったが、

当初の有効性評価の妥当性を確認す

ることに固執するという集団的視野狭

窄に陥り、チェック及びレビュー機能

等が十分に機能しておらず、故障の

頻発という現状を考慮した確認ができ

ていなかった 

（要因145-9） 

TFメンバーは、保全方式をTBMと

設定した機器の重要性を理解した

上で設備点検の実施を指示すべき

であったが、保全方式をTBMとして

設定したITV設備に係る点検の有

り方について理解していなかった 

（要因145-13） 

TFメンバーは、点検計画における

ITV設備の保全方式がTBMとなって

いることを理解した保全とするよう指

示すべきであったが、ITV設備の重

要度は低いものであり、設備点検と

しては機能の維持状況を確認できれ

ばよいとしていた 

（要因145-12） 

1 
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問題事象B3 
5.集団要因 

5-3 集団浅慮 

1 

直接要因B3 

17 

７ 

B2-2-1 (B2-1-1) 

B2-2-2 (B2-1-2) 

B2-3-1 (A1-4) 

B3-１ 

B3-2 (A1-1) B3-3 (A1-3) 



添付資料-2 要因分析図
ナトリウム漏えい監視用ITV設備の運転管理に関する問題 (14-159(65))【1／1】
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発電課管理職は、ＩTV設備が故障し

た場合の運転への影響評価につい

て、評価の視点を明らかにした実施

計画書を用いて評価すべきであった

が、実施しなかった 

（要因159‐11） 

発電課管理職は、ITV設備が故障し

た場合、一時的な運転管理の方法を

検討し、運転員に周知すべきであった

が、ITV設備故障時対応に係るルー

ルが明確化されていなかった 

（要因159‐12）  

発電課では、ITV設備に対する故障

に対し、運転管理の仕組みが構築さ

れていない 

（要因159‐1） 

頂上事象C 問題事象C1 

発電課管理職は、ITV設備の位置付

けや異常時の重要性を認識すべきで

あったが、ITV設備を重要と捉えてい

なかった 

（要因159‐2） 

問題事象C2 

発電課管理職は、ITV設備に要求さ

れる機能が維持されていることを定

期的に確認しておく必要があったが、

規制庁に指摘されるまで実施せず

にITV設備が多数故障した状態で長

期間放置した 

（要因159‐7） 

問題事象C3 

発電課管理職では、保安規定で要求

される設備以外においても、運転管

理上重要な設備については、定例試

験計画に基づき、定期的に健全性確

認を実施していたが、ITV設備につい

ては、定期的に健全性確認をする

ルールになっていなかった 

（要因159‐8） 

発電課管理職は漏えい対応につい

て、ITV設備の役割を十分に理解

すべきであったが、保安規定で定

めるナトリウムの漏えい監視装置

（ガスサンプリング型漏えい検出器、

CLD、セルモニタ、火災感知器）で

ナトリウム漏えい検出は可能であり、

ITV設備は1部屋に1台あれば漏え

い対応に支障はないと認識してい

た 

（要因159‐3） 

直接要因C3 

直接要因C1 

発電課管理職は、ITV設備の役

割について遠隔で部屋の状況を

正確かつ迅速に確認でき、運転

員が安全に入室するための判断

に必要である事を認識すべきで

あったが、ナトリウム漏えい検出

について保安規定で定められて

いる設備ではなく、異常時手順書

では現場確認と同等なものであ

り、重要度が低いと認識していた 

（要因159‐9） 

C1 

発電課長は、ＩＴＶ設備の保守対応

について適宜フォローすべきであっ

たが、対応を保守担当部署に任

せっきりであった 

（要因159‐10） 

運転を所管するもんじゅの幹部は、

ITV設備が多数故障しており、それ

に伴う運転管理の指示を発出する

よう指導すべきであったが、運転管

理に係る発電課長指示を発出して

いない状況を修正できなかった 

（要因159‐14） 

C1 

C2 直接要因C2-1 

直接要因C2-2 

C2 

C2 

14 

発電課長は、設備の故障が起点と

なって一時的な運転管理及び運転手

順の妥当性を確認し、措置が必要な

場合は運転員に周知する仕組みを作

るべきだったが、ナトリウム漏えい事

故時に運転員の判断を支援し早期対

応を可能とする対策の設備のような、

必ずしも重要度が高くない設備にか

かる故障時対応等の運転管理のルー

ルが明確になっておらず、QMSの維

持管理に関する対応が不足していた 

（要因159‐13） 
C3-2 

C1 

1 C3-3  (A1-1再掲) 

4.中間管理要因 

4-2-3 ルールの維持管理 

C1-1 (A7-1-1再掲) 

C2-1 (A7-1-1) 

C2-2  (A7-1-1) 

C3-1 (A7-1-1) 





添付資料-3 組織要因の評価【1／2】

大分類　 要素 組織の要素を含む背後要因 組織要因の候補 組織要因

＜Ａ1-４、Ａ5-5-2、Ｂ2-3-1＞

電気保修課長及び保修計画課長は、保守管理業務の内容を自ら確認して業務を確実にすべきで
あったが、自ら行うべき役割、職務と責任の自覚が不足しており、担当者に業務を任せっきりにして
その計画や実施結果を自ら確認しておらず、ラインとしてのフォローやチェックができていなかった
（1-⑱に準ずる）

＜Ａ1-１、Ａ4-2、Ａ5-2-1、Ａ6-1-1、Ａ7-1-2、A7-2-1、Ｂ3-2、C3-3＞

もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転員が状況をリアルタイ
ムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行えることを目的とする重要な役割を持った設備
であると認識し、経年化を考慮したITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、
保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安全上の
問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が十分でなく、適切な点検計
画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

＜Ａ7-1-1、C1-1、Ｃ2-1、Ｃ2-2、Ｃ3-1＞

発電課管理職は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、中央制御室の運転員が漏
えい事故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の判断等を速やかに行うことを目的とする重
要な役割を持った設備であることを認識し、ITV設備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるな
どの運転管理を行うべきであったが、保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、設置当
初から運転する上ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はないと考え、設備機器の機能と
整合した運転管理の手法を行うための検討が十分でなく段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

＜Ｃ3-2＞

発電課長は、設備の故障が起点となって一時的な運転管理及び運転手順の妥当性を確認し、措
置が必要な場合は運転員に周知する仕組みを作るべきだったが、ナトリウム漏えい事故時に運転
員の判断を支援し早期対応を可能とする対策の設備のような、必ずしも重要度が高くない設備に
かかる故障時対応等の運転管理のルールが明確になっておらず、QMSの維持管理に関する対応
が不足していた(3-⑨に準ずる）

＜Ｂ2-1-1、B2-2-1＞

電気保修課長は、ＱＭＳのルールに則って保守管理の不備に係る不適合管理を適切に行い、未点
検状態を解消することを議論し、適切な情報を提示すべきであったが、適切な判断に必要な情報
の伝達や検討結果の妥当性の確認が十分に行われていなかった（1-㉚に準ずる）

＜Ｂ3-1＞

TFメンバーは、ITV設備の故障が頻発している状況を踏まえて有効性評価の再評価を指示するべ
きであったが、当初の有効性評価の妥当性を確認することに固執するという集団的視野狭窄に陥
り、チェック及びレビュー機能等が十分に機能しておらず、故障の頻発という現状を考慮した確認
ができていなかった（1-㉚に準ずる）

＜Ａ1-2、Ａ3-1＞

電気保修課ライン職は、課員が抱える業務上の課題を共有し課題解決に向けた指導や支援を行う
必要があったが、保守管理不備の対応で忙しく、ＩＴＶ設備の点検管理に係る状況や過去の保修票
発行実績について保守担当と共有しておらず、ＩＴＶ設備の代替品手配などの機能回復に向けた取
組みが十分でなかった(1-㉔に準ずる）

＜Ｂ1-1-1＞
※RCA報告書（要因T１－２１２）

電気保修課長は、設備の維持管理に必要な能力と責任感を課員に与えて業務の改善に取り組む
ように動機付けすべきであったが、点検データ等を用いて劣化特性を評価する等の保守員として
の技能が十分でないことを把握しておらず、常に問いかけるなどして課員の経験・知見を伸ばして
業務改善に活かすような取組みが十分でなかった（1-⑭）

組織要因その1
（管理機能が不足）
管理者の所掌範囲が過大であるにも関わらず、管理
者自らが一担当者（プレーヤー）となりマネージャーと
しての意識が不足していたため、保全計画の制改
定、点検期限調査等の業務の段取りに係る整備状況
や担当者の保守管理業務の実施状況の確認を自ら
行っておらず、保守管理における管理機能が十分に
発揮されていなかった

個人のコミットメ
ント

②役割と責任が不明確
もんじゅの幹部やプラント保全部の管理・監督職は、自らの役割と
責任の自覚が不足し、重要度分類等の保全計画の根拠整備等に
係る「業務の計画」や進捗管理が確実になされておらず、また、管
理者自らがプレーヤーとなっていたため保守管理業務を担当者等
へ委ねて進捗管理や実施結果の確認を自ら行えていない等、管
理・監督者としての役割と責任が果たされていない。また、トラブル
対応に追われ、管理者の過大な業務範囲を適正化するフォローが
なされていない

④ＱＭＳ管理の定着化が不十分
もんじゅでは、新たに追加・規定したプロセスやルールをＱＭＳ文
書に明文化しなかったことや、文書と記録の定義があいまいなも
のがあるなど、ＱＭＳの維持管理に関する対応が不足していた

⑤責任の明確化

⑥安全行為の定義
と管理（作業の明確
化と管理）

⑥安全行為の定義
と管理（作業の明確
化と管理）

管理者のコミット
メント

③業務の計画（段取り八分）の管理が不十分
保全プログラムの導入に当たり、保全計画策定のための準備期間
の確保や事前の教育が十分でなく、設備機器と整合した保全計画
を仕上げる仕組み（段取り）が不足していた。また、プラント保全部
や品質保証室長、運営管理室長は、保全計画の作成や点検期限
超過の調査計画に当たり、「業務の計画」の理解や意識の不足に
より要求事項や調査に必要な条件を明確にしてそれを共有してお
らず、「段取り八分」が整っていない

⑥コミュニケーションが不足
電気保修課では、課員が抱える業務上の課題を把握・共有する手
段や機会が不足しており、課題解決に向けた指導や支援の取り組
みや、課員の経験・知識を伸ばして保守管理業務の改善につなげ
るように動機付けしモチベーションを高めるような取組みが十分に
なされていない

⑫コミュニケーショ
ン

⑤組織判断のための情報管理や対応が不十分
もんじゅの幹部は、保全計画修正等の不適合対応において適切
な判断に必要な情報の伝達や検討結果の妥当性の確認が十分
になされておらず、組織判断のための情報管理や対応が不足して
いた

⑩問い直す態度
（常に問いかける姿
勢）



添付資料-3 組織要因の評価【2／2】

大分類　 要素 組織の要素を含む背後要因 組織要因の候補 組織要因

＜Ａ5-1-2、Ａ5-2-3、Ａ6-2-2、Ａ7-1-4＞

電気保修課のライン職及び不適合管理委員会のメンバーは、不適合については、発生の都度原
因を究明し、その再発防止に努める必要があるが、補修が困難であることや実際に機能回復が図
れない状況を是正が必要と認識しておらず、適切な保安活動や設備の健全性確認の観点から不
適合管理を適用し、不適合の改善を図ることが理解されていない(3-①に準ずる)

＜Ｂ1-1-2＞
※RCA報告書（要因T１－１２４）

保修計画課長は、原子炉施設の保修の計画及び管理に関する業務の履行を確実にすべきであっ
たが、島根発電所の保守管理の不備等で得られた教訓から、保全プログラムの定着化を図るため
には、保全計画（点検計画）の管理を各保守担当課で行うべきであると誤認し、保全関係各課との
調整や総合的な工程管理が不足していた（1-⑫）

＜Ａ1-3、A3-2、A4-1、Ｂ3-3＞

プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知見や様式‐3に記載さ
れている「提案・推奨・改善内容」などの保守経験に基づき、保全計画（点検計画）や要領書に反映
するべきであったが、そのような改善につなげる仕組みが機能していなかった（1-㉘に準ずる）

＜Ａ5-4-1＞

もんじゅは、発行された保修票の処置状況等について管理し、確実に処置を行って設備の安全を
確保すべきであったが、保修票について保修方針、進捗、機器毎の故障履歴の蓄積と故障傾向等
を管理する仕組みがなかった（1-㉘に準ずる　）

＜Ａ1-5＞

プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知見や保守経験を蓄積
し、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そのような改善につなげる仕組み
が機能していなかった(1-㉘に準ずる）

＜Ａ5-1-1、Ａ5-2-2、Ａ6-2-1、A7-1-3＞

電気保修課では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐた
めに不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して適切な処置を行うべきであったが、不適合
管理が正しく理解されておらず、QMSの教育が十分でなかった（1-㉙に準ずる）

＜Ａ2-1＞

電気保修課長は、所掌する設備の点検項目と点検内容を課員に周知・理解させておく必要があっ
たが、課内マニュアルの教育が概要を紹介する程度であり、設備点検の実施項目と実施内容につ
いての教育が十分でなく、課員の一部では保全に係る基礎的な知識が不足していた（2-④）

＜Ａ5-3-1、Ａ5-4-2、Ａ5-5-1＞

月間不適合管理委員会の委員であるもんじゅ幹部は、未処理の保修票の存在が、もんじゅの課題
として認識した上でその措置について適切に保守担当課へ指示する必要があったが、会議体の責
任と権限が明確でなく、実施義務を認識しておらず現場との連携が不足し保守管理のガバナンス
が機能していない（1-⑨に準ずる）

＜Ｂ2-1-2、Ｂ2-2-2＞

電気保修課長は、「保全の有効性評価」や「表現の適正化」にて未点検の解消ができない場合に
は、不適合報告書を発行した上で、解消できない状況であることを表明すべきであったが、もんじゅ
では未点検機器を出さないことに傾注していたことが電気保修課の判断に影響し、未点検機器の
調査に係る意思決定が適切に行われていなかった（2-⑦に準ずる）

管理者のコミット
メント

管理者のコミット
メント

組織要因その２
（チェック（横串）機能が不足）
組織としてルール遵守意識が不足しており、これを是
正すべき品質保証室等によるチェック（横串）機能が
十分に働いていなかった。また、保全プログラムの開
発等への計画的な取り組みのための調整、管理機能
やサポート体制が不足していた

組織要因その4
（安全最優先の意識と取り組みが不足）
安全文化の劣化（組織の基本方針レベルのコミットメ
ント、管理者のコミットメント）
点検期限超過等の保守管理状況の実態把握が不足
して、現場の安全を最優先とする意識や資源確保等
への取組みが不足していた、また、過去のRCAの対
策取組みへのフォローも不足していた

⑤責任の明確化

⑥安全行為の定義
と管理（作業の明確
化と管理））

⑦ルール順守の定着化（横串機能）が不十分
もんじゅでは、要領類等の審査・承認を行う際に品質保証室等に
よるチェックの仕組みが機能していないことや、保全の有効性評価
に「準じた確認」等を保守管理に適用するなど、ルールが遵守され
ていない。また、保守管理や不適合管理に関する重要事項につい
て、各種会議体で複数の視点でチェックする仕組みが欠けている

⑧計画的な設備保全の取り組みが不足
プラント保全部では、保全計画（点検計画）の管理等に係る部内の
調整や総合的な工程管理、サポート体制が不足していたため、保
全の有効性評価技術の充実、プラント状態に合った保全計画への
改善や高速炉用の保全プログラム開発等への計画的な取り組み
が十分でない

⑥安全行為の定義
と管理（作業の明確
化と管理）

⑩ＱＭＳの理解に係る教育が不十分
プラント保全部では、ＱＭＳの理解不足により保守管理業務の中
で発生した不適合が適切に処理されておらず、保守管理に係る他
プラントの不適合事象の水平展開が教育に活かされていないなど
不適合管理に係る教育が十分でない

⑰組織として課題を吸い上げる活動が不十分
もんじゅでは、保守管理活動において未点検機器を出さないことに
傾注するあまり、組織として正しい判断を行うために課題等の情報
を共有し相談できる風土が十分に醸成されていない

⑬保守管理のガバナンスが有効に機能していない
経営層、敦賀本部における経営支援組織やもんじゅの幹部は、組
織部署及び会議体が点検工程確保に係る実態を把握し課題を解
決するために果たすべき責任と権限を明確にしていないこと、ま
た、もんじゅは会議体に試験工程等の課題解決を依存する風土が
あり、保守管理のガバナンスが有効に機能していない

⑪保守員の力量向上への取り組みが不足
プラント保全部では、教育内容が保守管理のPDCAを回すために
必要な点検期限の管理等の基礎的知識の付与や動機づけのた
めに十分なものとなっておらず、保守管理に必要な力量が十分に
付与されていない。また、教育計画の設定が適切でなく、要領類
の施行前に保守員全員が受講する教育の仕組みが成立していな
い

管理者のコミット
メント

⑨技術蓄積・継承への取り組みが不十分
プラント保全部では、プラントの長期停止による保全への意識の低
下により保守担当者に長期的観点に立ったプロパーの配置がなさ
れていないため、豊富な経験を持つ保守員が不足し、品質管理シ
ステムの整備やプラント状態に合った保全プログラムの導入、保
守経験を踏まえた改善並びに高速炉の保全プログラムの確立に
向けて継続的かつ組織的に技術を蓄積・継承していける体制が
整っていない。また、保守技術蓄積の基礎となる保全計画（点検
計画）の見直しや技術継承のための点検要領標準化への取り組
みやＯＪＴなどの教育もなされていない

⑦資格付与と教育
訓練（適正な人材
配置と訓練）

組織要因その３
（保全に係る技術基盤の整備が不足）
保全計画や点検管理システムが構築途上であるにも
関わらず、頻発するトラブル対応に傾注し、保守管理
に係る課題に対して本質的な対応（保守管理に係る
要領類や保全計画の見直し、点検要領標準化への
取組み、QMS理解への取組み等）が十分でなく、ま
た、これらを実践する要員、体制が不十分であった



添付資料-4 対策の提言
ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理に関する問題 (14-55,145,149,150,160))【1／6】

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類

頂上事象A
ＩＴＶ設備について、故
障が頻発しているにも
かかわらず、機能回
復及び機能維持に向
けた保守を行っていな
かった

A1
電気保修課は、ITVカメラの予備品を計画的に確保しておく
べきであったが、交換に必要な台数を確保していなかった A1-1

もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転
員が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行える
ことを目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した
ITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定
める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安
全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

4.中間管理要因
4-9-3 工程・計画

・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明ら
かにし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、
並びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程
に縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

A1-2

電気保修課ライン職は、課員が抱える業務上の課題を共有し課題解決に向
けた指導や支援を行う必要があったが、保守管理不備の対応で忙しく、ＩＴＶ設
備の点検管理に係る状況や過去の保修票発行実績について保守担当と共
有しておらず、ＩＴＶ設備の代替品手配などの機能回復に向けた取組みが十分
でなかった(1-㉔に準ずる）

4.中間管理要因
4-5-1 部署レベ
ルのコミュニケー
ション

・管理職とチームリーダー、チームリーダーと担当者間の報告・連絡・相
談の徹底によって、各課室の年間業務計画に基づく業務進捗や課題を
把握・管理し、フェイストゥフェイスでの指導・支援を強化すること
【（１）⑥ⅰと同様】

A1-3

プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知
見や様式‐3に記載されている「提案・推奨・改善内容」などの保守経験に基づ
き、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そのような改
善につなげる仕組みが機能していなかった（1-㉘に準ずる）

4.中間管理要因
4-3-2 技術伝承

・点検頻度や点検項目等の見直しなど現行の保全計画（点検計画）の問
題点を解消するとともに、技術根拠に基づくプラント状態に見合った保全
計画への改善見直しを継続的・計画的に実施していくいくこと
【（3）①ⅲと同様】
・技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に
問いかける姿勢」を醸成するため、ライン職による直営の点検や点検の
発注管理を中心としたOJTプログラムを策定し実施していくこと
【(3)①ⅴと同様】

A1-4

電気保修課長及び保修計画課長は、保守管理業務の内容を自ら確認して業
務を確実にすべきであったが、、自ら行うべき役割、職務と責任の自覚が不足
しており、担当者に業務を任せっきりにして、その計画や実施結果を自ら確認
しておらず、ラインとしてのフォローやチェックができていなかった（1-⑱に準ず
る）

4.中間管理要因
4-7-1 役割・責任

・業務を行う場合、業務担当職位に応じた責任範囲と業務分担を「業務の
計画」で明確にし、「報連相」の励行によって個々の業務を管理職層が確
実にマネジメントできるようにすること。また、管理職層に対して、自らの
役割と責任を認識させるために、マネジメント研修を実施すること
【(1)②ⅰと同様】
・業務を指示した上位職者は、管理者がプレーヤーに留まることなく管理
者として、業務が職務ラインでマネジメントされていることやその実施結果
を確認すること
【(1)②ⅲと同様】

A1-5

プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知
見や保守経験を蓄積し、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきで
あったが、そのような改善につなげる仕組みが機能していなかった（1-㉘に準
ずる）

4.中間管理要因
4-3-2 技術伝承

A1-3と同じ
・点検頻度や点検項目等の見直しなど現行の保全計画（点検計画）の問
題点を解消するとともに、技術根拠に基づくプラント状態に見合った保全
計画への改善見直しを継続的・計画的に実施していくこと
【（3）①ⅲと同様】
・技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に
問いかける姿勢」を醸成するため、ライン職による直営の点検や点検の
発注管理を中心としたOJTプログラムを策定し実施していくこと
【(3)①ⅴと同様】

A2

平成25年4月から担当した電気保修課TLは、平成25年7月に
生産中止情報を受け、同年11月に後継機種の選定を行った
際、補修、取替及び改造計画の策定、変更の検討を行うべ
きであったが、同等代替品の交換であると考え、設計計画書
の作成を行わなかった

A2-1

電気保修課長は、所掌する設備の点検項目と点検内容を課員に周知・理解
させておく必要があったが、課内マニュアルの教育が概要を紹介する程度で
あり、設備点検の実施項目と実施内容についての教育が十分でなく、課員の
一部では保全に係る基礎的な知識が不足していた（2-④）

4.中間管理要因
4-7-4 教育・訓練

・保守管理に必要な設備機器に係る基礎的知識や保守管理技術習得の
ための教育プログラムを研修部門と連携して策定し、教育を実施していく
こと
【(3)③ⅲと同様】
・管理者により保守員の力量に応じた育成計画を策定し、OJT等を通して
年度単位で実行管理し評価を行うこと。また、保守管理の意味や重要性
が理解できるよう、動機付けを図ること。
【(3)③ⅳと同様】

対策の提言頂上事象
組織の要素を含む背後要因直接要因
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番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言頂上事象

組織の要素を含む背後要因直接要因

頂上事象A
ＩＴＶ設備について、故
障が頻発しているにも
かかわらず、機能回
復及び機能維持に向
けた保守を行っていな
かった

A3

電気保修課では、ＩＴＶ設備について、保守管理の実施にあ
たり機器ごとに点検すべき内容を検討して設備機器の健全
性維持に見合った保全計画（点検計画）を整備していなかっ
た

A3-1
(A1-2)

A1-2と同じ
電気保修課ライン職は、課員が抱える業務上の課題を共有し課題解決に向
けた指導や支援を行う必要があったが、保守管理不備の対応で忙しく、ＩＴＶ設
備の点検管理に係る状況や過去の保修票発行実績について保守担当と共
有しておらず、ＩＴＶ設備の代替品手配などの機能回復に向けた取組みが十分
でなかった(1-㉔に準ずる）

A1-2と同じ

A1-2と同じ
・管理職とチームリーダー、チームリーダーと担当者間の報告・連絡・相
談の徹底によって、各課室の年間業務計画に基づく業務進捗や課題を
把握・管理し、フェイストゥフェイスでの指導・支援を強化すること
【（１）⑥ⅰと同様】

A3-2
(A1-3)

A1-3と同じ
プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知
見や様式‐3に記載されている「提案・推奨・改善内容」などの保守経験に基づ
き、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そのような改
善につなげる仕組みが機能していなかった（1-㉘に準ずる）

A1-3と同じ

A１-3と同じ
・点検頻度や点検項目等の見直しなど現行の保全計画（点検計画）の問
題点を解消するとともに、技術根拠に基づくプラント状態に見合った保全
計画への改善見直しを継続的・計画的に実施していくこと
【(3)①ⅲと同様】
・技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に
問いかける姿勢」を醸成するため、ライン職による直営の点検や点検の
発注管理を中心としたOJTプログラムを策定し実施していくこと
【(3)①ⅴと同様】

A4

ＴＦメンバーは、故障が頻発し、ＩＴＶカメラが生産中止となって
いる現状を踏まえて計画的なITVカメラの交換を含めた保全
の有効性評価の実施を指示するべきであったが、平成24年
12月に実施した保全の有効性評価を確認する際に、ITVカメ
ラが生産終了し、修理対応も終了、後継機種なしとなってい
ることを認識できていなかった

A4-1
(A1-3)

A1-3と同じ
プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知
見や様式‐3に記載されている「提案・推奨・改善内容」などの保守経験に基づ
き、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そのような改
善につなげる仕組みが機能していなかった（1-㉘に準ずる）

A1-3と同じ

A1-3と同じ
・点検頻度や点検項目等の見直しなど現行の保全計画（点検計画）の問
題点を解消するとともに、技術根拠に基づくプラント状態に見合った保全
計画への改善見直しを継続的・計画的に実施していくこと
【(3)①ⅲと同様】
・技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に
問いかける姿勢」を醸成するため、ライン職による直営の点検や点検の
発注管理を中心としたOJTプログラムを策定し実施していくこと
【(3)①ⅴと同様】

A4-2
（A1-1)

A1-1 と同じ
もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転
員が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行える
ことを目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した
ITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定
める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安
全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

A1-1 と同じ

A1-1 と同じ
・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明ら
かにし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、
並びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程
に縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

A5-1

電気保修課は、平成２４年２月以降にＩTV設備が点検計画に
設定された予防保全の実施が不可能になったことを不適合
管理すべきであったが、補修が困難であることや実際に機能
回復が図れず、点検計画どおりの点検が出来ない状況を不
適合と認識しなかった

A5-1-1

電気保修課では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放
置されることを防ぐために不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して
適切な処置を行うべきであったが、不適合管理が正しく理解されておらず、
QMSの教育が十分でなかった（1-㉙に準ずる）

4.中間管理要因
4-7-4 教育・訓練

・各課室に品質保証室を兼務する品質保証担当者（JEAC４１１１又は
ISO9000の内部監査員研修を終了し、合格した者相当）を配置し、作業単
位毎に承認レベルでのチェック機能を確実にする。また担当者を輪番制
として、「常に問いかける姿勢」を定着させることやQMSに係る意識の底
上げを図ること
【(3)②ⅰと同様】
・管理職にQMSの維持管理を着実にするための教育を行うこと。また、も
んじゅ所員に対して保守管理に係る他プラントの不適合事象からの水平
展開の具体策及び今般の保守管理の不備に関する事例（点検期限超
過、調査の不備、誤ったルールの適用、多数故障、点検計画不履行、故
障の放置等）教育の追加等により不適合管理を的確に適用するための
教育を徹底すること
【(3)②ⅱと同様】

A5-1-2

電気保修課のライン職及び不適合管理委員会のメンバーは、不適合につい
ては、発生の都度原因を究明し、その再発防止に努める必要があるが、補修
が困難であることや実際に機能回復が図れない状況を是正が必要と認識し
ておらず、適切な保安活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適
用し、不適合の改善を図ることが理解されていない(3-①に準ずる)

4．中間管理要因
4-2-2 ルールの
遵守

・ルールに準拠した不適合管理を徹底するために、是正処置プログラム
（CAP：Corrective Action Program）を導入すること。
【（2）①ⅱと同様】
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番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言頂上事象

組織の要素を含む背後要因直接要因

頂上事象A
ＩＴＶ設備について、故
障が頻発しているにも
かかわらず、機能回
復及び機能維持に向
けた保守を行っていな
かった

A5-2

電気保修課は、平成２５年２月以降にＩTV設備の故障が多数
発生した際、早急に対応できないことから不適合報告書を発
行し、是正処置（C区分以上）を図るべきであったが、保修票
（D区分）を発行したのみで、多数故障及び対応困難な状況
を是正処置が必要と認識しなかった

A5-2-1
(A1-1)

A1-1 と同じ
もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転
員が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行える
ことを目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した
ITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定
める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安
全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

A1-1 と同じ

A1-1 と同じ
・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明ら
かにし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、
並びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程
に縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(1)③ⅲと同様】

A5-2-2
(A5-1-1)

A5-1-1と同じ
電気保修課では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放
置されることを防ぐために不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して
適切な処置を行うべきであったが、不適合管理が正しく理解されておらず、
QMSの教育が十分でなかった（1-㉙に準ずる）

A5-1-1と同じ

A5-1-1と同じ
・各課室に品質保証室を兼務する品質保証担当者（JEAC４１１１又は
ISO9000の内部監査員研修を終了し、合格した者相当）を配置し、作業単
位毎に承認レベルでのチェック機能を確実にする。また担当者を輪番制
として、「常に問いかける姿勢」を定着させることやQMSに係る意識の底
上げを図ること
【(3)②ⅰと同様】
管理職にQMSの維持管理を着実にするための教育を行うこと。また、も
んじゅ所員に対して保守管理に係る他プラントの不適合事象からの水平
展開の具体策及び今般の保守管理の不備に関する事例（点検期限超
過、調査の不備、誤ったルールの適用、多数故障、点検計画不履行、故
障の放置等）教育の追加等により不適合管理を的確に適用するための
教育を徹底すること
【(3)②ⅱと同様】

A5-2-3
(A5-1-2)

A5-1-2と同じ
電気保修課のライン職及び不適合管理委員会のメンバーは、不適合につい
ては、発生の都度原因を究明し、その再発防止に努める必要があるが、補修
が困難であることや実際に機能回復が図れない状況を是正が必要と認識し
ておらず、適切な保安活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適
用し、不適合の改善を図ることが理解されていない(3-①に準ずる)

A5-1-2と同じ

A5-1-2と同じ
・ルールに準拠した不適合管理を徹底するために、是正処置プログラム
（CAP：Corrective Action Program）を導入すること。
【（2）①ⅱと同様】

A5-3

品質保証室長は、月間不適合管理委員会において、保修完
了までに長期間を要しているものがないか、頻発しているも
のがないかなどの確認を行うよう不適合管理要領で明確に
すべきであったが、確認・審議ポイントを明確にしなかった

A5-3-1

月間不適合管理委員会の委員であるもんじゅ幹部は、未処理の保修票の存
在が、もんじゅの課題として認識した上でその措置について適切に保守担当
課へ指示する必要があったが、会議体の責任と権限が明確でなく、実施義務
を認識しておらず現場との連携が不足し保守管理のガバナンスが機能してい
ない（1-⑨に準ずる）

3．経営管理要因
3-2-2 組織構造

・会議体は、責任の所在が曖昧となるような合議制的なものはなくし、施
設の保安管理に必要なもののみとするようルール化（チェックや改善の確
認も行うことを含む。）すること。また、プラント工程等のもんじゅ運営業務
は責任と権限を明確にしたライン組織で決定がなされることを原則とした
体制とすること
【(4)①ⅱと同様】

A5-4

保修計画課は、月間不適合管理委員会において、未完了の
保修票全ての処置状況のフォローを確実に行うべきであった
が、「至急」等の特化された区分の保修票について説明を行
い、ITV設備は当該月発行の保修票のリストの中で提示した
のみで、刈取りを実施していなかった

A5-4-1

もんじゅは、発行された保修票の処置状況等について管理し、確実に処置を
行って設備の安全を確保すべきであったが、保修票について保修方針、進
捗、機器毎の故障履歴の蓄積と故障傾向等を管理する仕組みがなかった（1-
㉘に準ずる）

5．集団要因
5-2 集団の知識・
学習

・誤作業や見落とし等を防止し保全技術を継承していけるよう、点検要領
書の標準化・整備を計画的に進めること
【(3)①ⅳと同様】

A5-4-2
(A5-3-1)

A5-3-1と同じ
月間不適合管理委員会の委員であるもんじゅ幹部は、未処理の保修票の存
在が、もんじゅの課題として認識した上でその措置について適切に保守担当
課へ指示する必要があったが、会議体の責任と権限が明確でなく、実施義務
を認識しておらず現場との連携が不足し保守管理のガバナンスが機能してい
ない（1-⑨に準ずる）

A5-3-1と同じ

A5-3-1 と同じ
・会議体は、責任の所在が曖昧となるような合議制的なものはなくし、施
設の保安管理に必要なもののみとするようルール化（チェックや改善の確
認も行うことを含む。）すること。また、プラント工程等のもんじゅ運営業務
は責任と権限を明確にしたライン組織で決定がなされることを原則とした
体制とすること
【(4)①ⅱと同様】

A5-5

月間不適合委員会に向けて保修票の処置状況を取りまとめ
る保修計画課は、故障が頻発傾向にある保修票を把握して
説明を行うべきであったが、故障が頻発傾向にある保修票
の有無についてインプットを行っていなかった

A5-5-1
(A5-3-1)

A5-3-1と同じ
月間不適合管理委員会の委員であるもんじゅ幹部は、未処理の保修票の存
在が、もんじゅの課題として認識した上でその措置について適切に保守担当
課へ指示する必要があったが、会議体の責任と権限が明確でなく、実施義務
を認識しておらず現場との連携が不足し保守管理のガバナンスが機能してい
ない（1-⑨に準ずる）

A5-3-1と同じ

A5-3-1 と同じ
・会議体は、責任の所在が曖昧となるような合議制的なものはなくし、施
設の保安管理に必要なもののみとするようルール化（チェックや改善の確
認も行うことを含む。）すること。また、プラント工程等のもんじゅ運営業務
は責任と権限を明確にしたライン組織で決定がなされることを原則とした
体制とすること
【(4)①ⅱと同様】



添付資料-4 対策の提言
ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理に関する問題 (14-55,145,149,150,160))【4／6】

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言頂上事象

組織の要素を含む背後要因直接要因

頂上事象A
ＩＴＶ設備について、故
障が頻発しているにも
かかわらず、機能回
復及び機能維持に向
けた保守を行っていな
かった

A5-5-2
（A1-4)

A1-4 と同じ
電気保修課長及び保修計画課長は、保守管理業務の内容を自ら確認して業
務を確実にすべきであったが、自ら行うべき役割、職務と責任の自覚が不足
しており、担当者に業務を任せっきりにしてその計画や実施結果を自ら確認し
ておらず、ラインとしてのフォローやチェックができていなかった(1-⑱に準ず
る）

A1-4 と同じ

A1-4 と同じ
・業務を行う場合、業務担当職位に応じた責任範囲と業務分担を「業務の
計画」で明確にし、「報連相」の励行によって個々の業務を管理職層が確
実にマネジメントできるようにすること。また、管理職層に対して、自らの
役割と責任を認識させるために、マネジメント研修を実施すること
【(1)②ⅰと同様】
・業務を指示した上位職者は、管理者がプレーヤーに留まることなく管理
者として、業務が職務ラインでマネジメントされていることやその実施結果
を確認すること
【(1)②ⅲと同様】

A6-1

不適合管理委員会は、ＩＴＶ設備の故障がナトリウム漏えい
事故時対応に影響を及ぼしていることを不適合として認識す
べきであったが、ナトリウム漏えい事故時対応に影響を及ぼ
していることに考えが及ばなかった

A6-1-1
(A1-1)

A1-1 と同じ
もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転
員が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行える
ことを目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した
ITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定
める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安
全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

A1-1 と同じ

A1-1 と同じ
・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明ら
かにし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、
並びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程
に縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

A6-2

電気保修課は、ITV設備の故障がナトリウム漏えい事故時対
応に影響を及ぼすことを認識して機能回復までの間の特別
採用をすべきであったが、保修票における処置希望を「通
常」から保修作業の優先度が比較的高い「至急」にしなかっ
たことのみが是正処置の対象と判断して不適合報告書を作
成した

A6-2-1
(A5-1-1)

A5-1-1と同じ
電気保修課では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放
置されることを防ぐために不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して
適切な処置を行うべきであったが、不適合管理が正しく理解されておらず、
QMSの教育が十分でなかった（1-㉙に準ずる）

A5-1-1と同じ

A5-1-1と同じ
・各課室に品質保証室を兼務する品質保証担当者（JEAC４１１１又は
ISO9000の内部監査員研修を終了し、合格した者相当）を配置し、作業単
位毎に承認レベルでのチェック機能を確実にする。また担当者を輪番制
として、「常に問いかける姿勢」を定着させることやQMSに係る意識の底
上げを図ること
【(3)②ⅰと同様】
管理職にQMSの維持管理を着実にするための教育を行うこと。また、も
んじゅ所員に対して保守管理に係る他プラントの不適合事象からの水平
展開の具体策及び今般の保守管理の不備に関する事例（点検期限超
過、調査の不備、誤ったルールの適用、多数故障、点検計画不履行、故
障の放置等）教育の追加等により不適合管理を的確に適用するための
教育を徹底すること
【(3)②ⅱと同様】

A6-2-2
(A5-1-2)

A5-1-2と同じ
電気保修課のライン職及び不適合管理委員会のメンバーは、不適合につい
ては、発生の都度原因を究明し、その再発防止に努める必要があるが、補修
が困難であることや実際に機能回復が図れない状況を是正が必要と認識し
ておらず、適切な保安活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適
用し、不適合の改善を図ることが理解されていない(3-①に準ずる)

A5-1-2 と同じ

A5-1-2と同じ
・ルールに準拠した不適合管理を徹底するために、是正処置プログラム
（CAP：Corrective Action Program）を導入すること。
【（2）①ⅱと同様】

A7-1
もんじゅ職員には、ＩＴＶ設備は監視対象エリアに1台あれば
監視可能であるとの認識が浸透していた

A7-1-1

発電課管理職は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、中央
制御室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の
判断等を速やかに行うことを目的とする重要な役割を持った設備であることを
認識し、ITV設備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるなどの運転管理
を行うべきであったが、保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、
設置当初から運転する上ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はな
いと考え、設備機器の機能と整合した運転管理の手法を行うための検討が十
分でなく段取りが不足していた
(1-㉗に準ずる）

4.中間管理要因
4-9-3 工程・計画

・運転管理を確実に実施するため、運転管理に要求される事項を明らか
にし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、並
びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程に
縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

A7-1-2
(A1-1)

A1-1 と同じ
もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転
員が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行える
ことを目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した
ITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定
める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安
全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

A1-1 と同じ

A1-1 と同じ
・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明ら
かにし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、
並びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程
に縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】



添付資料-4 対策の提言
ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理に関する問題 (14-55,145,149,150,160))【5／6】

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言頂上事象

組織の要素を含む背後要因直接要因

頂上事象A
ＩＴＶ設備について、故
障が頻発しているにも
かかわらず、機能回
復及び機能維持に向
けた保守を行っていな
かった

A7-1-3
（A5-1-1）

A5-1-1と同じ
電気保修課では、不適合が発生した場合、要求事項に適合しない状況が放
置されることを防ぐために不適合を迅速に識別し、機器の健全性を評価して
適切な処置を行うべきであったが、不適合管理が正しく理解されておらず、
QMSの教育が十分でなかった（1-㉙に準ずる）

A5-1-1と同じ

A5-1-1と同じ
・各課室に品質保証室を兼務する品質保証担当者（JEAC４１１１又は
ISO9000の内部監査員研修を終了し、合格した者相当）を配置し、作業単
位毎に承認レベルでのチェック機能を確実にする。また担当者を輪番制
として、「常に問いかける姿勢」を定着させることやQMSに係る意識の底
上げを図ること
【(3)②ⅰと同様】
管理職にQMSの維持管理を着実にするための教育を行うこと。また、も
んじゅ所員に対して保守管理に係る他プラントの不適合事象からの水平
展開の具体策及び今般の保守管理の不備に関する事例（点検期限超
過、調査の不備、誤ったルールの適用、多数故障、点検計画不履行、故
障の放置等）教育の追加等により不適合管理を的確に適用するための
教育を徹底すること
【(3)②ⅱと同様】

A7-1-4
（A5-1-2）

A5-1-2と同じ
電気保修課のライン職及び不適合管理委員会のメンバーは、不適合につい
ては、発生の都度原因を究明し、その再発防止に努める必要があるが、補修
が困難であることや実際に機能回復が図れない状況を是正が必要と認識し
ておらず、適切な保安活動や設備の健全性確認の観点から不適合管理を適
用し、不適合の改善を図ることが理解されていない(3-①に準ずる)

A5-1-2と同じ

A5-1-2と同じ
・ルールに準拠した不適合管理を徹底するために、是正処置プログラム
（CAP：Corrective Action Program）を導入すること。
【（2）①ⅱと同様】

A7-2

もんじゅは、ITV設備がナトリウム漏えい監視用の設備の一
環であることについて「福井県　もんじゅ安全性調査検討専
門委員会（平成15年9月）」、「さいくるミーティング資料（平成
16年7月）」などで当時の地元自治体等へ自ら約束事項とし
ていることを認識する必要があったが、「ナトリウム漏えい」
に関連する約束事項への認識が不足していた

A7-2-1
(A1-1)

A1-1 と同じ
もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転
員が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行える
ことを目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した
ITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定
める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安
全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

A1-1 と同じ

A1-1 と同じ
・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明ら
かにし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、
並びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程
に縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

頂上事象B
ＩＴＶ設備について、保
全の有効性評価に対
する手続き及び内容
の不備があった（点検
期限を超過した）

B1-1

※RCA報告書（直接要因1-（18）、要因T１－２２１再掲）
電気保修課では、点検時期が延期される設備機器が発生し
た際には、有効性評価を行い点検間隔又は頻度を変える必
要があるが、有効性評価ができなかった

B1-1-1

※RCA報告書（要因T１－２１２）
電気保修課長は、設備の維持管理に必要な能力と責任感を課員に与えて業
務の改善に取り組むように動機付けすべきであったが、点検データ等を用い
て劣化特性を評価する等の保守員としての技能が十分でないことを把握して
おらず、常に問いかけるなどして課員の経験・知見を伸ばして業務改善に活
かすような取組みが十分でなかった（1-⑭）

6.個人要因
6-2 リーダーシッ
プ

・管理職とチームリーダー、チームリーダーと担当者間の報告・連絡・相
談の徹底によって、各課室の年間業務計画に基づく業務進捗や課題を
把握・管理し、フェイストゥフェイスでの指導・支援を強化すること
【(1)⑥ⅰと同様】
・管理職は、担当者へ業務を指示する際に業務の必要性、重要性を理解
させ、業務への取組み意欲を持たせることの徹底化を図ること
【(1)⑥ⅱと同様】
・保守のチーム毎等に「業務報告会」等を義務付け、チーム員に発表の
場を与えることによって自らの業務を振り返り、また意見交換によって改
善につなげるようなモチベーションを向上させる取り組みを行うこと
【(1)⑥ⅲと同様】

B1-1-2

※RCA報告書（要因T１－１２４）
保修計画課長は、原子炉施設の保修の計画及び管理に関する業務の履行を
確実にすべきであったが、島根発電所の保守管理の不備等で得られた教訓
から、保全プログラムの定着化を図るためには、保全計画（点検計画）の管理
を各保守担当課で行うべきであると誤認し、保全関係各課との調整や総合的
な工程管理が不足していた（1-⑫）

4.中間管理要因
4-4-1 セクショナ
リズム

・プラント保全部では、保全計画の改善等に向けた計画管理、保守担当
課間における点検工程の横通し調整や保全計画（点検計画）の確実な履
行のための技術支援、教育等のサポートを行えるように、保修計画課へ
経験者を優先配置して管理調整の機能を強化すること
【(2)②ⅱと同様】

B2-1
B2-1-1

電気保修課長は、ＱＭＳのルールに則って保守管理の不備に係る不適合管
理を適切に行い、未点検状態を解消することを議論し、適切な情報を提示す
べきであったが、適切な判断に必要な情報の伝達や検討結果の妥当性の確
認が十分に行われていなかった（1-㉚に準ずる）

４．中間管理要因
４－１－４発電所
の意思決定

・もんじゅの幹部は、不適合につながる情報等について是正処置プログラ
ム（CAP：Corrective Action Program）に係る会合を活用して必要な情報
の共有化を図り、不適合の処理など検討結果の妥当性を確認し、適切に
対処すること
【（1）⑤ⅰと同様】

B2-1-2

電気保修課長は、「保全の有効性評価」や「表現の適正化」にて未点検の解
消ができない場合には、不適合報告書を発行した上で、解消できない状況で
あることを表明すべきであったが、もんじゅでは未点検機器を出さないことに
傾注していたことが電気保修課の判断に影響し、未点検機器の調査に係る意
思決定が適切に行われていなかった（2-⑦に準ずる）

4．中間管理要因
4-5 コミュニケー
ション

・もんじゅの幹部からの業務の課題の有無について問いかけを習慣化
し、不利益となる情報ほど速やかに共有化できるように風土の改善を図
ること
【（4）⑤ⅰと同様】

電気保修課TLは、平成２４年１２月に実施した有効性評価に
ついて、トラブルなどの運転経験から得られた知見について
評価を実施すべきであったが、生産中止情報はITV設備の
外観点検、機能性能試験に影響がないため、点検報告書の
点検実績により評価を行えばよいと考え、点検・補修等の結
果の確認・評価シート（様式-３）についての情報を評価する
必要はないと判断した



添付資料-4 対策の提言
ナトリウム漏えい監視用ITV設備の保守管理に関する問題 (14-55,145,149,150,160))【6／6】

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言頂上事象

組織の要素を含む背後要因直接要因

頂上事象B
ＩＴＶ設備について、保
全の有効性評価に対
する手続き及び内容
の不備があった（点検
期限を超過した）

B2-2

電気保修課TLは、予防保全機器である当該設備に対し、故
障を寿命の前兆ととらえるべきであったが、散発していた保
修票を一過性のものととらえ、機能維持に影響がないとして
評価を行った

B2-2-1
（B2-1-1)

B2-1-1と同じ
電気保修課長は、ＱＭＳのルールに則って保守管理の不備に係る不適合管
理を適切に行い、未点検状態を解消することを議論し、適切な情報を提示す
べきであったが、適切な判断に必要な情報の伝達や検討結果の妥当性の確
認が十分に行われていなかった（1-㉚に準ずる）

B2-1-1と同じ

B2-1-1と同じ
・もんじゅの幹部は、不適合につながる情報等について是正処置プログラ
ム（CAP：Corrective Action Program）に係る会合を活用して必要な情報
の共有化を図り、不適合の処理など検討結果の妥当性を確認し、適切に
対処すること
【（１）⑤ⅰと同様】

B2-2-2
（B2-1-2)

B2-1-2と同じ
電気保修課長は、「保全の有効性評価」や「表現の適正化」にて未点検の解
消ができない場合には、不適合報告書を発行した上で、解消できない状況で
あることを表明すべきであったが、もんじゅでは未点検機器を出さないことに
傾注していたことが電気保修課の判断に影響し、未点検機器の調査に係る意
思決定が適切に行われていなかった（2-⑦に準ずる）

B2-1-2と同じ

B2-1-2と同じ
・もんじゅの幹部からの業務の課題の有無について問いかけを習慣化
し、不利益となる情報ほど速やかに共有化できるように風土の改善を図
ること
【（４）⑤ⅰと同様】

B2-3

電気保修課長は、平成２４年１２月に実施された有効性評価
について、評価作成者が正しいと判断して実施しているもの
であり、有効性評価内容のチェック（評価）を行っていなかっ
た

B2-3-1
(A1-4)

A1-4と同じ
電気保修課長及び保修計画課長は、保守管理業務の内容を自ら確認して業
務を確実にすべきであったが、、自ら行うべき役割、職務と責任の自覚が不足
しており、担当者に業務を任せっきりにして、その計画や実施結果を自ら確認
しておらず、ラインとしてのフォローやチェックができていなかった(1-⑱に準ず
る）

A1-4と同じ

A1-4と同じ
・業務を行う場合、業務担当職位に応じた責任範囲と業務分担を「業務の
計画」で明確にし、「報連相」の励行によって個々の業務を管理職層が確
実にマネジメントできるようにすること。また、管理職層に対して、自らの
役割と責任を認識させるために、マネジメント研修を実施すること
【(1)②ⅰと同様】
・業務を指示した上位職者は、管理者がプレーヤーに留まることなく管理
者として、業務が職務ラインでマネジメントされていることやその実施結果
を確認すること
【(1)②ⅲと同様】

B3

TFメンバーは、平成25年2月以降に故障が頻発している状況
を踏まえて、平成24年12月に実施された有効性評価の妥当
性を確認すべきだったが、平成25年2月以降の故障を考慮
せず、また、有効性評価を行った平成24年12月までの故障
については、点検間隔/頻度の延長には影響しないものとし
た

B3-1

TFメンバーは、ITV設備の故障が頻発している状況を踏まえて有効性評価の
再評価を指示するべきであったが、当初の有効性評価の妥当性を確認するこ
とに固執するという集団的視野狭窄に陥り、チェック及びレビュー機能等が十
分に機能しておらず、故障の頻発という現状を考慮した確認ができていなかっ
た（1-㉚に準ずる）

5.集団要因
5-3　集団浅慮

B2-1-1と同じ
・もんじゅの幹部は、不適合につながる情報等について是正処置プログラ
ム（CAP：Corrective Actin Program）に係る会合を活用して必要な情報の
共有化を図り、不適合の処理など検討結果の妥当性を確認し、適切に対
処すること
【（１）⑤ⅰと同様】

B3-2
(A1-1)

A1-1 と同じ
もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転
員が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行える
ことを目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した
ITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定
める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安
全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

A1-1 と同じ

A1-1 と同じ
・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明ら
かにし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、
並びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程
に縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

B3-3
(A1-3)

A1-3と同じ
プラント保全部は、保全技術の継続的な維持・向上を図るために、新たな知
見や様式‐3に記載されている「提案・推奨・改善内容」などの保守経験に基づ
き、保全計画（点検計画）や要領書に反映するべきであったが、そのような改
善につなげる仕組みが機能していなかった（1-㉘に準ずる）

A1-3と同じ

A1-3と同じ
・点検頻度や点検項目等の見直しなど現行の保全計画（点検計画）の問
題点を解消するとともに、技術根拠に基づくプラント状態に見合った保全
計画への改善見直しを継続的・計画的に実施していくこと
【（3）①ⅲと同様】
・技術を継承し自らプラントを保守管理していくマイプラント意識や「常に
問いかける姿勢」を醸成するため、ライン職による直営の点検や点検の
発注管理を中心としたOJTプログラムを策定し実施していくこと
【(3)①ⅴと同様】



添付資料-4 対策の提言
漏えい監視用ITV設備の運転管理に関する問題 (14-159(65))【1／1】

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類

C1

発電課管理職は漏えい対応について、ＩＴＶ設備の役割を十分
に理解すべきであったが、保安規定で定めるナトリウムの漏え
い監視装置（ガスサンプリング型漏えい検出器、CLD、セルモ
ニタ、火災感知器）でナトリウム漏えい検出は可能であり、ITV
設備は1部屋に1台あれば漏えい対応に支障はないと認識して
いた

C1-1
(A7-1-1)

A7-1-1と同じ
発電課管理職は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、中央
制御室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の
判断等を速やかに行うことを目的とする重要な役割を持った設備であることを
認識し、ITV設備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるなど運転管理を
行うべきであったが、保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、設
置当初から運転する上ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はない
と考え、設備機器の機能と整合した運転管理の手法を行うための検討が十分
でなく段取りが不足していた
(1-㉗に準ずる）

A7-1-1と同じ

A7-1-1と同じ
・運転管理を確実に実施するため、運転管理に要求される事項を明らか
にし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、並
びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程に
縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

C2-1

発電課管理職では、保安規定で要求される設備以外において
も、運転管理上重要な設備については、定例試験計画に基づ
き、定期的に健全性確認を実施していたが、ITV設備について
は、定期的に健全性確認をするルールになっていなかった

C2-1
（A7-1-1)

A7-1-1と同じ
発電課管理職は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、中央
制御室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の
判断等を速やかに行うことを目的とする重要な役割を持った設備であることを
認識し、ITV設備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるなど運転管理を
行うべきであったが、保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、設
置当初から運転する上ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はない
と考え、設備機器の機能と整合した運転管理の手法を行うための検討が十分
でなく段取りが不足していた
(1-㉗に準ずる）

A7-1-1と同じ

A7-1-1と同じ
・運転管理を確実に実施するため、運転管理に要求される事項を明らか
にし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、並
びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程に
縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

C2-2
発電課長は、ＩＴＶ設備の保守対応について適宜フォローすべ
きであったが、対応を保守担当部署に任せっきりであった

C2-2
（A7-1-1)

A7-1-1と同じ
発電課管理職は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、中央
制御室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の
判断等を速やかに行うことを目的とする重要な役割を持った設備であることを
認識し、ITV設備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるなど運転管理を
行うべきであったが、保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、設
置当初から運転する上ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はない
と考え、設備機器の機能と整合した運転管理の手法を行うための検討が十分
でなく段取りが不足していた
(1-㉗に準ずる）

A7-1-1と同じ

A7-1-1と同じ
・運転管理を確実に実施するため、運転管理に要求される事項を明らか
にし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、並
びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程に
縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

C3-1
（A7-1-1)

A7-1-1と同じ
発電課管理職は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、中央
制御室の運転員が漏えい事故の状況をリアルタイムで把握し、運転員入室の
判断等を速やかに行うことを目的とする重要な役割を持った設備であることを
認識し、ITV設備の故障に対して健全性確認の頻度を上げるなど運転管理を
行うべきであったが、保安規定に定める漏えい監視装置ではないことから、設
置当初から運転する上ではあった方が良いが、なくても安全上の問題はない
と考え、設備機器の機能と整合した運転管理の手法を行うための検討が十分
でなく段取りが不足していた
(1-㉗に準ずる）

A7-1-1と同じ

A7-1-1と同じ
・運転管理を確実に実施するため、運転管理に要求される事項を明らか
にし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、並
びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程に
縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

C3-2

発電課長は、設備の故障が起点となって一時的な運転管理及び運転手順の
妥当性を確認し、措置が必要な場合は運転員に周知する仕組みを作るべき
だったが、ナトリウム漏えい事故時に運転員の判断を支援し早期対応を可能
とする対策の設備のような、必ずしも重要度が高くない設備にかかる故障時
対応等の運転管理のルールが明確になっておらず、QMSの維持管理に関す
る対応が不足していた(3-⑨に準ずる）

4.中間管理要因
4-2-3 ルールの
維持管理

・文書レビューのやり方、視点を教育する。また、教育には具体的に何を
確認したのかを確認者に問いかける等、チェックの仕方を含めること
【（１）④ⅰと同様】

C3-3
（A1-1)

A1－1と同じ
もんじゅの職員は、ITV設備がナトリウム漏えい事故対策の一環として、運転
員が状況をリアルタイムで把握し、現場への入室の判断等を速やかに行える
ことを目的とする重要な役割を持った設備であると認識し、経年化を考慮した
ITVカメラの交換等適切な点検計画を策定すべきであったが、保安規定に定
める漏えい監視装置ではないことから、設置当初から、当該設備がなくとも安
全上の問題はないと考え、設備機器の機能と整合した点検内容とする検討が
十分でなく、適切な点検計画とする段取りが不足していた(1-㉗に準ずる）

4.中間管理要因
4-9-3 工程・計画

A1-1と同じ
・適切な保全計画を確実に実施するため、計画に要求される事項を明ら
かにし、その業務の検証、妥当性評価、監視・測定、検査及び試験活動、
並びにこれらの合否判定、記録等が明確化された計画を作成して、工程
に縛られることなく、また必要な資源が確保されることを確実にすること
【(１)③ⅲと同様】

組織の要素を含む背後要因
対策の提言

頂上事象C
発電課では、ＩＴＶ設備
に対する故障に対し、
運転管理の仕組みが
構築されていない

C3
発電課管理職は、ＩＴＶ設備が故障した場合、一時的な運転管
理の方法を検討し、運転員に周知すべきであったが、ITV設備
故障時対応に係るルールが明確化されていなかった

頂上事象
直接要因
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